
 

都市環境委員会資料 
令和５年２月２０日 
環境部温暖化対策担当 

 

「杉並区地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）」（案）について 

 

 令和５年度を始期とする杉並区地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）（以下、

「本計画」という。）について、国の「地方公共団体実行計画（区域施策編・事務事業編）策

定・実施マニュアル」等を踏まえ、本計画（案）を取りまとめたので、策定に向けて以下のと

おり進める。 

 

１ 計画の位置づけ 

  本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、区内から排出される温室効

果ガス排出量の削減等に杉並区全体で取り組むための計画（区域施策編）及び、区が事業者

として温室効果ガス排出量の削減等に取り組むための計画（事務事業編）で構成する。 

  また、「杉並区環境基本計画」の下位計画として位置づけ、地球温暖化対策に関連のある

法律や条例、区が策定する関連計画等との整合を図る。 

  なお、「気候変動適応法」に基づく「地域気候変動適応計画」の内容について、気候変動

の影響に備えるための取組となる適応策として区域施策編に包含する。 

 

２ 計画期間 

  「杉並区総合計画」及び「杉並区環境基本計画」と終期の整合を図り、令和５年度から令

和 12 年度までとする。 

  ただし、社会情勢や取組の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行う。 

 

３ 計画案の概要 

（１）目標 

  2050 年ゼロカーボンシティの実現に向けて、令和 12（2030）年度の温室効果ガス削

減量を平成 12（2000）年度比で 50％削減するカーボンハーフを目標に設定する。 

 

（２）取組 

 【区域施策編】 

緩和策※ 

 

※温室効果ガス

の排出量の削減

に向けた取組 

Ⅰ 区民・事業者・区によるエネルギー利用の最適化 

Ⅱ 交通対策の推進 

Ⅲ 緑化と緑の保全の推進 

Ⅳ 循環型社会形成の推進 

Ⅴ 環境教育・学習、環境活動の推進 

Ⅵ （仮称）気候区民会議に関連した取組 

適応策※（杉並区気候変動適応計画） 

※気候変動の影響に備えるための取組 

 

 【事務事業編】 

基本的取組 

第 1の柱 省エネ及び環境負荷の低減に対する職員意識の徹底 

第 2の柱 省エネ技術、省エネ型設備機器類等の導入の検討 

第 3の柱 組織の主体性と責任ある取組 

重点的取組 

区立施設の新築・改築時等における省エネ化の推進 

再生可能エネルギーの導入拡大 

庁有車における次世代自動車への切替推進 

自治体連携によるカーボンオフセット事業の実施 



 

（３）計画案 

  ・本編（案）  資料１、２のとおり 

  ・概要版①②  資料３のとおり 

 

４ 今後のスケジュール(予定) 

令和５年  ２月 区民等の意見提出手続の実施（２月 22日～３月 27日） 

３～４月 杉並区環境清掃審議会へ報告 

５月 計画決定 

６月 都市環境委員会へ報告・公表 



別紙２ 

  

杉並区地球温暖化対策実行計画 

 

令和 5 年度～令和 12 年度 

（2023 年度～2030 年度） 

区域施策編 

案 
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1 章 計画の基本的事項 

 

（1）計画策定の背景と目的 

地球温暖化とは、二酸化炭素を始めとする温室効果ガス排出量の増加により、

地球全体の平均気温が上昇する現象であり、その影響は気候にも大きな変化を与

えています。近年では、海面水位の上昇、猛暑による干ばつ、豪雨などの異常気

象、農作物や生態系への影響など、地球温暖化に伴う気候変動の様々な影響が懸

念されています。 

 

この現状に対して、平成 27（2015）年 12月にフランスのパリで開催された国

連気候変動枠組条約第 21回締結国会議（ＣＯＰ21）では、温室効果ガス削減の

ための新たな法的枠組となる「パリ協定」が採択されました。「パリ協定」で

は、気候変動枠組条約に加盟するすべての国が合意し、世界共通の長期目標とし

て、世界全体の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとと

もに、1.5℃に抑える努力目標が掲げられました。 

さらに、パリ協定を受けて平成 30（2018）年 10月に国連の気候変動に関する

政府間パネル（以下「ＩＰＣＣ」という。）が公表した「1.5℃特別報告書」で

は、パリ協定の目標を達成するためには、令和 32（2050）年前後には二酸化炭

素排出量を実質的にゼロにすることが必要とされています。この報告書を受け、

世界各国では令和 32（2050）年までのカーボンニュートラルを目標として掲げ

る動きが広まりました。 

 

こうした国際的な動向を受け、国は、令和 2（2020）年 10月に内閣総理大臣

の所信表明演説において「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を

目指す」ことを宣言しました。続けて、令和 3（2021）年 10月には、パリ協定

を契機に平成 28（2016）年度に策定された「地球温暖化対策計画」の改定が閣

議決定され、温室効果ガスの削減目標（令和 12（2030）年 46％・令和 32

（2050）年ゼロ（平成 25（2013）年度比））の達成に向けて挑戦を続けることを

表明しました。 

 

区では、地域の環境を総合的かつ計画的に保全し、もって地球環境の保全にも

貢献していくため、平成 8年に杉並区環境基本計画を策定しました。その後、環

境問題をめぐる内外の動向や社会情勢の変化に対応するため、4度の改定を行っ

てきました。 

令和 3（2021）年 11月には、令和 4（2022）年度を始期とする新たな「杉並区

基本構想」を実現するための「杉並区総合計画・杉並区実行計画」の策定に合わ

せ、令和 32（2050）年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにする「2050年ゼ

ロカーボンシティ」を目指すことを表明しました。これを受け、令和 4（2022）

年 5月に新たな「杉並区環境基本計画」を策定し、その取組を開始したところで

す。今後、ゼロカーボンシティの実現に向けて、区民、事業者、区が一体となっ
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て地球温暖化対策に取り組むため、区内各部門の二酸化炭素排出量等の実態と削

減目標を示すとともに、そのための具体的な取組を取りまとめた地方公共団体実

行計画（区域施策編）として、「杉並区地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」

（以下「本計画」という。）を策定します。 

 

 

 

   

  



3 

 

（2）計画の位置づけ 

    本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」という。）

第 21条に基づき、「地方公共団体実行計画（区域施策編）」として策定するもの

であり、「気候変動適応法」第 12条に基づく「地域気候変動適応計画」の内容を

包含しています。 

   また、「杉並区環境基本計画」の下位計画として位置づけ、地球温暖化対策に

関連する法律や条例、区が策定する関連計画等との整合性を図ります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）計画の期間と見直し 

本計画の期間は、「杉並区総合計画」及び「杉並区環境基本計画」の終期と合

わせ、令和 5（2023）年度から令和 12（2030）年度までとします。 

なお、社会情勢や取組の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行いま

す。 

 

  

杉並区基本構想

杉並区総合計画（令和4年度～令和12年度）

杉並区実行計画（総合計画の9年間を3つの期間に分けて策定）

杉並区環境基本計画（令和4年度～令和12年度） ・杉並区環境基本条例

国・都の関連法規・計画
・地球温暖化対策推進法
・気候変動適応法 等

杉並区地球温暖化対策
実行計画（事務事業編）
令和5年度～令和12年度

区関連計画
・杉並区一般廃棄物処理基本計画
・杉並区まちづくり基本方針　等

杉並区地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）
令和5年度～令和12年度

※適応策：杉並区気候変動適応計画
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（4）対象とする範囲 

 Ⅰ 対象とする地域 

    杉並区域全域を対象とします。 

 

 Ⅱ 対象とする温室効果ガス 

     温対法第 2条第 3項に掲げる以下の 7種類の温室効果ガスを排出量削減の

対象とします。 

ガス種類 用途・排出源 地球温暖化係数※ 

二酸化炭素 

（CO₂） 

石油や天然ガス等の化

石燃料の燃焼など 
1 

メタン 

（CH₄） 
自動車の走行など 25 

一酸化二窒素 

（N₂O） 
自動車の走行など 298 

ハイドロフルオロカーボン類 

（HFCs） 

カーエアコンの使用（冷

媒ガス漏洩含）など 

1,430 

など 

パーフルオロカーボン類 

（PFCs） 
半導体の製造工程など 

7,390 

など 

六ふっ化硫黄 

（SF₆） 

変電設備に封入される電

気絶縁ガスなど 
22,800 

三ふっ化窒素 

（NF₃） 
半導体の製造工程など 17,200 

     ※地球温暖化係数とは、二酸化炭素の温室効果を 1 とした時の温室効果の強さを表したもの 

 

Ⅲ 対象とする部門 

    以下の 5部門を、温室効果ガス排出量削減の対象とします。 

部門 主な排出源 

産業部門 
製造業、建設業などにおけるエネルギー消費に伴

う排出 

民生部門 
業務部門 

事務所・ビル、商業、サービス施設の他、いずれの

部門にも属さないエネルギー消費に伴う排出 

家庭部門 家庭におけるエネルギー消費に伴う排出 

運輸部門 
自動車、鉄道などにおけるエネルギー消費に伴う

排出 

廃棄物部門 廃棄物の処理に伴い発生する排出 

     ※業務部門と家庭部門を併せて、「民生部門」とします。 
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 2 章 地球温暖化を取り巻く状況 

（1）地球温暖化のメカニズム 

地球温暖化は、以下のようなメカニズムで起こります。 

太陽からのエネルギーで地表が暖められると、暖められた地表から赤外線のエネル

ギーが放射されるようになります。地表から放射された赤外線のエネルギーは、一部

が宇宙空間に放出されるほか、温室効果ガスによって吸収され、地表に向かって再放

射されます。このように地表が温められる過程を温室効果といいます。 

 

 

 

出典：環境省「地球温暖化の現状」COOL CHOICE ウェブサイト 

 

温室効果が全く存在しないと想定した場合の地表気温は約-19℃ですが、実際の地

表気温は約 14℃であるため、約 33℃の温室効果が存在すると考えられます（出典：

横畠徳太「ココが知りたい地球温暖化: #09 水蒸気の温室効果」平成 26（2014）年 4月

更新（入手先：国立研究開発法人 国立環境研究所ウェブサイト））。温室効果により

温暖な環境が保たれている一方、化石燃料の使用等により二酸化炭素等の温室効果ガ

ス排出量が増加すると、温室効果が強まり、地上の気温が上昇します。これが地球温

暖化です。 

  

◆地球温暖化のメカニズム 
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（2）地球温暖化の現状及び見通し 

ＩＰＣＣによると、基準期間（嘉永 3（1850）年～明治 33（1900）年）から、基準

期間（平成 7（1995）年～平成 26（2014）年）の間に観測された世界平均気温の上昇

量は 0.85℃です（出典：Richard P. Allan ほか 執筆（文部科学省, 気象庁 翻訳）「Ｉ

ＰＣＣ第 6次評価報告書 第 1作業部会報告書 気候変動 2021: 自然科学的根拠 政策

決定者向け要約（ＳＰＭ）」暫定訳（2022 年 5 月 12 日版）. 令和 4年 5月。以下この

章において、「IPCC AR6 WG1 SPM」と略称する。）。 

 

 

 

出典：IPCC AR6 WG1 SPM 

※ 「ＳＳＰ」は温室効果ガスの排出量等による区分（「非常に多い」「多い」「中程度」

「少ない」「非常に少ない」）に応じたシナリオを指す。 

コラム 温室効果ガスとしての水蒸気について 

本文に記載した約 33℃の温室効果のうち、約 5割が水蒸気、約 2割が二酸化炭

素の寄与であり、水蒸気は最大の寄与をもつ温室効果ガスです（出典①）。 

大気中の水蒸気量の増加が観測されていますが、ＩＰＣＣ第5次評価報告書 第

1作業部会報告書の一部である「よくある質問と回答」においては、「人為起源の

水蒸気の排出は、地球の気候には無視できるほどの影響しか与えない。」とされ

ています（出典②）。むしろ、大気中の水蒸気量の増加は、二酸化炭素の人為的

排出量増加による気温上昇に伴う帰結として、水の蒸発量が増加したためと考え

られ、大気中の水蒸気量増加によってさらに温室効果が増幅される過程が「水蒸

気フィードバック」として認識されています（出典①及び②）。 

気象庁の資料は「水蒸気は気候変動に対する強制力というより、フィードバッ

ク因子と考えられるため、地球温暖化問題を議論する際には一般的に人為起源温

室効果ガスとは区別して扱う。」としており（出典③）、本計画でもこの扱いにな

らうこととします。 
 

出典①：横畠徳太 前掲資料 

出典②：Thomas F. Stocker ほか 編集（気象庁 訳）「気候変動 2013: 自然科学的根拠 よくある

質問と回答」2015 年 12 月 1 日版（IPCC 正誤表反映版）. 平成 27（2015）年 12 月 

出典③：気象庁「気候変動監視レポート 2021: 世界と日本の気候変動および温室効果ガス等の状

況」令和 4年 3 月 

◆嘉永 3（1850）年～明治 33（1900）年を 

基準とした世界平均気温の変化 
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IPCC AR6 WG1 SPM によると、嘉永 3（1850）年～明治 33（1900）年と比べた令和 6

3（2081）年～令和 82（2100）年の世界の平均気温の上昇が次の範囲となることは、

「可能性が非常に高い」と考えられます。 

○ 排出が非常に多いシナリオ（ＳＳＰ5-8.5）では 3.3～5.7℃ 

○ 温室効果ガスの排出が中程度のシナリオ（ＳＳＰ2-4.5）では 2.1～3.5℃ 

○ 温室効果ガスの排出が非常に少ないシナリオ（ＳＳＰ1-1.9）では 1.0～1.8℃ 

 

（3）気候変動・異常気象による影響 

Ⅰ 世界 

地球温暖化の影響とみられる気候変動・異常気象は地球規模で起こっています。 

IPCC AR6 WG1 SPM では、世界の各地で記録されている極端な高温や、大雨の頻

度と強度の増加などの現象は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大すると報告

されました。また、地球温暖化が更に進行するにつれ、地域の平均気温、降水量、

土壌水分の変化は大きくなるとされています。 

 

 

 

◆年平均気温、降水量、及び土壌水分量の変化 
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出典：IPCC AR6 WG1 SPM 

 

気象庁によれば、令和 2（2020）年の世界平均気温は平成 28（2016）年と並ん

で観測史上最高となりました（出典：気象庁「気候変動監視レポート 2020: 世界

と日本の気候変動および温室効果ガス等の状況」令和 3（2021）年 4 月）。また、

環境省の資料では、令和 2（2020）年の世界の異常気象について、世界気象機関（Ｗ

ＭＯ）の報告等に基づき、以下のような事象をまとめています（出典：環境省 編

「令和 3年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」令和 3（2021）年 6月）。 

 シベリアでは長期間にわたって高温が続き、6 月にはベルホヤンスクにおい

て北極圏で観測史上最高気温（暫定）となる 38℃を観測 

 米国コロラド州において、8 月に過去 80 年間で世界最高気温となる 54.4℃

が観測され、9月の観測史上最高気温となる 38.3℃が観測された 3日後に降

雪が観測されるという異常気象 

 中国では 7 月に長江流域での継続的な大雨によって家屋 2 万 9000 戸が損壊

し、約 220 万人が避難するなどの甚大な被害が発生 

 アルゼンチンなど南米で、記録的な少雨による深刻な干ばつが発生 
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出典：「WMO Provisional State of Global Climate in 2020」より

環境省作成（環境省 編前掲資料から引用） 

 

なお、気象庁の報告によると、令和 3（2021）年にも同様な異常高温、異常多雨

が各国で発生しており、中国やヨーロッパでは死者を伴う災害も発生しています

（出典：気象庁「気候変動監視レポート 2021: 世界と日本の気候変動および温室

効果ガス等の状況」令和 4年 3月）。 

 

 

  

コラム 気候と気象について 

気候とは、一般に、十分に長い時間について平均した大気の状態をいいます。

一方、気象は、大気の状態や大気中で起こる全ての現象のことをいいます（出典

①）。気候変動によって長期的な大気の状態が変化することにより、短期的にも異

常気象が発生することが懸念されています。 

 

出典①：環境省ほか「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート 2018」（平

成 30（2018）年 2月） 

◆令和 2（2020）年の世界各地の異常気象 
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Ⅱ 日本 

① 気温 

都市化の影響が小さく、特定の地域に偏らないように選定された 15 の気象庁観

測地点の観測値を用いて、日本の気温の変化傾向を見ていきます。 

なお、都市化の影響が小さい地点を対象とするのは、後述するヒートアイラン

ド現象の影響を除いて考えるためです。 

 

 

 

 

 

出典：気象庁「日本の年平均気温」気象庁ウェブサイト 

 

気象庁によると、令和 3（2021）年の日本の平均気温の基準値からの偏差は

+0.61℃で、明治 31（1898）年の気象庁の統計開始以降、3番目に高い値となりま

した。 

日本の年平均気温は、100 年あたり 1.28℃の割合で上昇しており、特に 1990 年

代以降、高温となる年が続出しています。 

  

細線（黒）：各年の平均気温の基準値からの偏差 

太線（青）：偏差の 5年移動平均値 

直線（赤）：長期変化傾向。 

基準値は平成 3（1991）年〜令和元（2019）年の 30 年平均値 

 

◆日本の年平均気温偏差 
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② 降水量 

気象庁の全国の気象観測所のうち、長期間にわたって観測を継続している 51 の

地点の降水量データを用いて、気象庁が観測を開始した明治 31（1898）年からの

降水量の変化を見ていきます。 

 

 

 

 

出典：気象庁「日本の年降水量」気象庁ウェブサイト 

 

上掲図の引用元の気象庁資料によると、令和 3（2021）年の日本の降水量の基準

値からの偏差は+213.4 ㎜で、統計開始以降 10 番目に多い数値となりました。年降

水量に長期的な変化は見られませんが、明治 31（1898）年の統計開始から 1920 年

代半ばまでと 1950 年代、2010 年代以降は雨が多い年が続いています。また、1970

年代から 2000 年代までは年ごとの変動が比較的大きくなっており、雨が多い年と

少ない年の差が大きく出ています。 

  

棒グラフ：各年の降水量の基準値からの偏差 

太線（青）：偏差の 5年移動平均値。 

基準値は平成 3（1991）年〜令和 2（2020）年の 30 年平均値 

◆日本の年降水量偏差 
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③ 気候変動の影響 

地球温暖化による気候変動は、日本国内でも人間の生活や自然の生態系に様々

な影響を与えていると考えられています。令和 2（2020）年 12 月に環境省が公表

した、気候変動が日本に与える影響についてまとめた資料における、「国民生活・

都市生活分野」の影響の概略図は以下のとおりです。 

 

 

 

出典：環境省「気候変動影響評価報告書 詳細」令和 2（2020）年 12月 

  

◆気候変動により想定される影響の概略図（国民生活・都市生活分野） 
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Ⅲ 杉並区周辺 

① 気温及び降水量の推移 

東京管区気象台練馬地域気象観測所における気温及び降水量の推移は、次のグ

ラフのとおりです。気温については、上昇傾向が見られます。降水量についても、

やや不明瞭であるものの、上昇傾向が見られます。 

 

 

 

出典：気象庁「練馬 年ごとの値 主な要素」（気象庁ウェブサイト）所載のデータを基に作成 

※ 期間中にデータの不均質（観測場所を移転した場合、観測装置を変更した場合又は観測の

時間間隔を変更した場合）を含む。特に平成 24（2012）年度は資料不足値となっているため、

図示していない。 
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◆東京管区気象台練馬地域気象観測所における降水量・気温等の推移 
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② 異常気象 

杉並区周辺で見られる事象として、ヒートアイランド現象があります。ヒートア

イランド現象とは、郊外に比べ、都市部ほど気温が高くなる現象のことです。そ

の原因は以下のとおりです。 

 

 
出典：東京都環境局「ヒートアイランド現象ってなに？」東京都環境局ウェブサイト 

 

ヒートアイランド現象による地表面付近の温度上昇は、日中では 1～2℃程度に

とどまるものの、夜間では 3～4℃に達します（出典：環境省「ヒートアイランド

対策ガイドライン」改定版, 平成 25（2013）年 3月）。これは、建物が密集してい

ることで、夜間の放射冷却が阻害されるためです。 

東京管区気象台練馬地域気象観測所の観測結果に基づく、熱帯夜数の推移を次

に示します。年によって変動があるものの、中長期的には増加傾向であることが

確認できます。 

◆ヒートアイランド現象の原因 
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出典：気象庁「過去の気象データ・ダウンロード」（気象庁ウェブサイト）

から取得したデータに基づき作成 

※ 期間中にデータの不均質を含む。 

※ 熱帯夜とは、夜間の最低気温が 25℃以上のことを指すが、ここでは日最低気温 25℃以上

の日数を熱帯夜日数として扱う。 
 

地球温暖化は、温室効果ガスの排出量の増加が原因であり、全地球的に影響が

現れます。一方、ヒートアイランド現象は、先に見たように、排熱の増大や風通

しの悪化、地表面被覆の人工化等の都市化に付随した原因により発生し、影響を

受ける範囲も都市部が中心となります。 

メカニズムや影響範囲は異なっていますが、大都市においては地球温暖化によ

る気温上昇とヒートアイランド現象の進行による気温上昇が重なっていることが

確認されています（出典：環境省「気候変動影響評価報告書 詳細」令和 2（2020）

年 12 月）。 
 

コラム 地球温暖化対策とヒートアイランド現象対策について 

地球温暖化対策とヒートアイランド現象対策には、共通する方策もあります。例えば、

都市部でガソリン自動車が化石燃料を燃焼して走行すると、温室効果ガスである二酸化

炭素が排出されるとともに、排熱が生じます。したがって、ガソリン自動車を電気自動

車等の次世代自動車に代替することは、地球温暖化対策だけでなく、ヒートアイランド

現象対策としても寄与すると考えられます。国土交通省は「ヒートアイランド対策に関

する施策」として、自動車からの排熱減少に資する次世代自動車の普及拡大を挙げてい

ます（出典①）。やや古いデータですが、電気自動車はガソリン自動車に対して、二酸

化炭素排出が 74.6％、排熱が 82.1％削減されるとする資料もあります（出典②）。 

なお、本計画では、ヒートアイランド現象に対しての方策については、5 章で適応策

として取り上げます。 

出典①：国土交通省「国土交通省におけるヒートアイランド対策」令和 4（2022）年 1月（中央

環境審議会 大気・騒音振動部会（第 16 回）資料） 

出典②：社団法人環境情報科学センター「平成 21 年度環境省請負業務報告書 平成 21 年度ヒー

トアイランド現象による環境影響等に関する調査業務報告書」平成 22（2010）年 3月 
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◆東京管区気象台練馬地域気象観測所における熱帯夜日数の推移 
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先に見たとおり、地球温暖化に伴う大雨の頻度と強度の増加が報告されている

ところですが、都市部についてはヒートアイランド現象による影響も指摘されて

います。 

都の資料によると、東京における豪雨の回数は増加傾向にあり、このことについ

て、地球温暖化やヒートアイランド現象などの影響も考えられるとしています（出

典：東京都「東京都豪雨対策基本方針」改定. 平成 26（2014）年）。同資料から「ヒ

ートアイランド現象と豪雨の関係」について解説したコラムを以下に引用します。 

 

 

 
出典：東京都 前掲資料 

 

時間 50 ㎜を超える雨は区部西部付近や多摩西部に集中する傾向があり、特に強

い雨である時間 75㎜以上の豪雨の頻発箇所は神田川や石神井川の上流部である区

部北西部に集中しています（出典：東京都 前掲資料）。そのため、近接する杉並

区においても、対策を講じる必要があります。 

  

◆ヒートアイランド現象と豪雨の関係 
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（4）気候変動対策の動向 

Ⅰ 国際社会の動向 

杉並区は、国際社会の一員であることから、気候変動に関する国際的な知見の

蓄積を注視しつつ、国際的に共有された見通しや目標を踏まえて、本計画に関す

る取組等を推進していく必要があります。 

気候変動に関する国際的な枠組の例としては、以下のようなものがあります。 

 

① 科学的情報等の評価の枠組（ＩＰＣＣ） 

気候変動に関連する科学的、技術的及び社会・経済的情報の評価を行い、得ら

れた知見を、政策決定者をはじめ広く一般に利用するため、昭和 63（1988）年に、

世界気象機関（ＷＭＯ）及び国際連合環境計画（ＵＮＥＰ）により、ＩＰＣＣ（気

候変動に関する政府間パネル）が設立されました。 

現在に至るまで、ＩＰＣＣは 6次に渡って評価報告書を作成しています。評価報

告書の中で、人為起源の気候変動影響についての評価がなされていますが、その

表現は回次が進むごとに強くなっており、最新の第 6 次評価報告書では「疑う余

地がない」とされています。 

 

 
出典：増井利彦ほか 編「IPCC 第 6 次報告書 第 3 作業部会報告書 政策

決定者向け要約解説資料」（v1.4. 令和 4（2022）年 4 月）（入手先：

国立研究開発法人 国立環境研究所ウェブサイト）所載の表に加筆 

  

第１次 

第２次 

第３次 

第４次 

第５次 

第６次 

◆温暖化と⼈間活動の影響の関係についての表現の変化 
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② 温室効果ガス排出削減等の取組のための枠組（ＣＯＰ） 

気候変動に関する国際連合枠組条約は、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化

させることを究極の目的として、平成 4（1992）年に採択され、平成 6（1994）年

に発効しました。平成 7（1995）年から毎年、締約国会議（ＣＯＰ）が開催されて

います。 

平成 27（2015）年の第 21 回締約国会議（ＣＯＰ21）において、令和 2（2020）

年以降の枠組みとして世界の平均気温の上昇を 2℃より十分下回るものに抑える

こと、1.5℃に抑える努力を継続すること等を目的として、パリ協定が採択されま

した。 

 

パリ協定では以下のような目標を掲げています。 

○ 今世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出量を正味ゼロとすること（パリ

協定第 4 条）。 

○ 気候変動の悪影響に対する適応に取り組むこと（パリ協定第 7条）。 

※ 温室効果ガスの排出削減対策である「緩和」策に対し、気候変動の影響

による被害を防止・軽減する対策を「適応」策と呼びます。「緩和」と「適

応」については、本計画の第 5章で、より詳しく説明しています。 

 

パリ協定は、平成 28（2016）年 11 月 4 日に正式に発効し、日本は同年 11 月 8

日に締結しました。 
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③ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）」とは、

平成 27（2015）年 9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」に記載された令和 12（2030）年までの国際目標であり、持続可能な

世界を実現するための 17 の目標・169 のターゲットから構成されています。 

環境面では、エネルギー利用、持続可能な消費と生産、気候変動への適応、生

物多様性の保全などの目標が設定されています。これらの目標の達成に向け、政

府のみならず、地方自治体や企業、団体、市民が協力・連携することが大切です。 

地域においては、ＳＤＧｓの理念である「誰一人取り残さない」、目標 17 の「パ

ートナーシップ（あらゆるステークホルダーなどの参加）」のもと、社会・経済、

そして環境に関する様々な課題を統合的に解決するための行動を起こすことが必

要です。 

 

◆持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）における 17 の目標 

 
出典：国際連合広報センター「SDGs ポスター（17 のアイコン 日本語版）」

国際連合広報センターウェブサイト 
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Ⅱ 国の動向 

パリ協定等を踏まえ、国が制定・改正した法令、及び策定・改定した計画等で、

本計画と関連が深いものは、以下のとおりです。 

 

① 2050 年カーボンニュートラル宣言及び温対法改正 

国は、パリ協定に定める目標等を踏まえ、令和 2（2020）年 10 月に「2050 年カ

ーボンニュートラル」を宣言しました。 

また、令和 2（2020）年に開催した「地球温暖化対策の推進に関する制度検討会」

の取りまとめを踏まえ、令和 3（2021）年 5 月に温対法が改正されました（第七次

改正）。この改正では「パリ協定・2050 年カーボンニュートラル宣言等を踏まえた

基本理念の新設」が盛り込まれ、令和 32（2050）年カーボンニュートラルが基本

理念として法定化されました。 

さらに、国民並びに国、地方公共団体、事業者及び民間の団体等の密接な連携

の下に、地球温暖化対策の推進を行わなければならないとされました。 
※ 杉並区も日本国内の地方公共団体として連携の一端を担っており、令和 3（2021）年 11 月に「2050

年ゼロカーボンシティ」の実現を表明しました。 

 

② 地球温暖化対策計画 

国は、令和 3（2021）年４月に、地球温暖化対策推進本部において、令和 12（2030）

年度の温室効果ガスの削減目標を平成 25（2013）年度比 46％削減することとし、

さらに、50％の高みに向けて、挑戦を続けていく旨を公表しました。 

温対法等に基づき、令和 3（2021）年 10 月に策定された地球温暖化対策計画に

おいても、令和 32（2050）年カーボンニュートラルと整合的で野心的な目標とし

て、同様の目標を掲げています。 
※ 杉並区では、本計画の計画期間を、「杉並区総合計画」及び「杉並区環境基本計画」と終期を合

わせ、令和 12（2030）年度としています。また、本計画の令和 12（2030）年度目標設定（第 4章）

に当たっては、国の地球温暖化対策計画における目標設定を踏まえています。 

 

③ 気候変動適応法の制定及び気候変動適応計画 

平成 30（2018）年 6 月、気候変動適応の法的位置づけを明確化し、一層強力に

推進していくため、気候変動適応法が制定されました。環境省地球環境局によれ

ば、パリ協定においても適応は主要な項目の 1 つとして明確に位置付けられてい

ることから、気候変動適応法はパリ協定の趣旨に沿ったものと言えます（環境省

地球環境局「気候変動適応法（平成 30 年法律第 50 号）逐条解説」平成 30（2018）

年 11 月）。 

同年 11 月、国は気候変動適応法の規定に基づく気候変動適応計画を策定し、令

和 3（2021）年 10 月の変更を経て、現在に至っています。 

気候変動適応法第 12 条では、都道府県及び市町村の努力義務として、地域気候

変動適応計画を策定することが定められています。 
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④ 環境基本法に基づく環境基本計画 

環境基本法は、環境に関する全ての法律の最上位に位置する法律です。 

環境基本法第 15 条の規定により、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、政府は環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱等

を定める環境基本計画を策定することとしています。 

環境基本計画は約 6 年ごとに見直されており、令和 4（2022）年 12 月現在、平

成 30（2018）年 4 月に策定された第五次環境基本計画が最新の計画です。第五次

環境基本計画は「本計画はＳＤＧｓ、パリ協定採択後に初めて策定される環境基

本計画となることを認識し、これらの国際・国内情勢へ的確に対応した計画とす

べきである。」と自ら述べています。国のみならず各主体の進むべき方向の道しる

べになることを期待するとしており、杉並区においてもその内容を踏まえた取組

を行うことが望まれています。 

 

⑤ エネルギー政策基本法に基づくエネルギー基本計画 

エネルギー政策基本法は、地域及び地球の環境の保全に寄与するとともに我が

国及び世界の経済社会の持続的な発展に貢献することを目的とした法律です。 

本計画との関連では、地球温暖化の防止及び地域環境の保全が図られたエネル

ギーの需給を実現すること等を規定した第 3条が重要です。 

また、エネルギー政策基本法の第 12 条は、エネルギー基本計画の策定について

規定しており、平成 30（2018）年 7 月には、「パリ協定の発効を受けた 2050 年を

見据えた対応、より長期には化石資源枯渇に備えた超長期の対応や変化するエネ

ルギー情勢への対応など」を挙げて、第五次エネルギー基本計画が策定されまし

た。 

令和 3（2021）年 10 月には、ＩＰＣＣ第 6 次評価報告書や「カーボンニュート

ラル宣言」を踏まえた第六次エネルギー基本計画が策定されました。当該計画で

は、2050 年カーボンニュートラル及び 2030 年度の温室効果ガス排出削減目標の実

現を目指し、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底することとしています。 
※ 本計画においても、第 4 章で令和 12（2030）年の杉並区内の二酸化炭素排出量を推計するに当

たり、第六次エネルギー基本計画及びその関連資料である「2030 年度におけるエネルギー需給の

見通し」に基づき、「再生可能エネルギーの主力電源化」による効果（第 4章及び資料編では「電

力排出係数の低減」と呼んでいます。）を加味しました。 
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Ⅲ 東京都の動向 

① 地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定状況 

東京都においては、東京都環境基本条例第 9 条の規定に基づき、東京都環境基

本計画を策定しており、その一部を温対法の規定による地方公共団体実行計画（区

域施策）として位置づけています。現行の計画は令和 4（2022）年 9月に策定され

たもので、2030 年目標として、以下のような目標を定めています。 

○ 都内温室効果ガス排出量（平成 12（2000）年比） 50％削減（カーボンハーフ） 

○ 都内エネルギー消費量（平成 12（2000）年比） 50％削減 

○ 再生可能エネルギーによる電力利用割合 50％程度 

 

② 東京都気候変動適応計画 

東京都は、気候変動適応法第 12 条に基づく地域気候変動適応計画の策定に向け

た方針として、令和元（2019）年 12 月に東京都気候変動適応方針を策定しました。

同方針等に基づいて、令和 3（2021）年 3月に東京都気候変動適応計画を策定しま

した。同計画の中で、東京都は令和 32（2050）年の目指すべき姿として、「気候変

動の影響によるリスクを最小化」等を掲げ、①自然災害、②健康、③農林水産業、

④水資源・水環境、⑤自然環境の 5つの分野ごとに施策を示しています。 

また、区市町村の役割として「地域気候変動適応計画を策定し、地域の自然的

経済的社会的状況に応じて、関係部局の連携協力の下、関連する施策に積極的に

気候変動適応を組み込み、各分野における気候変動適応に関する施策を推進する

こと」としています。 

杉並区では、本計画の第 5 章の一部を地域気候変動適応計画に相当する部分と

位置づけ、気候変動の適応に資する施策を推進していきます。 
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Ⅳ 杉並区の動向 

杉並区においても、地球温暖化対策を講じるため、杉並区環境基本計画に基づ

き、取組を行ってきました。これまでの計画等における目標設定と、具体的な取

組・達成状況は以下のとおりです。 

 

① これまでの目標設定 

「杉並区環境基本計画 平成 30～33 年度（2018～2021 年度）」の基本目標 I－

(１)として、次の目標を設定しました。 

○ 杉並区全体のエネルギー消費量を平成 22（2010）年比で 12％削減します。 

○ 区内の電力消費量に対する再生可能エネルギー及び家庭用燃料電池による

発電量の割合を 2％まで増やします。 

○ 区内の年間二酸化炭素排出量を平成 17（2005）年比で 3.8％削減します。 

※ この目標は、地球温暖化対策実行計画の短期目標です。 

 

② 低炭素化推進機器等の普及促進 

エネルギーの使用効率を高めるとともに、温室効果ガスの排出量を減らすこと

で、持続可能な社会の実現に寄与することを目的に、再生可能エネルギー等の導

入助成及び断熱改修等省エネルギー対策助成の取組を行っています。 

平成 15（2003）年度に太陽光発電システム導入助成を開始し、平成 21（2009）

年度には太陽熱利用機器及び自然冷媒ヒートポンプ給湯器、平成 22（2010）年度

には家庭用燃料電池、平成 26（2014）年度には定置用リチウムイオン蓄電池、平

成 29（2017）年度には高日射反射率塗装（屋根）と窓（扉を含む。）断熱改修、令

和 2（2020）年度には雨水タンクを助成項目に追加しました。 

 

 

出典：杉並区環境部環境課 編「令和 3年度 杉並区環境白書: 資料編」令和 4（2022）年 9月 

※ 太陽熱利用機器について、表中では強制循環式ソーラーシステム及び自然循環式太陽

温水器の二つに分割して表記しています。 

※ 表中の「エコキュート」は自然冷媒式ヒートポンプ給湯器を、「エネファーム」は家庭

用燃料電池を示しています。 

◆低炭素化推進機器等導入助成実績（単位：件） 
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令和 3（2021）年度には太陽光発電システムおよび蓄電システムの同時設置によ

る助成加算を開始し、令和 4（2022）年度には高日射反射率塗装の助成範囲に外壁

を追加しました。 

また、助成の対象者についても、区民だけでなく、区内中小企業者や区内集合

住宅の管理組合等に拡大するなどの見直しを行っています。 

さらに、平成 28（2016）年度には、耐用年数経過後の再度の助成金交付申請を

可能とするなど、社会情勢や区民ニーズ等をもとに助成内容の見直しを図り、時

代に合った効果の高い助成制度を目指してきました。 
 

③ 電気自動車等の普及促進 

国の地球温暖化対策計画によれば、再生可能エネルギー電力と電気自動車（Ｅ

Ｖ）/プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＥＶ）/燃料電池自動車（ＦＣＶ）を

活用する「ゼロカーボン・ドライブ」の普及が、温室効果ガスの排出量削減に資

する方策の一つとなっています。 

杉並区においては、電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車の普及のた

めの基盤整備を促し、温室効果ガスの排出量を減らすことで、持続可能な社会の

実現に寄与することを目的に、平成 28（2016）年度に電気自動車用充電設備導入

助成を開始しました。 

（単位：件）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1 5 13 19 25

◆電気自動車用充電設備設置助成実績

 
出典：「令和元年度杉並区事務事業評価表」及び「令和 4年度杉並区

事務事業評価表」所載の数値に基づき作成 
 

近年、通常の充電設備だけでなく、定格出力が 10kW 以上のＶ２Ｈ（家庭から車

への充電や、車から家庭への給電を行う機器）についても、災害時等の活用が期

待されることから、周知の強化を図っています。 

令和 4（2022）年度には区内の集合住宅等の管理組合等を追加する等、助成の対

象者の見直しも行っています。 

そのほか、平成 28（2016）年度には充電インフラ整備により電気自動車の普及

を促すため、電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車に充電できる急速充

電設備を高井戸地域区民センター駐車場に導入し、一般供用を開始しました。 

 

④ 省エネ相談窓口の開設、啓発事業の実施 

家庭における省エネの適切なアドバイスを行うため、平成 20（2008）年度から

「省エネなんでも相談窓口」を開設しています。相談者の契約先である電力会社

及びガス会社の 1 年分の検針票等により、具体的なアドバイスができるよう努め

ています。 

また、区内小中学校の児童生徒を対象に、地球温暖化と太陽光発電の仕組みや、

ＳＤＧｓに関しての理解を深める環境学習等の啓発事業を行っています。 
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⑤ これまでの目標の達成状況 

以上のような取組を行った結果、各目標について、集計が完了している直近年

度の実績値及び達成率は次の表のとおりです。 
 

◆目標及び達成率 

  ※ 当該年度の統計データは集計の関係で 2年遅れとなる。 

  ※ TJ（テラジュール）はエネルギー量の単位。Tは 10 の 12 乗を意味する。 
  ※ t-CO₂（トンシーオーツー）は二酸化炭素の重量を示す単位。1,000t-CO₂は二酸化炭素

1,000t（トン）を意味する。 

  

数値目標等
基準値

（基準年度）
実績値

（直近年度）
目標値

（目標年度）
達成率

20,411 16,376 17,962

（平成22（2012）
年度）

（令和元（2019）
年度）

（令和3（2021）
年度）

0.2% 1.7% 2.00%

（平成22（2012）
年度）

（令和3（2021）
年度）

（令和3（2021）
年度）

1,693 1,461 1,629

（平成17（2005）
年度）

（令和元（2019）
年度）

（令和3（2021）
年度）

杉並区全体のエネルギー消費量を
平成22（2010）年度比で12%削減す
る（単位：TJ テラジュール※）。

109.68%

区内の年間二酸化炭素排出量を平
成17（2005）年度比で3.8%削減する
（単位：1000t-CO₂※）

111.53%

区内の電力消費量に対する再生可
能エネルギー及び家庭用燃料電池
による発電量の割合を2%まで増や
す。

85.00%

※

※
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3 章 杉並区の概況とエネルギー消費・温室効果ガス排出の状況 

 

（1）杉並区の概況・特性 

Ⅰ 位置・面積 

杉並区は東京 23 区の西端に位置し、都心（東京駅）からは約 9～17km、副都心

（都庁）からは約 2～10km の距離にあります。北は練馬区、東は中野区・渋谷区、

南は世田谷区、西は三鷹市・武蔵野市と隣接しています。東西約 7.5km・南北約 7.2km

で、面積は約 34.06 ㎢です。東京 23 区で 8番目に広い面積を有しています（出典：

杉並区都市整備部市街地整備課 編「すぎなみのまちの動き: 土地利用現況調査の

実績」平成 31（2019）年 3月）。 

 

 

 
出典：杉並区総務部広報課 編「杉並区勢概要」

令和 3年版（2021）. 令和 4（2022）年 6月 

  

◆杉並区の位置等 
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Ⅱ 自然 

緑被率の経年変化は、次の表のとおりです。緑被率が向上すると、二酸化炭素の

吸収やヒートアイランド現象の緩和等の効果があります。 

 

 

出典：杉並区「平成 29年度 杉並区みどりの実態調査 報告書」平成 30（2018）年 3月 

 

Ⅲ 人口・世帯 

令和 4（2022）年 1 月 1 日現在の杉並区の人口は 569,703 人であり、世帯数は

323,702 世帯です。人口、世帯数ともに増加傾向にあります。 

一方で、1世帯当たりの人員は減少傾向にあります。1人当たりの二酸化炭素排

出量は、世帯人員が少ないほど増加する傾向があるため（出典：環境省「家庭から

の二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査全国試験調査の結果（確報値）の概要」）、

一層の対策が必要となる可能性があります。 

 

 
出典：「杉並区統計書」（令和 3(2021)年版）を基に作成。ただし、令和 4（2022）年 1月 1日の

値は東京都総務局統計部人口統計課「住民基本台帳による世帯と人口」による。 
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◆緑被率の経年変化 

◆人口・世帯数、１世帯当たり人員（各年 1月 1日）の経年変化 
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令和 2（2020）年国勢調査によると、1日の流動人口は、流出が 182,319 人（う

ち通勤者 164,301 人、通学者 18,018 人）、流入が 89,278 人となっており、住宅地

としての地域的特性が表れています（出典：総務省統計局「令和２年国勢調査 従

業地・通学地による人口・就業状態等集計」）。 

 

Ⅳ 産業 

令和 3（2021）年までの杉並区域内の事業所数及び従業者数の経年変化は以下の

とおり、ほぼ横ばいとなっています。 

 

 
出典：「杉並区統計書」（令和 3(2021)年版）を基に作成。ただし、令和 3年は、総務省・経済産

業省「令和 3 年経済センサス‐活動調査 速報集計－事業所に関する集計」による速報値

を基に作成 
 

令和 3（2021）年 6月 1日現在の産業別構成は以下のとおりです。商業、サービ

ス業等の「第三次産業」（本計画の区分では主に「業務部門」に該当）の事業所が

多くなっています。 

 

 
出典：総務省・経済産業省「令和 3年経済センサス‐活動調査 速報集計－事業所に関する集計」

による速報値を基に作成 
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卸売業，小売業

20%

不動産業，物品賃貸業

15%

宿泊業，飲食サービ

ス業

13%

医療，福祉

12%

生活関連サービス

業，娯楽業

9%

学術研究，専門・技術

サービス業

7%

建設業

6%

サービス業（他に分類

されないもの）

5%

教育，学習支援業

5%

その他

8%

19,024事業所

◆事業所数及び従業者数の経年変化 

◆令和 3（2021）年の産業大分類別事業所数 
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Ⅴ 交通 

① 公共交通 

区内の鉄道は、ほぼ東西に走り、北から西武新宿線、ＪＲ中央線、東京メトロ丸

ノ内線、京王井の頭線、京王線の 5路線に 19 の駅があり、区民の大切な“足”と

なっています。 

鉄道の各駅間や駅と住宅地域などを結んでいる区内のバス路線は、都営バスと

民間バス（5 社）を合わせて 66 系統あり、その半数近くは荻窪駅を起点としてい

ます。 

 

② 道路 

区内を通る幹線道路としては、甲州街道（国道 20 号）、中央自動車道の国道 2路

線と、首都高速 4号線や青梅街道、五日市街道などの都道 16 路線があります。 

これらと区道（2,953 路線）を合わせた公道部分の道路率は 14.16％（令和 3年

4月 1日現在）で、東京都における区部の道路率 16.60％と比較しても、決して道

路事情に恵まれているとはいえない現状です（出典：杉並区総務部広報課 編「杉

並区勢概要」令和 3年版（2021）. 令和 4（2022）年 6月）。 

 

③ 自動車 

自動車保有台数の経年変化は以下のとおりです。近年、減少傾向が見られます。 

 

 
出典：「杉並区統計書 令和 3年（2021 年）版」を基に作成 

 

 

Ⅵ 土地利用の状況及び住宅の状況 

東京都が平成 28（2016）年度に区部を対象に実施した土地利用現況調査による

と、宅地に占める住宅用地の割合は、杉並区が最も高くなっています（東京都「東

京の土地利用 平成２８年東京都区部: 平成２８年度土地利用現況調査結果の概

要」（平成 30（2018）年 5月）。 
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台

自動車保有台数

◆自動車保有台数（各年 3月末日）の経年変化 
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東京都が実施した土地利用現況調査のデータ等を利用し、平成 29（2017）年度

に杉並区が行った独自の調査によると、杉並区内の土地利用の構成は以下のよう

になっています。 

 

 

出典：杉並区都市整備部市街地整備課 編「すぎなみのまちの動き: 

土地利用現況調査結果の分析」平成 31年 3月 

 

また、同調査によると、平成 29（2017）年度の杉並区内の住宅は、戸建住宅が全

体の 7 割以上を占めています。戸建住宅の方が集合住宅より二酸化炭素排出量が

多くなる傾向があるため（出典：環境省「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係

る実態調査全国試験調査の結果（確報値）の概要」）、一層の取組が必要となる可能

性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：杉並区都市整備部市街地整備課 編「すぎなみのまちの動き: 

土地利用現況調査結果の分析」平成 31年 3月 
※ マンションとは、集合住宅のうち、建物の構造が耐火・準耐火造の建物としていま

す。アパートとは、集合住宅のうち、防火造・木造の建物としています。 

◆住宅種類別棟数の状況 

◆土地利用の構成（平成 29（2017）年度） 
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Ⅶ 廃棄物の状況 

令和 3（2021）年度までのごみ排出量及びその内訳は次の表のとおりです。 

 

 
出典：杉並区環境部環境課 編「令和 4年度杉並区環境白書: 資料編」令和 4年 9月 

 

区民 1 人１日当たりのごみ排出量について、ここ数年緩やかな減少傾向でした

が、令和 2（2020）年度は新型コロナウイルス感染症の影響等から前年度比で 13ｇ

増加しました。 

 

 

 
出典：平成 22 年度から令和 2年度までは、「杉並区一般廃棄物処理基本計画 令和４～12

年度（2022～2030 年度）」。令和 3年度は杉並区環境部環境課 編「令和 4 年度杉並

区環境白書: 資料編」令和 4 年 9 月 

     ※ 1 人１日当たりのごみ排出量＝年間ごみ排出量（可燃ごみ・不燃ごみ・粗大ごみ）÷人口÷365 日 

  

548
541
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490

474 470 466 466

479
468

420

440

460
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500

520

540

560

g/日

◆区収集ごみ量年度別比較 

◆区民 1人１日当たりのごみ排出量の経年変化 
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（2）温室効果ガス排出・エネルギー消費の状況 

Ⅰ 温室効果ガス排出の状況 

温室効果ガス排出量の経年変化は以下のとおりです。平成 15（2003）年度をピ

ークに温室効果ガス排出量は減少傾向にあります。 

 

 
出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」

算定値を基に作成 

※ t-CO₂eq（トンシーオーツーイーキュー）は、各種の温室効果ガスの排出量に

地球温暖化係数を乗じて t-CO₂相当量に換算した値に付される単位のこと。 
 

温室効果ガスのうち、最も排出量が多いのは二酸化炭素で、全体の約 9割を占め

ています。 

 

 
出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」算定値を基に作成 
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※ 「その他のガス種」

一酸化二窒素、メタン、六ふっ

化硫黄、パーフルオロカーボン

類、三ふっ化窒素

※三ふっ化窒素については 2013 年度から算定している。 

◆温室効果ガス排出量の経年変化 

◆令和元（2019）年度の温室効果ガス排出のガス種内訳 
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二酸化炭素の排出量の内訳については、家庭部門の占める割合が高くなってい

ます。 

 

 
出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止

プロジェクト」算定値を基に作成 

 

二酸化炭素を除く温室効果ガス種の杉並区内の排出量の経年変化については以

下のとおりです。 

 

 

出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止

プロジェクト」算定値を基に作成 
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◆部門別の二酸化炭素の排出量の経年変化 

◆二酸化炭素を除く温室効果ガス種の排出量の経年変化 

※ 三ふっ化窒素については平成 25（2013）年度から算定している。 
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二酸化炭素を除く温室効果ガスのうち、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs。以

下、この章においてローマ字表記による略称を用いる。他の化学物質についても、

初出箇所を除き同じ。）の排出量は近年増加傾向にあります。これは、オゾン層を

破壊する「特定フロン」であるクロロフルオロカーボン類（CFCs）及びハイドロク

ロロフルオロカーボン類（HCFCs）から、オゾン層を破壊しない「代替フロン」で

ある HFCs に転換したためです（なお、特定フロンのうちでも、まず CFCs から比較

的オゾン層破壊効果が小さい HCFCs への代替が行われました。）。 

HFCs にはオゾン層破壊効果はないものの、温室効果が高い（二酸化炭素の数十

倍から一万倍超）ことから、更なる転換が求められています。 

 

 

 
出典：環境省フロン対策室, 経済産業省オゾン層保護等推進室「代替フロン

に関する状況と現行の取組について」2021 年 4 月 

 

なお、このイメージ図で、温室効果ガスである CO₂（二酸化炭素）がグリーン冷媒として例示さ

れているのは、CO₂の温室効果が HFCs の数十分の一から一万分の一未満であるためです。CO₂冷媒

に転換した場合、温室効果はゼロにはならないものの、大幅に低減することから、一つの選択肢

となっています。 

 

 
 

コラム フロン類の表記について 

「クロロフルオロカーボン類（CFCs）」には複数の物質が含まれ、本計画では、

語末に「類」や複数形を示す「ｓ」（参照：地球温暖化観測推進事務局「略語集: 

CFCs」地球温暖化観測推進事務局ウェブサイト）を付けた表記を採用しています。

資料によっては、単に「クロロフルオロカーボン」や「CFC」と表記することもあ

ります（HCFCs、HFCs 等も同様です。）。 

◆フロン類の転換のイメージ 
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コラム 「特定フロン」と「代替フロン」について 

本計画では、CFCs 及び HCFCs を「特定フロン」、HFCs を「代替フロン」と分類し

ました。この考え方は、環境省及び経済産業省による「フロン類のうち分子中に塩

素を含有する CFC、HCFC は特定フロン」、「分子中に塩素をもたない HFC は代替フロ

ン」とする考え方（出典①）と同一です。 

一方、より広い範囲の物質を「代替フロン」と捉える考え方もあります。例えば、

国立研究開発法人 国立環境研究所は「代替フロンとは、（中略）「特定フロン」（ク

ロロフルオロカーボン、CFC）を代替するために開発された物質のことで、水素原

子を含むハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）、ハイドロフルオロカーボン（H

FC）、パーフルオロカーボン（PFC）等がある。」としています（出典②）。 

特に、HCFCs については、「特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法

律」で特定物質として規制されている物質を含み、「特定フロン」とされることが

多い半面、当初は CFCs から比較的オゾン層破壊効果が小さい HCFCs への代替が行

われた経緯があり、「代替フロン」とされることもあるため、注意が必要です。 

 

◆フロン類の代替に関する年表（出典③） 

 
 
出典① 

環境省, 経済産業省「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排

出抑制法）第一種特定製品の管理者等に関する運用の手引き」第 2 版. 令和 2（2020）年 3

月 

出典② 

国立研究開発法人 国立環境研究所「環境技術解説: 代替フロン・ノンフロン」「環境展望

台」ウェブサイト 

出典③ 

環境省フロン対策室, 経済産業省オゾン層保護等推進室「代替フロンに関する状況と現行

の取組について」令和 3（2021）年 4月 
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Ⅱ エネルギー消費の状況 

令和元（2019）年度までの杉並区域内における廃棄物部門を除く各部門のエネル

ギー消費量の経年変化は、次の表のとおりです。二酸化炭素の排出量と同様、家庭

部門の占める割合が高くなっています。 
廃棄物部門に計上される二酸化炭素の排出量は、廃プラスチック等の燃焼に伴うものであり、「非

エネルギー起源」と見なされるため、エネルギー消費の算定からは廃棄物部門を除外します。 

なお、清掃工場における都市ガス消費量は、業務部門に計上されます。 

 

 

 
出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」

算定値（算定資料として東京都提供資料を含む。以下同じ。）を基に作成 

 

令和元（2019）年度の杉並区域内における廃棄物部門を除く各部門のエネルギー

消費量の内訳及び最も割合の高い家庭部門の内訳は以下のとおりです。家庭部門

のエネルギー消費では、購入電力と都市ガスの占める割合が高くなっています。 

 

 

 
出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」

算定値を基に作成 
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◆最終消費部門のエネルギー消費量の経年変化 

◆令和元（2019）年度のエネルギー消費の割合 
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4 章 将来推計及び削減目標 

本章では、始めに、現在までの推移等を踏まえたエネルギー消費量及び温室効果

ガス排出量について、部門等の区分ごとに計画期間の最終年度である令和 12（2030）

年度の将来推計を行います。 

次に、エネルギー消費量と温室効果ガス排出量のそれぞれについて、上位計画等

の目標を参照し、部門等の区分ごとの目標を設定します。 

さらに、国や東京都の目標・見通しと比較し、その妥当性を確認します。 

 

（1） 将来推計の考え方 

部門等の区分ごとの目標を設定するため、「現状すう勢ケース」（今後追加的な対

策をしないと仮定し、人口や経済活動量の変化に伴う影響のみを反映した想定を

いう。）での将来推計値を算出しました。 

なお、温室効果ガスのうち、二酸化炭素の排出に関しては、厳密な意味での現状

すう勢ケースではなく、区にとって外部要因としての性質が強い「電力排出係数の

低減」による効果を考慮して推計しました（電力排出係数については、次ページの

コラムで詳しく説明しています。）。具体的には、令和元（2019）年度の実績値

0.448kg-CO₂/kWh から、令和 12（2030）年度には 0.25kg-CO₂/kWh まで低減すると

想定しています。この想定は、令和 3（2021）年 10 月に閣議決定された国の地球

温暖化対策計画で参照されている「2030 年度におけるエネルギー需給の見通し」

の全電源平均の電力排出係数（見込み）に基づきます。 

将来推計の前提・手法について、詳しくは本計画の資料編に記載しています。 
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コラム 電力排出係数について 

電力排出係数とは、電力供給量当たりの二酸化炭素排出量を示す数値のことです。排

出される温室効果ガス種が二酸化炭素であることを強調する場合は、同じ数値のことを、

（電気の供給に伴う）CO₂排出係数、などと呼ぶこともあります。 

電力排出係数が変化する要因として、電源構成の変化があります。電源構成とは、一

定地域に電力を供給するための電源（発電設備）の組み合わせのことです（参考：国立

研究開発法人 日本原子力研究開発機構「原子力用語辞書: 電源構成」原子力百科事典

 ATOMICA ウェブサイト）。 

例えば、電源構成が変化し、再生可能エネルギー由来の発電が占める割合が高くなり、

化石燃料由来の発電が占める割合が低くなったと仮定します。この場合において、発電

電力量に変化がないときには、二酸化炭素排出量が減り、電力排出係数が低下すると考

えられます。したがって、年度ごとに電力排出係数を見ていくと、当該年度の再生可能

エネルギーの導入状況や火力発電所の稼働状況等に応じた増減があります。 

また、電力会社や電力メニューごとに電源構成が異なっているため、個別の電力排出

係数（メニュー別排出係数等といいます。）が参照できるようになっています。対して、

電力会社や電力メニューごとの差異を考えず、広く一定の地域に対する供給電力につい

て考える場合は、全電源（平均）の電力排出係数を用いることが一般的です。 

ここでは、東京都環境局から毎年発表されている、都内への電気の供給に伴う全電源

の電力排出係数の経年変化のグラフと、杉並区内の二酸化炭素排出量の経年変化のグラ

フを並べて図示します。グラフの形状が近似して変化していることから、杉並区内の二

酸化炭素排出量の変化は、都内への電気の供給に伴う全電源の電力排出係数の変化と相

関していると考えられます。 

 

 
 

出典：二酸化炭素排出量は、オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」算

定値を基に作成。電力排出係数は、平成 20 年度、平成 23 年度、平成 26 年度及び令和 3 年度の東京都

環境局作成資料（「東京都エネルギー環境計画書等の公表について」）を基に作成。 
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（2） 温室効果ガス排出量の目標値 

Ⅰ 将来推計結果及び目標設定 

杉並区内の温室効果ガス排出量の、現状すう勢ケースでの令和 12（2030）年度の

将来推計結果は下表のとおりです。 

温室効果ガス排出量については、本計画の上位計画である令和 4（2022）年３月

策定の「杉並区総合計画・杉並区実行計画」において、令和 12（2030）年度の目標

値を「848 千 t-CO₂eq」と定めています。また、同じく本計画の上位計画である令

和 4（2022）年５月策定の「杉並区環境基本計画」においては、同様の目標に加え、

二酸化炭素排出量を「827 千 t-CO₂」とする目標を定めています。 

本計画では、現状すう勢ケースでの将来推計結果の部門等の区分の構成比を維

持したまま、前述の「杉並区総合計画・杉並区実行計画」及び「杉並区環境基本計

画」の目標値を達成すると想定し、部門等の区分ごとの目標を下表のとおり設定し

ました。 

 

◆令和 12（2030）年度の温室効果ガス排出量の将来推計値及び目標値 

排出量 構成比 排出量 必要削減量

[千t-CO₂eq] [％] [千t-CO₂eq] [千t-CO₂eq]

1,075 100% 827 ▲248

農業 1 0% 0 ▲0

建設業 22 2% 17 ▲5

製造業 5 0% 4 ▲1

218 20% 168 ▲50

560 52% 431 ▲129

自動車 182 17% 140 ▲42

鉄道 19 2% 15 ▲4

68 6% 52 ▲16

170 100% 21 ▲149

2 1% 0 ▲2

6 4% 1 ▲6

161 95% 20 ▲141

0 0% 0 ▲0

1 0% 0 ▲0

0 0% 0 ▲0

1,245 848 ▲397合計

二酸化炭素

その他6ガス種

メタン

一酸化二窒素

ハイドロフルオロカーボン類

パーフルオロカーボン類

六ふっ化硫黄

三ふっ化窒素

業務部門

廃棄物部門

現状すう勢ケース 目標値

産業部門

運輸部門

ガス種・部門等の別

家庭部門

 

  



42 

 

Ⅱ 国の目標の基準年度との比較 

令和 3（2021）年 10 月に国が策定した地球温暖化対策計画では、目標設定の基

準年度を平成 25（2013）年度としています。これに即する観点から、平成 25（2013）

年度の杉並区における温室効果ガス排出量の実績値と、前掲の表の目標値との比

較を示すと、下表のとおりです。 

 

◆平成 25（2013）年度の実績値と令和 12（2030）年度の目標値の比較 

実績値
（平成25

（2013）年度）

目標値
（令和12

（2030）年度）

排出量 排出量
[千t-CO₂eq] [千t-CO₂eq] [％]

農業 1 0 ▲51%

建設業 35 17 ▲52%

製造業 8 4 ▲56%

418 168 ▲60%

907 431 ▲53%

自動車 290 140 ▲52%

鉄道 41 15 ▲64%

59 52 ▲11%

3 0 ▲88%

7 1 ▲89%

78 20 ▲74%

0 0 ▲91%

1 0 ▲90%

0 0 ▲83%

1,848 848 ▲54%

削減率

二酸化
炭素

産業部門

運輸部門

廃棄物部門

部門等ガス種

業務部門

家庭部門

合計

メタン

一酸化二窒素

ハイドロフルオロカーボン類

パーフルオロカーボン類

六ふっ化硫黄

三ふっ化窒素

 

※ 平成 25（2013）年度の実績値は、オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化

防止プロジェクト」算定値に基づく。ただし、農業起源の排出量は「農業・水産業」の算定

値を使用した。 

 

令和 3（2021）年 10 月に国が策定した地球温暖化対策計画においては「我が国

の中期目標として、2030 年度において、温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減

することを目指す。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく。」とされてい

ます。 

杉並区において、前掲の目標を達成した場合には、温室効果ガスは平成 25（2013）

年度から 54％削減されます。すなわち、区の目標は、国の中期目標と整合的であ

るだけでなく、その水準を上回る目標となっています。 
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Ⅲ 東京都の目標との比較 

杉並区の目標は、東京都の目標との整合を図る必要があります。東京都において

は、2030 年までに温室効果ガス排出量を 50％削減（平成 12（2000）年比）する、

カーボンハーフを表明しています。また、令和 4（2022）年 9月に策定された東京

都環境基本計画においても同様の目標を定めています。 

杉並区においては、先にも述べた通り令和 12（2030）年度の温室効果ガス排出

量の目標を「848 千 t-CO₂eq」としています。これは、平成 12（2000）年度の実績

「1,696 千 t-CO₂eq」（オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止

プロジェクト」算定値）の２分の１の水準であり、都の目標と整合しています。 
 

コラム カーボンバジェットについて 

ＩＰＣＣ第６次報告書 第 1 作業部会報告書によると、「地球温暖化を所与の確率で

所与の水準に抑えることにつながる、世界全体の正味の人為的累積 CO₂排出量の最大値」

を「カーボンバジェット」（「炭素予算」という意味です。）と呼びます（出典①）。工業

化以降、既に二酸化炭素が相当量排出されていることから、今後、許容される二酸化炭

素排出量のことを、特に「残余カーボンバジェット」と呼ぶこともあります。 
 

出典：Richard P. Allan ほか 執筆（文部科学省, 気象庁 翻訳）「ＩＰＣＣ第 6次評価報告書 第

1 作業部会報告書 気候変動 2021: 自然科学的根拠 政策決定者向け要約（ＳＰＭ）」暫定訳

（2022 年 5 月 12 日版）. 令和 4年 5月 
 

（3） エネルギー消費量の目標値 

Ⅰ 将来推計結果及び目標設定 

杉並区内のエネルギー消費量の、現状すう勢ケースでの令和 12（2030）年度の将

来推計結果は下表のとおりです。 

なお、エネルギー消費量については、本計画の上位計画である「杉並区環境基本

計画」において、令和 12（2030）年度の目標値を「11,604TJ」と定めています。本

計画では、現状すう勢ケースでの将来推計結果の部門等の区分の構成比を維持し

たまま同計画の目標を達成すると想定して、部門等の区分ごとの目標を下表のと

おり設定しました。 

◆令和 12（2030）年度のエネルギー消費量の部門別目標設定 

現状すう勢
ケース

構成比 目標値 必要削減量

[TJ] [％] [TJ] [TJ]

農業 9 0% 6 ▲3

建設業 319 2% 228 ▲92

製造業 73 0% 52 ▲21

3,500 22% 2,495 ▲1,005

9,405 58% 6,705 ▲2,700

自動車 2,695 17% 1,921 ▲774

鉄道 277 2% 197 ▲80

16,277 100% 11,604 ▲4,673

令和12（2030）年度

計

産業部門

運輸部門

部門等

業務部門

家庭部門
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Ⅱ 国の見通しとの比較 

以上の令和 12（2030）年度のエネルギー消費量の目標設定について、国の省エネ

の見通しとの整合等を確認します。 

国は、第六次エネルギー基本計画の関連資料（出典：資源エネルギー庁「2030 年

度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」令和 3（2021）年 10 月）におい

て、平成 25（2013）年度の最終エネルギー消費量 363 百万 kL に対し、令和 12（2030）

年度の最終エネルギー消費量（省エネ後）は 280 百万 kL という見通しを示してい

ます（いずれも原油換算された値のため kL 単位）。すなわち、令和 12（2030）年

度の見通しは、平成 25（2013）年度比で約 23％の削減になっています。 

一方、杉並区の平成 25（2013）年度のエネルギー消費量は、オール東京 62 市区

町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」算定値で、18,359TJ です。

したがって、先に設定した区の令和 12（2030）年度の目標値 11,604TJ について、

平成 25（2013）年度比では約 37％の削減となります。 

原油換算係数（令和 4年 12 月現在 0.0258kL／GJ）が一定と仮定すると、平成 25

（2013）年度比の令和 12（2030）年度の削減率について、国の見通しに基づく約

23％と、区の目標設定に基づく約 37％がそのまま比較できます。区の目標設定は、

国の見通しに整合しているだけでなく、その水準を上回っているといえます。 

 

Ⅲ 東京都の目標との比較 

続いて、東京都のエネルギー消費量の目標との整合を確認します。 

東京都は、令和 4（2022）年 9月に策定された東京都環境基本計画において、令

和 12（2030）年度のエネルギー消費量（産業・業務・家庭・運輸の各部門計）の目

標として、令和元（2019）年度比 24％削減を目安として示しています。 

一方、杉並区の令和元（2019）年度のエネルギー消費量（産業・業務・家庭・運

輸の各部門計）は、オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プ

ロジェクト」の算定値で 16,376TJ です。したがって、先に設定した令和 12（2030）

年度の区の目標値 11,604TJ は、令和元（2019）年度比だと約 29％の削減になりま

す。区の目標は、東京都の目標よりも削減率が大きい設定となっており、東京都の

目標と整合しているだけでなく、その水準を上回るものになっています。 

 

（4） 温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量の目標値（まとめ） 

以上で設定した温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量の目標値等について、

以下のとおり、まとめて再掲します。 
 

◆温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量の目標値（再掲） 

1,245 千t-CO₂eq 848 千t-CO₂eq ▲397 千t-CO₂eq

16,277 TJ 11,604 TJ ▲4,673 TJ

温室効果ガス排出量

エネルギー消費量

現状すう勢ケース 目標値

令和12（2030）年度

必要削減量
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5 章 地球温暖化対策のための取組（緩和策・適応策） 

 

（1）緩和策と適応策について 

今後、猛暑や豪雨、干ばつ等のリスクはさらに高まることが予想されており、気

候変動の進行をくい止めるため、温室効果ガスの排出量の削減に向けた取組（緩和

策）を行うことが求められています。 

これに加えて、気候変動の影響に備えるための取組（適応策）を行うことも必要

不可欠となっています。なお、パリ協定では、気温上昇を 2℃より十分下方に抑え

る（2℃目標）とともに 1.5℃に抑える努力を継続する（パリ協定第 2 条）という

緩和に関する温室効果ガス排出削減の長期目標を定めるほか、適応に関する世界

全体の目標として「気候変動への適応に関する能力の向上並びに気候変動に対す

る強靱（じん）性の強化及びぜい弱性の減少」を定めています（パリ協定第 7条）。 

 

 

 

 
 

出典：国立研究開発法人 国立環境研究所「気候変動と適応」

気候変動適応情報プラットフォームウェブサイト 

  

◆緩和策と適応策 
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気候変動の原因を断つという観点からは、「緩和策」によって温室効果ガス排出

を削減することが重要です。一方、気候変動による悪影響が既に起こりつつあるこ

とから、それを最小限に抑えるための取組として「適応策」が必要となっています。 

このように、地球温暖化対策では「緩和策」と「適応策」、双方の取組が重要と

なり、両者を組み合わせて、取組を推進することが重要です。 

また、場合によっては一つの取組が両方の方策の意義を持つこともあります。 

 

 

出典：内閣府ほか 企画・監修, パシフィックコンサルタンツ株式会社 編集

「温暖化から日本を守る: 適応への挑戦」平成 21（2009）年 8 月 

 

コラム 緩和策と適応策の対象等の違いについて 

緩和策は、基本的には「人の活動に伴って発生する温室効果ガスが大気中の温室

効果ガスの濃度を増加させること」（温対法第 2条第 1項）に対処する施策です。

一方、適応策は、人為的な要因と自然の要因を含んだ気候変動（気候変動適応法第

1 条では「地球温暖化（中略）その他の気候変動」となっています。）に対処する

施策であり、対象がより広くなっています。 

また、適応策は気候変動による悪影響の防止・軽減だけでなく、好影響の増進

（例：栽培に適した南国果実の生産等）も含む概念です。 

参考：環境省地球環境局「気候変動適応法（平成 30 年法律第 50 号）逐条解説」平

成 30（2018）年 11 月 

◆緩和と適応が融合した社会のイメージ 
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（2）施策の体系 
 
  本計画における令和 12（2030）年度の目標を達成するための施策の体系は以下の

とおりです。 

今後の社会環境の更なる変化を見据え、新たな技術の導入や日々のライフスタイ

ルの見直し等、地球環境への負荷を低減するため、区民・事業者・区が一体となり

施策に取り組むことが重要です。 

  

  

策 削減の方向性

太陽光発電システム等の再生可能エネルギー導入拡大
再生可能エネルギーの利用促進

断熱改修等省エネルギー設備の導入推進
新築・改築時のＺＥＨ／ＺＥＢ化の検討

環境配慮行動の促進
すぎなみエコチャレンジ事業

次世代自動車の普及の推進
エコドライブの促進

環境負荷の小さい交通体系の構築
新たなモビリティサービスの検討
街路灯の整備

区内緑化の推進
交流自治体等との連携によるカーボンオフセット事業の促進

樹木、樹林地の保全
農地の保全と活用

生ごみの減量
食品ロスの削減
ワンウェイプラスチックの削減

プラスチック資源化の促進
「ボトル to ボトル」リサイクルの促進
廃食用油の拠点回収の拡充

学校等における環境教育・学習の促進
交流自治体との連携による体験型森林環境学習

再生可能エネルギー及び省エネルギーの普及促進
地域における環境教育の促進
協働の促進

Ⅵ　（仮称）気候区民会議に
　　　関連した取組

適応策 （杉並区気候変動適応計画）

取組概要

Ⅰ－ⅰ　再生可能エネルギーの利用推進

Ⅰ－ⅱ　省エネルギー対策の推進

Ⅰ－ⅲ　環境配慮行動の促進

Ⅰ　区民・事業者・区による
　　 エネルギー利用の最適化

Ⅱ－ⅰ　環境負荷軽減に配慮した自動車等の利用

Ⅱ－ⅱ　交通環境の整備Ⅱ　交通対策の推進

緩和策

Ⅲ－ⅰ　緑化の推進

Ⅲ　緑化と緑の保全の推進
Ⅲ－ⅱ　緑の保全の推進

Ⅳ－ⅰ　ごみの減量

Ⅳ－ⅱ　リサイクルの促進
Ⅳ　循環型社会形成の推進

Ⅴ－ⅰ　環境教育・学習の促進

Ⅴ－ⅱ　協働による環境活動の促進
Ⅴ　環境教育・学習、
     環境活動の促進

（仮称）気候区民会議の実施に向けた調査研究

Ⅰ　雨水浸透・貯留施設の設置推進等による水害対策

Ⅱ　「みどりのベルト」づくり等によるヒートアイランド現象対策

Ⅲ　熱中症対策

Ⅳ　蚊等の生物が媒介する感染症予防
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（3）緩和策 

Ⅰ 区民・事業者・区によるエネルギー利用の最適化 

Ⅰ－ⅰ 再生可能エネルギーの利用推進 

太陽光発電システム等の再生可能エネルギー導入拡大 

○ 区は、区民・事業者に向けて、太陽光発電システム、蓄電池等の導入にか

かる費用の一部を助成し、再生可能エネルギーの導入拡大を推進します。 

  

都にも「災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業」や「東京ゼロエミ

住宅導入促進事業」等の補助・助成があります（令和 4（2022）年度現在）。 

 ○ 区は、太陽光発電システムの導入時に障壁となる初期投資や維持管理が不

要となるＰＰＡモデル等の活用や普及に向けた取組について検討します。 

 ○ 区は、既存の広場、駐車場・歩道等に設置できる、太陽光発電舗装システ

ムの試験導入を検討します。 

 

再生可能エネルギーの利用促進 

 ○ 区は、区民・事業者に向けて、再生可能エネルギー由来の電力利用を促進

します。なお、区立施設において、可能な限り再生可能エネルギーへの転換

を図ります。 

 ○ 区は、太陽光発電以外の再生可能エネルギー（風力、地熱及びバイオマス

等）の活用についても研究していきます。 

 

コラム 路面太陽光発電 

道路等の路面に発電設備を設置する路面太陽光発電（舗装型太陽光パネルやソ

ーラーロードと呼ばれることもあります。）について、国や自治体による検討や

実証実験が開始しています。 

なお、これにより発電した電力は、バッテリーに蓄電できるため、災害時に非

常用電源として使用するほか、電動サイクルなどのスローモビリティ機器への充

電施設としての活用も考えられるなど、多様な用途が期待できます。  

 

  

助成対象機器 上限額

太陽光発電システム
※蓄電池同時設置2万円加算

定置用リチウムイオン蓄電池 ８万円

強制循環式ソーラーシステム ６万円

自然循環式太陽熱温水器 ２万円

12万円

【区の助成金】　　　令和4（2022）年度現在
区役所屋上の太陽光発電システム
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関連用語 

オンサイト PPA モデル  ※PPA：Power Purchase Agreement（電力購入契約）の略 

 発電事業者が、需要家の敷地内に太陽光発電設備を発電事業者の費用により

設置し、発電設備から発電された電気を需要家に供給する仕組みです。 

「第三者所有モデル」とも言われます。 
 

 

 

地熱（地中熱）発電 

 地中 2,000m～3,000m という奥深くで、高温(200℃～300℃)の水蒸気を利用

し、蒸気でタービンを回して行う発電技術のことです。 

バイオマス発電 

 動植物などから生まれた生物資源を、「直接燃焼」や「ガス化」するなどして

発電することです。 

技術開発が進んだ現在では、様々な生物資源が有効活用されています。 

 

コラム 東京二十三区清掃一部事務組合杉並清掃工場における廃棄物発電 

東京二十三区清掃一部事務組合が管理、運

営する杉並清掃工場では、収集した可燃ごみ

の焼却により発生する熱エネルギーを用い

て、高効率発電設備を稼働します。発電した

電力は、清掃工場で利用し、余剰分について

は売却しています。 

また、発生した熱エネルギーを、隣接して

いる高井戸地域区民センター、温水プール等

の熱源として利用しています。 

 

 

  

杉並清掃工場 

出典:東京二十三区清掃一部事務組合 

出典：環境省「初期投資 0での自家消費型太陽光発電設備の導入について」 
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Ⅰ－ⅱ 省エネルギー対策の推進 

断熱改修等省エネルギー設備の導入推進 

○ 区は、区民・事業者に向けて、窓（扉を含む。）断熱改修や高日射反射率塗

装、省エネルギー型の給湯器等の導入にかかる費用の一部を助成し、省エネ

ルギー対策を推進します。 

 

都による「東京ゼロエミポイント」等の補助・助成もあります。（令和 4（2022）年度現在） 

○ 区は、区内在住の方及び区内団体向けに、個別の家庭電器の電気使用量の

測定や、測定した電気使用量を金額・二酸化炭素排出量に換算できる「省エ

ネナビ・ワットアワーメーター」を貸出しています。 

 

新築・改築時のＺＥＨ／ＺＥＢ化の検討 

○ 区は、区立施設の新築・改築時には、ＺＥＨ／ＺＥＢなど、ネット・ゼ

ロ・エネルギー建築物の選択を検討するとともに、住宅、事業所におけるＺ

ＥＨ／ＺＥＢ化を促進します。 

なお、国においては「戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥ

Ｈ）化等支援事業」、「新築建築物のＺＥＢ化支援事業」や「既存建築物のＺＥ

Ｂ化支援事業」による助成・補助があります（令和 4（2022）年度現在）。 

○ 区は、「低炭素建築物」や「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律（建築物省エネ法）」の認定、「杉並区建築物の建築に係る住環境への配慮

等に関する指導要綱」等を通じて、建築物の再エネ・省エネ化を促進しま

す。 

 

 

  

【区の助成金】 令和4（2022）年度現在

助成対象機器 上限額 助成対象機器 上限額

高日射反射率塗装 15万円 エネファーム ５万円(定額)

窓断熱改修 15万円 エコキュート ５万円(定額)

※既存建物のみ LED照明機器 30万円
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関連用語 

ＺＥＨ（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス） 

 外皮の断熱性能の大幅な向上と、高効率な設備・システムの導入により、室内

環境の質を維持しつつ大幅な省エネを実現（省エネ基準比 20％以上）。その上

で、再エネを導入して、年間の一次エネルギーの収支をゼロとすることを目指

した住宅のこと。 

 

 

 

 

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト 

出典：資源エネルギー庁「日本のエネルギー: エネルギーの今

を知る 10 の質問」2021 年度版. 令和 4（2022）年 2 月 
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Ⅰ－ⅲ 環境配慮行動の促進 

環境配慮行動の促進 

○ 区は、家庭・事業所でのエネルギー消費の削減に向けた行動例を区民・事業

者に示すことで、環境配慮行動の促進を図ります。 

 

すぎなみエコチャレンジ事業 

○ 区は、家庭や事業所における電気及びガスの使用量について、前年度と比較

して区で定めた基準以上の削減を行った場合に、区内共通商品券を支給する 

「すぎなみエコチャレンジ事業」を実施します。 

    

 

 

   

令和 4（2022）年度現在 
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Ⅱ 交通対策の推進 

Ⅱ－ⅰ 環境負荷軽減に配慮した自動車等の利用 

次世代自動車の普及の推進 

○ 区は、区民・事業者に向けて、電気自動車用充電設備導入費用の一部を助

成し、電気自動車（ＥＶ）の普及を図るとともに、温室効果ガス削減に寄与

するプラグインハイブリッド自動車等の普及促進を行います。 

 

都においては、「充電設備導入促進拡大事業」や「戸建住宅向け充電設備導入促進事業」等

の充電設備を対象とした補助・助成を行っています。そのほか、「燃料電池自動車等の導入促

進事業・電気自動車等の普及促進事業」等の車両に対する補助・助成も行っています（いずれ

も令和 4（2022）年度現在）。 

○ 区は、庁有車の新規導入・更新時に電気自動車（ＥＶ）などへ順次切り替

えを進めます。 

 

エコドライブの促進 

○ 区は、急加速や急減速、空ぶかし、長すぎるア

イドリング（自動車が走っていない時にエンジン

をかけっぱなしにする）を行わないなど、区民・

事業者への周知を含め、環境に配慮したエコドラ

イブの促進を図ります。 

 

 

関連用語 

ＺＥＶ（ゼロエミッション・ビークル） 

  走行時に二酸化炭素等の排出ガスを出さない、電気自動車（ＥＶ）、燃料電池

自動車（ＦＣＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）のこと。 

次世代自動車 

  大気汚染物質の排出が少ない、または全く排出しないなど環境負荷の小さい、

電動車（ＺＥＶ、ハイブリッド自動車（ＨＶ））、天然ガス自動車、水素自動車等

のこと。 

 

助成対象機器 上限額

急速充電設備 50万円

普通充電設備 10万円

【区の助成金】
　　　　令和4（2022）年度現在

急速充電設備 普通充電設備
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コラム Ｖ２Ｈ（ビークル・トゥ・ホーム） 

電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）に搭載され

た電池に充電された電気を、住宅で利用するためのシステムをいいます。 

また、災害時の非常用電源としての活用も期待されています。 

 

 

  

出典：クール・ネット東京ウェブサイト 
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Ⅱ－ⅱ 交通環境の整備 

環境負荷の小さい交通体系の構築 

○ 区は、区のコミュニティバス（すぎ丸）における電気バス（ＥＶ）の導入

を検討します。 

○ 区は、モビリティマネジネント（ＭＭ）を実施し、区民や事業者が環境に

優しい移動手段を選択することを促進します。 

  

新たなモビリティサービスの検討 

〇 区は、シェアサイクルやグリーンスローモビリティ等の環境負荷が少ない

移動手段の選択肢を拡充します。 

〇 公共交通の利用促進等を目的に、区民の移動利便性や満足度を高めるＭａ

ａＳ（マース）の活用を検討します。 

街路灯の整備 

○ 区は、交通の安全及び生活環境の整備を図るとともに、防犯対策を促進す

るための街路灯を整備しています。整備する街路灯には、環境に配慮した長

寿命で高効率なＬＥＤ照明を用います。 

 

関連用語 

ＭａａＳ（マース） 

  ＩＣＴの活用によるマイカー以外の移動をスムーズにつなぐ新たな「移動」

の概念又はさまざまな移動サービスを 1 つに統合させた新たなモビリティサー

ビスのこと。 

モビリティ・マネジメント（ＭＭ） 

 「環境や健康などに配慮した交通行動を呼びかけていくコミュニケーション

施策」を中心として、一人ひとりの住民等に働きかけ、自発的な行動の転換を

促していき、「過度に自動車に頼る状態」から、「公共交通や徒歩などを含めた

多様な交通手段を適度に（＝かしこく）利用する状態」へと少しずつ変えてい

く一連の取組のこと。 

グリーンスローモビリティ 

 時速 20 ㎞未満で公道を走ることができる電動車を活用した移動サービスで、

その車両も含めた総称のこと。環境に優しい移動サービスとして全国各地で活

用され、そのゆっくりと開放的な特性から乗客同士のコミュニケーションを生

む効果も期待されている。 

 

【5 つの特徴】 出典：国土交通省「グリーンスローモビリティとは」 

①Green･･･CO₂排出量が少ない電気自動車 

②Slow･･･ゆっくりなので、観光にぴったり 

③Safety･･･速度制限で安全。高齢者も運転可 

④Small･･･小型なので狭い道でも問題なし 

⑤Open･･･窓がない開放感が乗って楽しい 
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Ⅲ 緑化と緑の保全の推進 

Ⅲ－ⅰ 緑化の推進 

区内緑化の推進 

○ 区は、壁面・屋上、接道部の緑化助成や緑化相談などを実施して、緑化を

推進します。 

○ 区は、ヒートアイランド現象の緩和に資する、みどりのベルトづくりの取

組を進めます。 

○ 区は、区立施設の緑化により、みどりがネットワーク化されたまちなみづ

くりを促進します。 

○ 区は、生物多様性の維持・確保や防災機能の向上も見据え、グリーンイン

フラの取組を進めます。 

○ 区は、東京都等と連携しながら、歩道や河川の緑化を促進します。 

  

交流自治体等との連携によるカーボンオフセット事業の促進 

○ 区は、森林を有する交流自治体等との連携により、森林環境譲与税を活用

した森林整備等を行い、杉並区から排出される二酸化炭素を相殺するカーボ

ンオフセット事業に取り組みます。 

 

 関連用語 

みどりのベルトづくり 

 区民・事業者がつくる身近なみどりを連続させ、ベルトのようにつなげてい

く取組のこと。 

グリーンインフラ 

 

社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有す

る多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める

取組のこと。 

森林環境譲与税 

 国が徴収した特定の税目の税収を一定の基準により地方自治体に譲与する地

方譲与税の一種。区市町村による森林整備の財源として、令和元(2019)年度か

ら譲与されている。 
 

コラム 間伐と二酸化炭素吸収量の関係 
 

森林を構成している一本一本の樹木は、光合成により大気中の二酸化炭素を吸

収するとともに、酸素を発生させながら炭素を蓄え、成長します（出典①）。 

独立行政法人森林総合研究所で行われた研究によると、過去に間伐された森林

とまったく間伐しなかった森林を同じ林齢で比較した場合、間伐した森林では、

林内に残ってさらに成長を続けた樹木と間伐された樹木を合わせた森林バイオマ

ス（幹、枝葉、根の合計重量）が、間伐しなかった森林の樹木の森林バイオマスよ

り多い傾向があったとの報告があります。このことから、最終的な吸収量は間伐

をして間伐材を生産・利用した方がより大きくなると考えられます（出典②）。 
 

出典①：林野庁ウェブサイト「森林は二酸化炭素を吸収し、地球温暖化の防止に貢献しています」 
出典②：林野庁「よくある質問: 間伐をすると吸収量が増加するのですか」林野庁ウェブサイト 
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Ⅲ－ⅱ 緑の保全の推進 

樹木、樹林地の保全 

○ 区は、区民・事業者に向けて、区内に残された緑地、樹木、樹林地の維持

管理にかかる経費の一部を助成し、保全を図ります。 

○ 区は、景観に優れた貴重な一定規模以上の緑地については、区民共有の財

産として、都市緑地法に基づく特別緑地保全地区の指定を検討します。 

○ 区は、減少しつつある樹林地を借り受け、その場所を公開しながら保全し

ます。契約期間中は区が所有者に代わり管理します。 
 

農地の保全と活用 

○ 区は、農地の生産緑地地区指定を進めるとともに、都市農地貸借法など新

たな農地制度等を活用して生産緑地を保全します。また、生産緑地の買取り

の申出については、可能な限り公園・緑地等への転用を検討していきます。 

○ 区は、意欲的に農業経営に取り組む農業者への活動助成や区内産農産物の

地産地消の推進、防災機能を発揮する防災兼用農業用井戸の整備などによ

り、農業従事者を支援します。 

 

コラム 区内産農産物の地産地消について 

区内産農産物を地産地消すると、区外産の農産物を輸送して消費する場合に比べ、輸

送時の温室効果ガス排出量が削減されると見込まれます。 

輸送に伴う温室効果ガス排出量は、通常「運輸部門」に計上されます。一方、一つの

商品に関わる温室効果ガス排出について、生産・流通・消費（・廃棄）まで一括して把

握することも有用です。これを「カーボンフットプリント」と呼び、概念図は次のとお

りです。 

 
東京都区部の家計消費において、「地元で採れた野菜や果物を食べる」ことにより 1年

当たり 10kg-CO₂eq/人のカーボンフットプリントの最大削減効果がある、とする試算が

あります（出典②）。 
 

出典①：国土交通省 編「令和４年版国土交通白書」 

出典②：小出瑠ほか「国内 52 都市における脱炭素型ライフスタイルの選択肢: カーボンフットプリントと削

減効果データブック」令和 3（2021）年（入手先：国立研究開発法人 国立環境研究所ウェブサイト） 

◆カーボンフットプリントの概念図（出典①） 
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Ⅳ 循環型社会形成の推進 

Ⅳ－ⅰ ごみの減量 

生ごみの減量 

○ 区は、可燃ごみの約 34％を占める生ごみについて、食材の使い切りや有効

利用等による生ごみの発生抑制や、水切りの定着に向けた普及啓発を行いま

す。 

○ 区は、生ごみ処理機の購入費助成（令和 4（2022）年度現在：本体購入価

格の 2分の 1（限度額 2万円））を実施し、更なる減量を推進します。 

 

食品ロスの削減 

○ 区は、家庭で使い切れない未利用食品を常設窓口（令和 4（2022）年度現在：

12 か所）で回収し、区内の子ども食堂や社会福祉協議会などに提供するフー

ドドライブを実施していきます。常設窓口と併せて、地域での自発的な社会貢

献活動となるよう関係所管と連携した事業の拡充を図るほか、普及啓発や活

動の支援にも取り組みます。 

なお、東京都区部の家計消費において、食品ロスをゼロにした場合のカーボンフットプリ

ントの最大削減効果は１年当たり 70kg-CO₂eq/人との試算があります。 
（出典：小出瑠ほか「国内 52 都市における脱炭素型ライフスタイルの選択肢: カーボンフットプリントと削減効果データブッ

ク」令和 3（2021）年（入手先：国立研究開発法人 国立環境研究所ウェブサイト）） 

○ 事業者（飲食店及び食料品店等）は、食品ロス削減に積極的に取り組む「食

べのこし０（ゼロ）応援店」への登録や、売れ残り間際の食品を安価で消費者

に提供するフードシェアリングサービスの導入を検討します。区は、取組の拡

大に向けた啓発・周知活動を行います。 

○ 区は、作成した紙芝居・絵本（「むぎーちゃんともったいないのたび」）等の

啓発物を活用し、保育園・学校での環境学習を行います。 
 

 

                      
 

ワンウェイプラスチックの削減 

○ 区は、イベントや講座・講演等を通じて、レジ袋を含むワンウェイプラス

チック削減の普及啓発を促進します。 

○ 区は、本庁舎等にボトル対応型給水機を設置するなど、ワンウェイプラス

チックの削減等への取組を行います。 

 

  

◆「食べのこし０（ゼロ）応援店」のポスター ◆絵本「むぎーちゃんともったいないのたび」 



62 

 

コラム 食品ロスとバーチャルウォーターについて 

日本の「食料自給率は、諸外国と比較すると、カロリーベース、生産額ベース

ともに低い水準にあります」（出典①）。国外から輸入する食品が多いということ

は、長距離輸送によって温室効果ガス排出量も多くなっていると考えられます。

輸入によって調達した食品が、まだ食べられるのに大量に廃棄されています。 

また、食品ロスが発生するほどの量の食品を国外から輸入することは、温室効

果ガス排出の問題に加えて、日本による過大な需要のために食品の輸出国（生産

国）における資源を浪費しているという問題も生じさせます。水資源もそのよう

な資源の一つです。なぜなら、食品の生産に当たっては多くの水資源が必要であ

り、食品の輸出入に伴い、水資源の消費による便益も移転していると考えられる

からです。この移転の度合いを測る指標の一つに「バーチャルウォーター」があ

ります。「バーチャルウォーターとは、食料を輸入している国(消費国)におい

て、もしその輸入食料を生産するとしたら、どの程度の水が必要かを推定したも

の」です（出典②）。 

食品ロスの削減や、地産地消の推進により、輸入する食品の量が減少すれば、

温室効果ガスの排出量削減に加えて、バーチャルウォーターの浪費を防ぐことに

もつながります。 

 

出典①：大臣官房政策課食料安全保障室「世界の食料自給率」農林水産省ウェブサイト 

出典②：環境省「virtual water: 世界の水が私たちの生活を支えています」環境省ウェブ

サイト 

 

コラム 生物多様性と気候変動について 

気候変動による生物多様性への影響としては、2050 年までに 2℃を超える気温

上昇を仮定した場合、全球で 3割以上の種が絶滅する危険があると予想されてい

ます（出典①）。 

そのため、気候変動対策と同時に、生物多様性保全に取り組む必要がありま

す。 

 

出典①：環境省「気候変動影響評価報告書 詳細」令和 2（2020）年 12 月 
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Ⅳ－ⅱ リサイクルの促進 

プラスチック資源化の促進 

○ 区は、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下「プラス

チック資源循環促進法」という。）を踏まえた国や都等の動向を注視し、製

品プラスチックを含むプラスチックの分別回収・資源化について、令和 6

（2024）年度からの一部地域での試行実施に向けて調査・検討を行います。 
 

「ボトル to ボトル」リサイクルの促進 

○ 区は、更なる資源化の促進に向け、回収した使用済みペットボトルを原料

化（リサイクル）し、新たなペットボトルに再生する「ボトル to ボトル」

リサイクルの取組を促進します。 
 

廃食用油の拠点回収の拡充 

○ 区は、廃食用油の拠点回収を実施し、回収した廃食用油を原料とした飼

料、肥料、せっけんへの活用を促進していきます。 

○ 廃食用油の拠点回収等により、資源循環や排水溝への廃棄が無くなること

を通じた水質汚濁防止を促進します。 

 

コラム ごみ・資源の排出抑制等による二酸化炭素排出量削減効果について 

廃プラスチックは、ほとんどが石油起源のため、単純焼却やサーマルリサイクル（廃

棄物焼却時の熱エネルギー回収）に伴い、二酸化炭素が発生します。これは「プラスチ

ック内に固定されていた石油由来の炭素が、燃焼によって CO2 となり大気中へ排出され

る」ためと捉えられます（出典①）。したがって廃プラスチックの排出抑制やサーマル

リサイクルでないリサイクル（「ボトル to ボトル」リサイクルも一例）の推進によ

り、二酸化炭素排出量削減が期待できます。 

生ごみについては、焼却した場合も温対法上の報告対象等にはなっていません。これ

は「食物くず（生ごみ）や紙くず等のバイオマス起源の廃棄物の焼却に伴う二酸化炭素

の排出は、植物により大気中から吸収され除去された二酸化炭素が再び大気中に排出さ

れるものであるため」です（出典②）。しかし、「生ごみの約８割が水分とも言われて」

おり、「焼却する廃棄物の中に水分が多く含まれていれば、水分の蒸発に熱が使われ、

それだけ廃棄物の燃焼効率が低下」します（出典③）。このため、生ごみの排出抑制や

水切りにより、燃焼効率が上昇することを通じて、二酸化炭素排出量削減が期待できま

す。 

なお、排出抑制により清掃工場までの廃棄物の輸送量が減ることで、二酸化炭素排出

量が減少する効果も考えられます。 
 

出典①：「カーボンニュートラルで環境にやさしいプラスチックを目指して（前編）」資源エネルギー庁ウェ

ブサイト、令和 4（2022）年 1月 

出典②：環境省温室効果ガス排出量算定方法検討会「温室効果ガス排出量算定に関する検討結果 第４部 廃

棄物分科会報告書」平成 18（2006）年 8月 

出典③：「食品ロスの削減及び食品リサイクルをめぐる状況」（食料・農業・農村政策審議会食料産業部会 

第 17 回食品リサイクル小委員会 中央環境審議会循環型社会部会 第 15 回食品リサイクル専門委

員会 第 15 回合同会合 参考資料） 
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Ⅴ 環境教育・学習、環境活動の促進 

Ⅴ－ⅰ 環境教育・学習の促進 

学校等における環境教育・学習の促進 

○ 区は、学校において、自然保護の重要性や環境負荷の少ない生活を目指す

ことの大切さを学習するため、ごみ・資源、自然・生命、エネルギー・地球温

暖化などについて環境教育・学習に取り組みます。 

○ 区は、区内学校等が実施する環境学習に関し、環境分野に精通するコーデ

ィネーターやサポーターが有する豊富なノウハウを生かした学校支援を行

い、各校の特色ある環境への取組を支援します。 

○ 区は、環境問題への理解を深めて、自らの問題としてとらえ、問題解決に向

けた実践行動を行うことを目的とした「小中学生環境サミット」を開催しま

す。 

○ 区は、小学校や保育園のほか、区民が集う場所へ職員が出向き、中身が見え

る清掃車（カットカー）による収集体験など、分かりやすく学ぶことができる

清掃事業の環境学習を実施します。 

 

 
出典：「杉並区環境基本計画 令和４～12 年度（2022～2030 年度）」令和 4（2022）年 9 月 

 

○ 区は、自然や農業の大切さの理解を深めるため、自然体験活動や農業体験

学習を実施します。 

 

交流自治体との連携による体験型森林環境学習 

○ 区は、森林を有する交流自治体等との連携により、森林を活用した、区民参

加による体験型森林環境学習の実施に向けた取組を進めます。 

 

コラム 地産地消と食育について 

「食育の推進」の一環として、学校において、地元野菜を学校給食で使用する

「地元野菜デー」や、国内産の食材のみで和食の献立を実施する「国内産食材の

日」を設定する等の取組をしています（出典①）。このような地産地消の取組

は、食育の推進の効果も期待できます。 

 

出典①：杉並区教育委員会「杉並区の教育」令和 4年度版. 令和 4（2022）年 8月 

  

◆中身が見える清掃車（ごみぱっくん号）の演示の様子 
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Ⅴ－ⅱ 協働による環境活動の促進 

再生可能エネルギー及び省エネルギーの普及促進 

○ 専門性を持ったＮＰＯ法人やエネルギー事業者と区が協働で、太陽光発電

設備設置者との情報交換会、省エネ相談会、講演会等の啓発事業を実施し、

再生可能エネルギー及び省エネルギーの普及促進を図ります。 

 

地域における環境教育の促進 

○ 区と豊富なノウハウを持つＮＰＯ法人が協働し、環境講座や講習会やイベ

ントの開催、学校の環境学習支援等を行い、区民の環境に関する様々な知識

を学ぶ機会を提供します。 

 

協働の促進 

○ 区は、環境負荷の少ない自転車の利用を促進するだけでなく、杉並区自転

車放置防止協力員によるボランティア活動等と連動し、自転車の放置防止や

自転車駐車場の利用を広く呼びかけます。 

○ 区は、緑化活動や緑の維持活動に継続して取り組む、みどりのボランティ

ア活動の輪を広げるため、登録者の募集や活動内容の紹介を記事にした情報

紙の発行などを行います。 

○ 区は、町会・自治会等が自主的に行う活動である集団回収の取組を後押し

します。集団回収を実施することで、区民のリサイクルに対する意識の向上

や、良質な資源の回収につながります。 
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Ⅵ （仮称）気候区民会議に関連した取組 

（仮称）気候区民会議の実施に向けた調査研究 

○ 区民が、地球温暖化・気候変動対策について学習・議論を行い、その議論

の結果を政策提言として区政運営に生かす仕組みである（仮称）気候区民会

議の開催に向けて、取り組みます。 

 

コラム （仮称）気候区民会議について 

気候市民会議とは「温室効果ガス排出実質ゼロの脱炭素社会をどのように実現

すべきかについて、くじ引きなどで選ばれた一般の市民が情報提供を受けながら

議論し、その結果を国や地方公共団体の政策に生かしていくために実施される会

議」のことです（出典①）。 

気候市民会議は、フランスや英国などヨーロッパの国々で、令和元（2019）年

頃から開かれるようになってきています（出典②）。 

日本国内においても、札幌市（令和 2（2020）年）、川崎市（令和 3（2021）

年）、武蔵野市（令和 4（2022）年）などで気候市民会議が開かれています。会議

は、無作為抽出の上、性別や年代のバランスを考慮しつつ選出された市民により

構成され、議論の結果は提案・報告として市や市長に提出することとされました

（出典①、③）。 

なお、一般的には「気候市民会議」と呼ばれていますが、杉並区は特別区であ

るため、「（仮称）気候区民会議」としています。 

 

出典①：環境省 大臣官房 環境計画課「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施 

マニュアル（本編）」令和 4（2022）年 3月 

出典②：気候市民会議さっぽろ 2020 実行委員会「気候市民会議さっぽろ 2020 報告書 速報

版」令和 3（2021）年 1月（中央環境審議会 地球環境部会（第 146 回）参考資料） 

出典③：武蔵野市「気候市民会議を開催します」武蔵野市ウェブサイト 

 

コラム 気候正義（climate justice）について 

「気候正義（climate justice）」とは、明確な定義はありませんが、「温暖化

の影響により発生する様々な問題への対策により、国・地域・世代等の間で生じ

た負担と利益を、公平・公正に共有しようとする概念」のことをいいます。 

国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯＰ21）で採択されたパリ協定

の前文にも記載されており、現在、欧州を中心に世界中で使用されています。 

 



67 

 

（4）温室効果ガス排出量・エネルギー消費量削減のイメージ 

温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量削減目標を達成するため、必要削減

量の大きい民生部門、運輸部門（自動車）、廃棄物部門及びハイドロフルオロカー

ボン類に関する取組事例及び削減効果の試算を、次頁以降に示します。 

試算方法については、一部は区独自の想定による推計(以下「区独自想定」とい

う。)としていますが、多くの項目では、令和 3（2021）年 10 月策定の国の地球温

暖化対策計画の参考資料（「地球温暖化対策計画における対策の削減量の根拠」。以

下「削減量根拠（国）」という。）における削減見込量を、基準年度（平成 25（2013）

年度）の杉並区と国の温室効果ガス排出量の比率等で案分し、区における削減見込

量を推計しています。 

併せて、区・都・国等の助成等の制度で、各取組の促進に資すると思われるもの

について、令和 4（2022）年度現在の概要を掲載しました。 

あくまで様々な仮定の上での概算値ですが、取組に当たっての一つの目安と考

えられます。 

    なお、令和 12（2030）年度カーボンハーフを達成するためには、区民・事業者・

区が一体となり各取組を実施することが重要です。 
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Ⅰ 民生部門 

 

■試算の前提条件 

① 民生部門（業務） 

・ 区内約 20,000 事業所のうち、約 14,000 事業所（約 70％）が新たに実施 

・ 新たに実施する事業所 1所当たり 

▶ CO₂排出量 ： 約 3.8％減 、 エネルギー消費量 ： 約 3.4％減 

② 民生部門（家庭） 

・ 区内約 320,000 世帯のうち、約 225,000 世帯（約 70％）が新たに実施 

・ 新たに実施する世帯 1世帯当たり 

▶ CO₂排出量 : 26.4％減 、 エネルギー消費量 : 約 21.2％減 

※ 区内事業所数及び世帯数は各年度版の「杉並区統計書」に基づき、直近の数値を平

均したものを概数として使用。以下同じ。 

 

【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 電気及びガスの使用量を、前年比で基準以上削減した家庭や事業所に区内共通商

品券を支給する「すぎなみエコチャレンジ事業」を行っています。 

・ 区内在住の方及び区内団体向けに、電気使用量や、金額・CO₂排出量に換算した値

を表示する機器である「省エネナビ・ワットアワーメーター」の貸出しを行っています。 

・ 「すぐにできる 家電の選び方と省エネ術」をテーマにした消費者講座を行っていま

す。 

・ 集合住宅及び事業所等における照明については、LED 照明機器切替助成を行って

います。 

また、商店街が LED 街路灯を設置する場合やアーケードの照明を LED 照明に交換

する場合に補助金を交付しています。 

・ 公衆浴場に対して、ＬＥＤ照明器具への交換助成を行っています。 

 

【関連する都の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 家庭のゼロエミッション行動推進事業（東京ゼロエミポイント） 

 

【関連する国の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 廃棄物処理×脱炭素化によるマルチベネフィット達成促進事業 

 

日々の省エネ行動  

⇒ 約 151 千 t-CO₂削減 

⇒ 約 1,425TJ 削減 

※「区独自想定」に基づく試算 
区の取組に引用する「◎ご家庭

での省エネのポイント」の取組を、

区内の事業所・世帯の 7 割が新

たに実施する想定で試算 
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■削減量根拠（国）に基づく、区の達成イメージ 

・ 区内約20,000事業所のうち、以下のとおり従来型給湯器からの代替が進展する想定 

（1所につき1台の代替を想定） 

▶ 156所（約0.8％）がヒートポンプ給湯器に代替 

▶ 1,334所（約6.6％）が潜熱回収型給湯器に代替 

・ 区内約320,000世帯のうち、以下のとおり従来型給湯器からの代替が進展する想定（1

世帯につき1台の代替を想定） 

▶ 39,829世帯（約12.4％）がヒートポンプ給湯器に代替 

▶ 88,729世帯（約27.7％）が潜熱回収型給湯器に代替 

▶ 9,985世帯（約3.1％）が家庭用燃料電池に代替 

 

【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 自然冷媒ヒートポンプ給湯器（エコキュート）及び家庭用燃料電池（エネファーム）

設置に対する助成を行っています。 

・ 自然循環式太陽熱温水器設置に対する助成を行っています。また、強制循環式ソ

ーラーシステムも助成対象であり、その一部には給湯器としての機能が含まれます。 

・ 公衆浴場が、重油、廃油、雑燃等の使用燃料をヒートポンプへ転換する場合に、助

成を行っています。 

 

【関連する都の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 水素を活用したスマートエネルギーエリア形成推進事業（家庭部門） 

・ 家庭のゼロエミッション行動推進事業（東京ゼロエミポイント） 

 

  

給湯器をエネルギー消費効率が優れた製品に代替 

⇒ 約 32千 t-CO₂削減 

⇒ 約 459TJ 削減 
  ※「削減量根拠（国）」に基づく試算 
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 ■削減量根拠（国）に基づく、代替される製品のイメージ 

① 民生部門（業務） 

複写機、プリンタ、高効率ルーター、サーバ、ストレージ、冷凍冷蔵庫、自動販売機

及び変圧器 

② 民生部門（家庭） 

エアコン、ガスストーブ、石油ストーブ、テレビ、電気冷蔵庫、DVD レコーダー、電子

計算機、磁気ディスク装置、ルーター、電子レンジ、電気炊飯器、ガス調理機器及び

温水便座 

    

【参考】小売事業者表示制度 

各事業所・世帯において、電気製品等（給湯器・照明機器を含みます。）を買い替える際

には、小売事業者表示制度の表示が参考になります。 

小売事業者表示制度とは、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（「省エネ法」と

略称されます。）で定めている家電等の省エネ基準を達成しているかどうか等の省エネ性能

を、小売事業者等が分かりやすくラベル（統一省エネラベル等）で表示するものです。 

（出典：資源エネルギー庁「統一省エネラベルが変わりました」資源エネルギー庁ウェブサイト） 

   

なお、照明機器も小売事業者表示制度の対象ですが、本計画の削減イメージでは「日々

の省エネ行動」に含めています（「ご家庭での省エネのポイント」のうち「白熱電球を LED 電

球に交換する」に該当するため）。 
 

【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 区内在住の方及び区内団体向けに貸し出している「省エネナビ・ワットアワーメーター」

を使用すると、個々の家電製品の電気使用量等を測定できます。 

・ 「すぐにできる 家電の選び方と省エネ術」をテーマにした消費者講座を行っていま

す。 

 

【関連する都の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 家庭のゼロエミッション行動推進事業（東京ゼロエミポイント） 

  

エネルギー消費効率が優れた製品に代替（給湯器・照明機器を除く。） 

⇒ 約 28千 t-CO₂削減 

⇒ 約 415TJ 削減  ※「削減量根拠（国）」に基づく試算 
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■試算の前提条件 

・ 区内の商業系建物・住宅のうち、以下の棟数に新たに設置すると想定 

▶ 商業系建物 区内 9,638 棟のうち約 771 棟（約 8％） 

▶ 戸建住宅   区内 82,588 棟のうち約 6,607 棟（約 8％） 

▶ 集合住宅   区内 26,076 棟のうち約 2,086 棟（約 8％） 

・ 以下の定格出力の太陽光発電設備の設置を想定 

▶ 商業系建物・戸建住宅 1棟当たり 4kW  ▶ 集合住宅 1棟当たり 10kW 

※ 全棟数は杉並区都市整備部市街地整備課 編「すぎなみのまちの動き: 土地

利用現況調査の実績」（平成 31 年 3月）に基づく。以下同じ。 

・ 定格出力 1kW当たりの 1年間の発電量を 1,000kWh と想定 

・ 令和 12（2030）年度の電力排出係数は 0.25kg-CO2/kWh を使用し、エネルギー消費の

削減量は、物理量に基づき 1kWh=3.6MJ として換算 

・ 発電量は全量が区内で消費され、購入電力量が同量減少すると想定 

【参考】 

本計画では、令和 4（2022）年 9 月策定の「東京都環境基本計画」において 2030 年目

標としている「都内太陽光発電設備導入量 200 万 kW 以上」に合わせて試算しており、区

の導入目標は、「7.20 万 kW」としています。 

なお、本計画の上位計画である「杉並区環境基本計画」においては、令和 12 年(2030)

年度の「区内の太陽光発電（設備）導入容量を3.80万ｋWまで増やす」ことを目標として掲

げています。本計画と目標数値が異なっているのは、「杉並区環境基本計画」が「東京都

環境基本計画」より以前に策定（令和４（2022）年 5 月）されたためです。 
 

【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 太陽光発電システム設置に対する助成を行っています。また、定置用リチウムイオン

蓄電池の同時設置による加算を行っています。 

・ 太陽光発電システムをこれから設置する方等を対象としたガイドブックを作成し、情報

を提供しています。 

・ 公衆浴場に対して、太陽光発電システム設置に対する助成を行っています。 

・ 農地等については、「都市農地保全支援プロジェクト」の一環として、太陽光発電によ

る非常用電源の整備に対する補助金があります。 
 

【関連する都の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 地産地消型再エネ増強プロジェクト（都内設置） 

・ 災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業 

※ その他の省エネ改修等と同時申請が可能又は必要な制度については、後出の「新

築・改修に伴う省エネ化」又は「次世代自動車の普及・燃費改善等」にまとめて掲げて

います。 

商業系建物・住宅の屋根への太陽光発電設備設置 

⇒約 13千 t-CO₂削減 

⇒約 181TJ 削減 

※「区独自想定」に基づく試算 
都の 2030 年導入容量から算出した、区の

年間発電量に対する CO₂削減量を試算 
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 ■削減量根拠（国）に基づく、区の達成イメージ 

① 民生部門（業務） 

・ 令和 12（2030）年度の中大規模の新築建築物のうち、ZEB 基準の水準の省エネ性能

に適合する建築物の割合が 100％になると想定 

・ 令和 12（2030）年度の省エネ基準に適合する建築物ストックの割合が 57％（区内商業

系建物数 9,638 棟に当てはめて計算すると、約 5,494 棟に相当）になると想定 

② 民生部門（家庭） 

・ 令和 12（2030）年度の新築住宅のうち ZEH 基準の水準の省エネ性能に適合する住宅

の割合が 100％になると想定 

・ 令和 12（2030）年度の省エネ基準に適合する住宅ストックの割合が 30％（区内戸建住 

宅数82,588棟に当てはめて計算すると約24,776棟、現在の集合住宅数26,076棟に当

てはめて計算すると約 7,823 棟に相当）になると想定 
 

【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 既存建物を対象に高日射反射率塗装や窓（扉を含む。）断熱改修に対する助成を行

っています。 

・ 環境団体やエネルギー事業者と協働して、個々の家庭のエネルギー消費状況を踏

まえ、その家庭の生活スタイルに合った省エネルギー相談を実施しています。 

・ 低炭素建築物や建築物省エネ法の認定、「建築物の建築に係る住環境への配慮等

に関する指導要綱」等を通じて、建築物の再エネ・省エネ化を推進しています。 

・ 定置用リチウムイオン蓄電池設置に対する助成を行っています。 
 

【関連する都の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 賃貸住宅省エネ改修先行実装事業 

・ 地産地消型再エネ増強プロジェクト（蓄電池単独設置） 

・ 東京ゼロエミ住宅導入促進事業 

・ 災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業 

ア 既存住宅における省エネ改修促進事業（高断熱窓・高断熱ドア、太陽光発電システム） 

イ 家庭における蓄電池導入促進事業（蓄電池システム、太陽光発電システム） 

ウ 熱と電気の有効利用促進事業（太陽熱利用システム、地中熱利用システム、太陽光発

電システム） 

エ 賃貸住宅省エネ改修先行実装事業（高断熱窓・高断熱ドア、太陽光発電システム） 
 

【関連する国の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業 

・ 集合住宅の省 CO2 化促進事業 

・ 戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業 

 

新築・改修に伴う省エネ化 

⇒約 48千 t-CO₂削減 

⇒約 752TJ 削減  ※「削減量根拠（国）」に基づく試算 
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【追加対策】民生部門の更なる取組のイメージ 

 民生部門においては、以上の取組により、 

・CO₂排出の必要削減量 179 千 t-CO₂の約 152％を達成 

・しかし、エネルギー消費の必要削減量 3,705TJ に対する達成率は約 87％ 

⇒ 特にエネルギー消費の削減について、更なる取組が必要 

 

 
 ■（参考）削減量根拠（国）に基づく、区の達成例 

・ BEMS の普及率が約 48％（区内商業系建物 9,638 棟のうち、約 4,626 棟に

普及）となる想定 

・ HEMS の導入率が約 85％（区内約 320,000 世帯のうち、約 272,000 世帯が

導入）となる想定 

 

   
■（参考）削減量根拠（国）に基づく、区の達成例 

・ 他の取組を行った上で、以下のとおり更なる代替を行う想定 

▶ 業務用ヒートポンプ型給湯器 約 50 台 

▶ 業務用潜熱回収型給湯器 約 400 台 

▶ 家庭用ヒートポンプ型給湯器 約 13,000 台 

▶ 家庭用潜熱回収型給湯器 約 29,000 台 

▶ 家庭用燃料電池 約 3,000 台 

 

 

 

民生部門において、以上の取組を追加すると、 

▶ CO₂排出の必要削減量 179 千 t-CO₂の約 174％を達成 

▶ エネルギー消費の必要削減量 3,705TJ の約 103％を達成 

 

エネルギー消費効率が優れた給湯器への更なる代替 
⇒ 約 11千 t-CO₂削減 

⇒ 約 189TJ 削減 

事業所における BEMS（※）、家庭における HEMS（※）等、エネルギ

ー管理の徹底化・「見える化」に資する仕組みを導入 
※ BEMS: Building and Energy Management System 

（ビルのエネルギー管理システム） 

※ HEMS: Home Energy Management System 

（住宅のエネルギー管理システム） 

⇒ 約 28千 t-CO₂削減 

⇒ 約 408TJ 削減 
※ 「削減量根拠（国）」に基づく試算 
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【参考】再生可能エネルギー由来の電力の導入による効果について 

電力小売事業者の中には、再生可能エネルギー由来の電力 100％のメニュー（以下「再

エネ 100 プラン」という。）を用意している事業者もあります。 

家庭・事業所等の需要家においては、再エネ 100 プラン等の再生可能エネルギー由来

の電力の比率が高い電力メニューを選択することで、CO₂排出量の削減に寄与すること

ができます。 

供給側（発電事業者等）の取組によっても、再生可能エネルギー由来の電力の比率は

変動すると考えられますが、多くの需要家が再エネ 100 プラン等を選択することで、供

給側の取組を後押しできる可能性があります。 

再エネ 100 プランのメニュー別
．．．．．

排出係数は 0.00kg-CO₂/kWh ですが、本計画の「現状

すう勢ケース」では、国の資料に基づき、前述のとおり、令和 12（2030）年度に全電源
．．．

平均
．．

排出係数が 0.25kg-CO₂/kWh まで低減すると想定しました。 

この低減想定があることで、令和 12（2030）年の杉並区内の CO₂排出量（推計）は約

386 千 t-CO₂の削減が見込まれています（次表及び詳しくは本計画の資料編を御参照く

ださい。）。 

この削減量には、杉並区内の家庭・事業者等が、再エネ 100 プラン等を導入すること

による効果も織り込まれているといえます。 

 

[単位：千t-CO₂, %]

想定無し 想定有り

1,461 1,075 ▲386 ▲26%

削減量 削減率

令和12（2030）年度推計

排出係数低減想定の
有無に応じた排出量
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Ⅱ 運輸部門（自動車） 

 

 ■削減量根拠（国）に基づく、区の達成イメージ 

・ 次世代自動車としては、ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド

自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル自動車等を想定 

・ 令和 12（2030）年度に新車販売台数の 50～70％が次世代自動車となる想定 

  

【参考】 

「削減量根拠（国）」とは異なる推計ですが、株式会社三菱総合研究所「令和 2

年度東京都主税局委託調査 自動車関連税制に関する税収シミュレーション等調

査 報告書」（令和 3（2021）年 3 月）（以下「東京都主税局委託調査報告書」とい

う。）における標準シナリオ（カーシェアの普及が現状よりも進展し、令和 3（2020）

年 12 月に発表された政府の電動車普及方針が実現する見通しをいう。）による

と、令和 12（2030）年度の乗用車保有台数に占める次世代自動車等の割合は下

表の①欄のとおりです。 

また、その割合を杉並区の令和元（2019）年度の乗用車保有台数（95,349 台）に

当てはめて計算すると、下表の②欄のとおり、ハイブリッド自動車及び電気自動車

で約 30,000 台に相当します。 

  

乗用車種別

①
令和12（2030）年度の

乗用車保有台数に占め
る割合

②
①欄の割合を令和元（2019）年度の

杉並区の乗用車保有台数に乗じて求
めた台数

ガソリン・ディーゼル
自動車※

68.0% 64,857台

ハイブリッド自動車 30.0% 28,609台

電気自動車 1.1% 1,073台

プラグインハイブリッド
自動車

0.8% 764台

燃料電池自動車 0.0% 46台

乗用車計 100.0% 95,349台
 

  ※ クリーンディーゼル自動車を除き、次世代自動車には非該当 

出典 ①欄 ： 「東京都主税局委託調査報告書」を基に作成 

②欄 ： 「令和 3年度版 杉並区統計書」の令和元（2019）年度の乗用車

保有台数を基に、①欄で求めた割合を乗じて作成 

  

 

  

次世代自動車の普及、燃費改善等 

⇒ 約 28千 t-CO₂削減 

⇒ 約 409TJ 削減  ※「削減量根拠（国）」に基づく試算 
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【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 電気自動車用充電設備導入に対し、助成を行っています。 

・ 高井戸地域区民センター駐車場に、一般車両向けの電気自動車用充電設

備を整備しています。 

・ グリーンスローモビリティの実証実験を行っています。 

 

【関連する都の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

① 車両関連 

・ 燃料電池自動車等の導入促進事業・電気自動車等の普及促進事業（FCV・

EV・PHV 車両） 

・ 電動バイクの普及促進事業 

・ ZEV トラック早期実装化事業 

・ 優良ハイブリッドトラック導入促進事業 

 

② 充電設備等関連 

・ 充電設備導入促進拡大事業（充電設備の設置についての助成（集合住宅、

事務所、商業施設等）） 

・ ビル等への充放電設備（V2B）導入促進事業（充電設備導入促進拡大事業）

（V2B 充放電設備及び同時に設置するエネルギーマネジメント設備についての

助成） 

・ 戸建住宅向け充電設備導入促進事業（戸建住宅向けの充電設備の設置につ

いての助成） 

・ 充電設備運営支援事業（充電設備の運営費用についての助成） 

・ 集合住宅における太陽光発電システム及び蓄電池に関する導入促進拡大事

業（V2H 充放電設備と同時に設置する太陽光発電システム等の助成） 

・ 燃料電池自動車等の導入促進事業・電気自動車等の普及促進事業（FCV・

EV・PHV 外部給電器） 

・ 災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業 

・ 電気自動車等の普及促進事業（V2H、太陽光発電システム） 

・ 燃料電池自動車用水素供給設備整備事業 

 

【関連する国の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ バッテリー交換式 EV とバッテリーステーション活用による地域貢献型脱炭素物

流等構築事業 

・ 環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業 

・ 低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業 

・ 脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業 

・ 水素活用による運輸部門等の脱炭素化支援事業 
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■削減量根拠（国）に基づく、区の達成イメージ 

・ 令和 12（2030）年度におけるカーシェアリングの実施率を 3.42%と想定 

・ カーシェアリングに伴う走行距離の削減率を 37％と想定 

 

【参考】 

「削減量根拠（国）」とは異なる推計ですが、「東京都主税局委託調査報告書」におけ

る標準シナリオによると、令和 12（2030）年度の乗用車保有台数に占めるシェアカー（カ

ーシェアに用いられる車両をいう。）の割合は下表の①欄のとおりです。 

また、その割合を杉並区の令和元（2019）年度の乗用車保有台数（95,349 台）に当ては

めて計算すると、下表の②欄のとおりシェアカー222 台に相当します。 

 

乗用車種別

①
令和12（2030）年度の乗

用車保有台数に占める割
合

②
①欄の割合を令和元（2019）年度の杉並
区の乗用車保有台数に乗じて求めた台

数

個人保有車 99.8% 95,127台

シェアカー 0.2% 222台

乗用車計 100.0% 95,349台  

出典 ①欄 ： 「東京都主税局委託調査報告書」を基に作成 

②欄 ： 「令和 3年度版 杉並区統計書」の令和元（2019）年度の乗用車保

有台数を基に、①欄で求めた割合を乗じて作成 

 

【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ シェアサイクル（電動アシスト付き自転車）の実証実験を行っています。 

 

【関連する都の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ カーシェア等ＺＥＶ化促進事業（カーシェア・レンタカー） 

 

【関連する国の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 再エネ×電動車の同時導入による脱炭素型カーシェア・防災拠点化促進事業 

 

  

カーシェアリングの実施 

⇒ 約 2千-CO₂削減 

⇒ 約 30TJ 削減  ※「削減量根拠（国）」に基づく試算 
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【参考】シェアカーの導入による走行距離の減少について 

「東京都主税局委託調査報告書」では「カーシェアは１台当たり走行距離が個人保

有車の 3.2～4.4 倍程度」、「シェアカー１台で個人保有が約 10 台程度減少」と推計さ

れています（出典①）。 

1 台当たり走行距離を 4.4 倍として計算すると、走行距離の削減率は 1－1÷10×4.

4≒56％となり、「削減量根拠（国）」における削減率 37％とは開きがあります。 

また、同調査報告書は「カーシェア車両 1台によって代替される個人保有台数」に

ついても、先行研究の間で「ばらつきが大きい」と評しています（出典①）。 

例えば、同報告書にも引用されている内閣府の資料は、カーシェア台数が 1台増え

た場合のマクロの自動車保有台数について、「約 50 台減少するとの結果を得られる」

と述べています（出典②）。 

資料によって推計値にばらつきはありますが、走行距離の削減率が下方修正されれ

ば、CO₂排出量やエネルギー消費量の削減も深掘りされることが期待できます。 

 

出典①：「東京都主税局委託調査報告書」 

出典②：内閣府「令和 2 年度 年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告）―コロナ危機:

 日本経済変革のラストチャンス―」令和 2（2020）年 11 月 
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■削減量根拠（国）に基づく、区の達成イメージ 

・ 令和 12（2030）年度のエコドライブ実施率を以下のとおり想定 

▶ 乗用車の 67％ 

※ 杉並区の令和元（2019）年度の乗用車保有台数（95,349 台）に当てはめると、

約 64,000 台に相当する。 

▶ 自家用貨物車の 60％ 

・ エコドライブ実施に伴い、エネルギー消費量が 10％削減されると想定 

 

【参考】エコドライブ 10 のすすめ 

警察庁、経済産業省、国土交通省及び環境省で構成するエコドライブ普及連絡

会が策定している「エコドライブ 10 のすすめ」では、以下の取組を列挙してい

ます（出典：エコドライブ普及連絡会「エコドライブ１０のすすめ」）。 

1. 自分の燃費を把握しよう 

2. ふんわりアクセル「ｅスタート」 

3. 車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転 

4. 減速時は早めにアクセルを離そう 

5. エアコンの使用は適切に 

6. ムダなアイドリングはやめよう 

7. 渋滞を避け、余裕をもって出発しよう 

8. タイヤの空気圧から始める点検・整備 

9. 不要な荷物はおろそう 

10. 走行の妨げとなる駐車はやめよう 

 

 

【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 区公式ホームページにおける「環境配慮行動」に関する周知の一環として、 

エコドライブについても啓発しています。 

 

  

エコドライブの実施（乗用車、自家用貨物車） 

⇒ 約 7千 t-CO₂削減 

⇒ 約 100TJ 削減 
※  「削減量根拠（国）」に基づく試算 
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【追加対策】運輸部門（自動車）の更なる取組のイメージ 

運輸部門（自動車）においては、以上の取組により、 

・CO₂排出の必要削減量 42 千 t-CO₂の達成率が約 88％ 

・エネルギー消費の必要削減量 774TJ の達成率が約 70％ 

⇒更なる取組が必要 

 

① 「削減量根拠（国）」に基づく試算 

 
具体例：道路の高規格化、幹線道路ネットワークの強化等による渋滞対策 

 

② 「東京都主税局委託調査報告書」ほかの資料に基づく試算 

 
  

■（参考）試算の前提条件 

・ 他の取組を実施した上、さらに乗用車約 14,600 台（杉並区の令和元

（2019）年度の乗用車保有台数（95,349 台）に当てはめると、約 15％に相

当）がガソリン自動車から電気自動車へ転換する想定。より詳しい想定は以

下のとおり 

▶ 「東京都環境白書 2019」及び関東運輸局「市町村別車両数統計（Ｇ

表）」から、平成 27（2015）年度の東京都内の乗用車 1台当たり平均走行

量（年間）を 7,285km と推計し、今後も横ばいと想定 

▶ 燃費及び電費を、「東京都主税局委託調査報告書」に所載の「燃費（ガ

ソリン）14.6km/L」及び「電費 8.1km/kWh」と想定 

▶ ガソリンについて、CO₂排出係数 67.1kg-CO₂/GJ、熱量換算係数

34.6GJ/kL と想定 

▶ 電気について、CO₂排出係数 0.25kg-CO₂/kWh、熱量換算係数

3.6MJ/kWh と想定 

⇒ 以上の前提から、ガソリン自動車から電気自動車への代替 1台当たりの

削減量を約 14GJ、約 934kg-CO₂と試算 

 

 

運輸部門（自動車）において、以上の取組を追加すると、 

▶ CO₂排出の必要削減量 42 千 t-CO₂の約 126％を達成 

▶ エネルギー消費の必要削減量 774TJ の約 100％を達成 

 

  

ガソリン自動車から電気自動車への更なる転換 

⇒ 約 14千 t-CO₂削減 

⇒ 約 204TJ 削減 

道路交通流対策等の推進 

⇒ 約 2千 t-CO₂削減 

⇒ 約 31TJ 削減 
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Ⅲ 廃棄物部門 

 

■試算の前提条件 

始めに、令和元（2019）年度（新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前）の調

査結果（出典：杉並区「令和３年度 家庭ごみ排出状況調査 調査結果」令和 3

（2021）年 11 月）から、可燃ごみ中の「プラスチック製容器包装（リサイクル可）」の量

を推計した。  

次いで、その全量が分別徹底により資源化され、焼却処分されなくなると想定し、

CO₂排出削減量を推計した。 

 

 

以上の取組により、廃棄物部門の CO₂排出の必要削減量 16 千 t-CO₂の約  

100％を達成 

 

 
  

可燃ごみの分別徹底 

⇒ 約 16 千 t-CO₂削減 

【追加対策】廃棄物部門の更なる取組のイメージ（関連する区の取組） 

・ プラスチック資源循環促進法の制定を踏まえて、新たなプラスチックの

資源化を推進するため、製品プラスチックを含むプラスチックの分別回

収・資源化について、令和 6(2024)年度からの一部地域での試行実施に

向けて調査・検討を行います（杉並区一般廃棄物処理基本計画）。 

 

 

プラスチック製容器包装（リサイクル可）に加え、製品プラスチックの

資源化が実現すれば、更なる CO₂排出量の削減が達成できる可能性があり

ます。 

※「区独自想定」に基づく試算 
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Ⅳ ハイドロフルオロカーボン類 

 
■試算の前提条件 

「東京都環境基本計画」（令和 4（2022）年 9月）において、「2030 年目標」

として「2014 年度比 65％削減」を掲げていることに基づく試算 

 

■具体的な取組の例 

① 購入時 

冷蔵庫やエアコンを購入する際、フロンラベルを参考に、ノンフロンの製

品を優先的に検討する。 

【参考】フロンラベル 

  

出典 ： 一般財団法人 日本冷媒・環境保全機構（経済産業省委託事業）「もっと地球にや

さしいものを選ぼうよ！ フロンラベルって知ってる？ ～地球温暖化への影響の少

ない商品を購入して大切な地球を守ろう～」 

   ② 廃棄時 

代替フロン等を冷媒としている業務用冷蔵庫や家庭用エアコンを廃棄す

る際は、フロン類を処理できる業者に委託する等、適切な処理を行う。 
 

【関連する区の制度（令和 4（2022）年度現在）】 

・ 自然冷媒ヒートポンプ給湯器（エコキュート）設置に対する助成を行っています。二

酸化炭素を冷媒として使用する機種が助成対象となっており、ハイドロフルオロカー

ボン類その他の代替フロン類を冷媒として使用した給湯器からの転換を後押しして

います。 

なお、二酸化炭素も温室効果ガスですが、その温室効果がハイドロフルオロカーボ

ン類の数十分の一から一万分の一未満であることから、「自然冷媒」の一つに挙げら

れます（「グリーン冷媒」と呼ばれることもあります。）。 
 

【関連する国の制度（令和 4 年度現在）】 

・ 脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業 

 

都の取組と連動した削減量 

⇒ 約 134 千 t-CO₂eq 削減 ※「区独自想定」に基づく試算 
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【追加対策】ハイドロフルオロカーボン類に関する更なる取組のイメージ 

都の取組と連動した削減量によるハイドロフルオロカーボン類の必要削減

量 141,000t-CO₂eq の達成率は約 95％ 

⇒更なる取組が必要 

 

 
  

 ■（参考）試算の前提条件 

・ 都の取組と連動した削減量を達成した上で、適正に処理され冷媒

が回収される家庭用エアコンが、さらに約 5,700 台増加する想定（1

世帯 1台想定で、区内約 320,000 世帯の約 1.8％） 

・ 「削減量根拠（国）」で、家庭用エアコン 1台が適切に処理され 

る場合の冷媒回収量 656g、CO₂換算した温室効果ガス排出削減量

1.22t-CO2eq と試算していることに基づく。 

 

 

以上の取組を追加すると、 

CO₂換算排出の必要削減量 42,000t-CO₂eq の約 100％を達成 

 

 

 

適正に処理される家庭用エアコンの台数の更なる増加 

⇒ 約 7千 t-CO₂eq 削減 
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（5）適応策（杉並区気候変動適応計画） 

国の気候変動適応計画では、気候変動による影響を「農業、林業、水産業」「水

環境・水資源」「自然生態系」「自然災害・沿岸域」「健康」「産業・経済活動」「国

民生活・都市生活」に区分して、記載しています。 

杉並区においては、区域の特性等に合わせ、気候変動の影響に対する適応策と

して、以下の取組を重点的に行うこととします。 

なお、本項目に掲げる適応策を「気候変動適応法」第 12 条に基づく、「杉並区

気候変動適応計画」に位置づけることとします。 

 

Ⅰ 雨水浸透・貯留施設の設置推進等による水害対策 

近年多発している集中豪雨や大型化する台風による水害に備え、公共施設に雨

水浸透・貯留施設の設置を進めるとともに、個人住宅を対象とした雨水浸透施設

の設置助成や民間施設への協力要請など、雨水の下水道への流出を抑制するため

の取組を推進します。水害による被害拡大防止対策として、地域防災計画（風水

害編）やハザードマップの一層の周知を図ります。 

 

 

 
出典：杉並区「雨水流出抑制の手引き: 水害のないまちを目指して」令和 4（2022）年 3月 

  

◆雨水流出抑制施設のイメージ 
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出典：杉並区「杉並区水害ハザードマップ全図（浸水予想図）」令

和 4（2022）年 1月地図データ更新 

また、区道等の透水性舗装や公共施設への雨水浸透施設の設置を進めるととも

に、民間施設に対して施設設置の指導や助成を行うことにより、治水対策と併せ

て、地下水のかん養と湧水の回復を図り、都市化によって失われつつある水環境

を保全します。 

さらに、雨水の利活用のため、雨どいから集めた雨を貯留し、雑用水等として

利用するための雨水タンクの導入に対する助成を行います。 

※限度額 2万円（税抜き本体価格の 2分の 1）令和 4年度現在 

 

      

◆杉並区水害ハザードマップ全図（浸水予想図） 

◆雨水タンクの設置例 
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【連動することで効果の上乗せが期待できる取組】 

 グリーンインフラの考えを活用し、みどりの保全・創出による自然回復に努

めることで地下水・湧水の保全・回復を図ります。 

 交流自治体等と連携して森林整備等を行うカーボンオフセットの取組を行い

ます。 

 

【水害対策の進捗に伴う効果】 

 化学物質の流出事故の予防効果が期待できます。 

 

【雨水浸透・貯留施設の設置促進に伴う効果】 

 地面に浸透した雨水が地下水をかん養することで、以下のことに資すると期

待されます。 

 地盤沈下の防止 

 防災井戸を通じた災害時の生活用水の確保 

 地下水を熱源とした地域冷暖房の導入可能性の拡大 

 湧水の回復による水辺の生態系の保全 

 貯留した雨水を有効活用することで、節水につながります。打ち水等に使用

する場合は、ヒートアイランド現象の緩和も期待できます。 

 

関連用語 

地下水のかん養 

  雨水などが地下に浸透して帯水層（地下水が蓄えられている地層）に水が補

給されること。 
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Ⅱ 「みどりのベルト」づくり等によるヒートアイランド現象対策 

緑化指導や屋上緑化・壁面緑化、区立施設の緑化、農地の保全などにより地表面や

建物の自然的被覆地を増やし、ヒートアイランド現象の緩和を図ります。そのために、

区民・事業者がつくる身近なみどりを連続させ、ベルトのようにつなげていく「みど

りのベルト」づくりを推進します。 

人工衛星からみた夏季の都市熱状況を次に示します。大規模な緑地の所在地には、

低温域が形成されている様子が分かります。 
 

 

 
出典：杉並区「平成 29年度 杉並区みどりの実態調査 報告書」平成 30（2018）年 3月 

 

コラム 地球温暖化による植物の成長への「好影響」について 

人為起源の二酸化炭素排出の進行に伴って、植物の成長量ひいては二酸化炭素の

吸収量が増大している、とする研究もあります。推測される原因の一つとして、 

「CO₂濃度上昇による施肥効果」（「光合成の原料である CO₂の濃度が高いほど植物

は CO₂を吸収しやすいため、光合成が促進される効果」）があります（出典①）。 

このことから、緑化や農地の保全等による「みどりのベルト」づくりは、気候変

動による「好影響」の増進に該当し、このことからも適応策としての意義をもつと

いえます。ただし、「CO₂濃度の上昇は、施肥効果によりコメの収量を増加させるが、

その効果は気温上昇により低下する可能性がある。」との評価もあり（出典②）、植

物の成長への「好影響」については、気候変動によるその他の影響も加味して考え

る必要があります。 

 

出典①：三枝信子「ココが知りたい地球温暖化 #05 森林の減少と二酸化炭素吸収量」平成 22

（2010）年 3月更新（入手先：国立研究開発法人 国立環境研究所 地球環境研究センタ

ーウェブサイト） 

出典②：環境省「気候変動影響評価報告書 詳細」令和 2（2020）年 12 月 

◆人工衛星からみた夏季の都市熱状況 
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【連動することで効果の上乗せが期待できる取組】 

 省エネルギー等を目的に、集合住宅等におけるＬＥＤ照明機器切替助成及び

街路灯のＬＥＤ化を行います。ＬＥＤは発熱量が少ないため、室内灯では空

調の効率化に寄与するほか、街路灯の場合はヒートアイランド現象対策とし

ての効果も期待できます。 

 

 
出典：商務情報政策局 情報通信機器課「ＬＥＤ照明産業を取り巻く現状」

平成 24（2012）年 11 月 

 省エネルギー等を目的に、高日射反射率塗装、窓や扉の断熱の助成を行いま

す。当該建築物においては、ヒートアイランド現象による温度上昇の影響を

遮断する効果が期待されます。 

 電気自動車の普及等により温室効果ガスの排出量を減らすことを目的に、電

気自動車用充電設備導入助成を行います。電気自動車はガソリン自動車に比

べ排熱が少なくなるため、ヒートアイランド現象に対しての適応効果も期待

できます。 

 

【ヒートアイランド現象対策の進捗に付随する効果】 

 近年の局所的な豪雨の背景の一つとして、ヒートアイランド現象の影響が指

摘されています（出典：東京都「東京都豪雨対策基本方針」改定. 平成 26

（2014）年）。ヒートアイランド現象の緩和とともに、局所的な豪雨の頻度

が減少し、水害対策につながる可能性があります。 

 都市部において、「気候変動による気温の上昇にヒートアイランド現象によ

る昇温が加わる」ことにより熱中症リスクが増加する可能性が指摘されてい

ます（出典：環境省「気候変動影響評価報告書 詳細」令和 2（2020）年 12

月）。ヒートアイランド現象の緩和に伴い、熱中症のリスクが低減されるこ

とが期待されます。 

  

◆LED と白熱電球の発熱比較 
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【「みどりのベルト」づくりに伴う効果】 

 善福寺川流域及び神田川流域では、公園・緑地の拡大整備、延焼遮断効果の

ある高木の植樹などを重点的に推進します。これにより、ヒートアイランド

現象対策に資するだけでなく、延焼遮断帯としての機能も併有する「みどり

のベルト」づくりを進めます。 

 災害時に倒壊のおそれがある石塀・ブロック塀等を、生けがきや植え込みに

する接道部緑化に対する助成を行い、災害被害の縮減を図ります。 

 みどりのネットワーク化を促進することで、景観の向上を図ります。 

 

  

コラム ヒートアイランド現象と光化学スモッグ対策 

国のヒートアイランド対策推進会議が策定した「ヒートアイランド対策大綱」に

よると、「ヒートアイランド現象による光化学オキシダント生成の助長」が指摘さ

れています（出典①）。光化学オキシダントは光化学スモッグの原因物質であり、

また、環境省の資料によると「光化学オキシダントの主成分であるオゾンは、それ

自体が温室効果ガスであると同時に、植物の光合成を阻害し二酸化炭素吸収量を減

少する」との懸念もあります（出典②）。ヒートアイランド現象の緩和に伴って光

化学オキシダントの生成が抑制されれば、これらの懸念等に対する方策にもなる可

能性があります。 

なお、電気自動車は、走行時の排熱が少ないだけでなく、二酸化炭素や光化学オ

キシダントの前駆物質（元になる物質）である窒素酸化物を排出しないため、この

ことによっても光化学オキシダントの生成抑制が期待できます。 

ちなみに、温対法上の温室効果ガスである一酸化二窒素も、ガソリン自動車の走

行等により排出されるガス種であり、窒素酸化物に含まれることがあります。 

 

出典①：ヒートアイランド対策推進会議「ヒートアイランド対策大綱」（平成 25（2013）年 5

月） 

出典②：「気候変動対策・大気環境改善のための光化学オキシダント総合対策について＜光化

学オキシダント対策ワーキングプラン（水・大気環境局）＞」令和 4（2022）年 1月 
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Ⅲ 熱中症対策 

都市部において、「気候変動による気温の上昇にヒートアイランド現象による昇

温が加わる」ことにより熱中症リスクが増加する可能性が指摘されています（出

典：環境省「気候変動影響評価報告書 詳細」令和 2（2020）年 12 月）。熱中症対

策としてポスター、広報等による予防・対処方法の周知、涼み処の設置などの取

組を継続していきます。 

 

【連動することで効果の上乗せが期待できる取組】 

 省エネルギー等を目的に、高日射反射率塗装、窓や扉の断熱の助成を行いま

す。高齢者の熱中症は住宅での発生が半数を超えており（出典：環境省「熱

中症環境保健マニュアル 2022」令和 4年 3月改訂）、住宅内の温度上昇の抑

制によって、熱中症予防に寄与することが期待されます。 

 区役所本庁舎にボトル対応型給水機を設置しています。ワンウェイプラスチ

ック削減を目的とした取組ですが、熱中症予防の方策の一つである水分補給

の機会を提供する取組としての効果も期待できます。 
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Ⅳ 蚊等の生物が媒介する感染症予防 

区では、蚊の防除に向けた情報の提供等に努めています。 

また、区道では雨水桝清掃等のほか、区立公園では清掃や草刈り等による蚊の

発生抑制対策を実施しています。 

なお、区立公園では、みどりのボランティア杉並、花咲かせ隊及び公園育て組

の皆さんも、ボランティアで除草等を行っています。 

 

出典：環境省「地球温暖化と感染症: いま、何がわかっているのか」 

  

◆蚊が媒介する感染症等の地球温暖化に伴う影響 
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6 章 推進体制及び進捗管理 

 

（1） 推進体制 

本計画の推進に当たっては、区長の附属機関である杉並区環境清掃審議会、及び

庁内組織である杉並区環境・省エネ対策推進本部会による進捗状況の点検・評価を

行います。また、行政だけでなく、区民、事業者等がそれぞれの役割と責任を分か

ち合い、主体的に取組を進めていくことが不可欠であるため、区が環境配慮行動の

普及・啓発等を行うことにより、本計画を推進します。さらに、地球温暖化対策の

達成状況について、統計データの取得・分析・公表に努めます。 

 

  Ⅰ 杉並区環境清掃審議会 

環境の保全並びに廃棄物の適正な処理及び再利用の促進に関して必要な事項を

調査審議するため設置された区長の附属機関です。区民、区議会議員及び学識経

験者により組織され、区長の諮問に応じ、答申することになっています。 

 

  Ⅱ 杉並区環境・省エネ対策推進本部会 

杉並区役所における環境及びエネルギー管理を適正かつ効果的に推進していく

ために設置された組織であり、本計画の実施状況や成果等を検証し、区長に報告

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区民、事業者等 

温暖化対策の取組 

杉並区 
事業活動における環境配慮のための率先行動 

 

 

 

 

杉並区環境・省エネ対策推進本部会 

実施状況や成果等の検証 
報告 

杉並区環境清掃審議会 

調査審議 

意見・ 

情報提供 
普及・ 

啓発 答申 諮問 

杉並区長 
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  Ⅲ 環境配慮行動の普及・啓発等 

本計画第 5 章の「ご家庭での省エネのポイント」の取組を始めとする「区民、

事業者等に対する環境配慮行動の普及・啓発」に資する取組を行います。各取組

について実績を把握するとともに、その効果を分析します。 

 

  Ⅳ 統計データの取得・分析・公表 

エネルギー消費量、温室効果ガス排出量等の統計データについて、オール東京

62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の「標準的な手

法」等に基づいた算定値を把握します。数値の増減等については、分析して要因

の把握に努めるとともに、区民、事業者等が自らの取組の成果を確認できるよう、

区公式ホームページ等で積極的に公表します。 

 

（２） 進捗管理 

本計画の進捗管理のため、以下のＰＤＣＡサイクルに基づき、毎年度、進捗状況

の点検・評価を行います。また、計画期間の終了時及び必要に応じた時期に、見直

しを行います。 

 

 

 

 

・本計画の策定（目標値の設定） 

・本計画に基づく施策・事業の実施 

CHECK 点検 

・本計画に関連する統計データの取得・分析 

・区長への報告 

・杉並区環境清掃審議会への報告・意見聴取 

・計画の見直し（次期計画での修正） 

・区民等意見の反映 

PLAN 計画 

 

ACTION 見直し 

 

DO 実行 

し 
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7 章 資料編 

  

（1）将来推計及び目標設定の手順 

本計画においては、令和 12（2030）年度の二酸化炭素（以下、本章において「CO

₂」と表記します。）排出量について、オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東

京・温暖化防止プロジェクト」の将来推計手法を用いて推計しました。 

エネルギー起源の CO₂排出量の算定式は次式のとおりです。 

CO₂排出量 

＝ エネルギー消費量当たりの CO₂排出量 × 活動量当たりのエネルギー消費量 

×活動量． 

※ 「活動量」とは、各部門等に固有の活動水準を示す数値をいいます。例えば、家庭部門の

場合は「人口」、「世帯数」等が活動量として考えられます。 
 

非エネルギー起源（廃棄物部門）の CO₂排出量の算定式は次式のとおりです。 

CO₂排出量 

＝ CO₂起源焼却ごみ量当たり CO₂排出量 × 焼却ごみ量当たりの CO₂起源焼却ごみ量 

×焼却ごみ量． 

※ 「CO₂起源焼却ごみ」とは「焼却に伴って CO₂が発生するごみ」のことで、典型例として「廃

プラスチック」（以下「廃プラ」という。）が挙げられます。また、「焼却ごみ」の典型例とし

ては「可燃ごみ」があります。直感的な理解のために、これらの典型例のみを想定し、ごみ

量の単位を t（トン）とすると、上式は次のように言い換えられます。 

CO₂排出量 

＝ 廃プラ 1t の焼却による CO₂排出量 × 可燃ごみ 1t 当たりの廃プラの量 

×可燃ごみの量． 
 

本章では、以上の算定式の右辺の各因数に変動を加味することで、まず、令和 12

（2030）年度の CO₂排出量を推計します。次に、CO₂を除く温室効果ガスについて

も推計し、併せて令和 12（2030）年度の温室効果ガス排出量の推計値とします。

さらに、推計値に基づき、部門等の別ごとに、温室効果ガス排出量の目標値を設定

します。最後に、同様の手順により、令和 12（2030）年度のエネルギー消費量につ

いても将来推計・目標設定を行います。 

 

（2）CO₂排出量の将来推計（現状すう勢ケース） 

始めに、活動量・焼却ごみ量の変動（算定式の右辺の三つ目の因数の変動）のみ

を想定する「現状すう勢ケース」（今後追加的な対策をしなかった場合の想定をい

う。以下「ＢＡＵ想定」と略称する。）に基づき、推計を行いました。 

近年の動向や各種資料を参考に、次の表のとおり、計画期間の最終年度（令和 12

（2030）年度）における活動量及び焼却ごみ量の変化を推定しました。 
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◆令和 12（2030）年度の活動量及び焼却ごみ量の推定の考え方（ＢＡＵ想定） 

部門等 活動量等 推定根拠 

産業 

部門 

農業 
農家 

戸数 

5 年ごとに実施される「農林業センサス」の過去 4 回分の実績値か

ら、5 年当たり平均変化率を取得。 

直近のセンサスの実績値（令和 2（2020）年 2 月１日現在）95 戸につ

いて、令和 2（2020）年度実績も同様と考え、5 年当たり平均変化率

を 2 回乗じて、令和 12（2030）年度の推定値とした。 

建設業 

新築 

着工 

床面積 

年ごとの増減が大きく、今後の傾向が掴みにくいことから、直近 6 年

（平成 26（2014）年度-令和元（2019）年度）の実績値(※1)の平均を

令和 12（2030）年度の推定値とした。 

製造業 
製造品 

出荷額 

年ごとの増減が大きく、今後の傾向が掴みにくいことから、直近 6 年

（平成 26（2014）年度-令和元（2019）年度）の実績値(※1)の平均を

令和 12（2030）年度の推定値とした。 

業務部門 
業務用 

床面積 

近年、ほぼ横ばいで推移しているため、直近年度（令和元（2019）年

度）の実績値(※1)を令和 12（2030）年度の推定値とした。 

家庭部門 人口 

令和４（2022）年度を始期とする「杉並区総合計画・実行計画」の資

料「人口の見通し」に所載の推定値（令和 12（2030）年 1 月 1 日時

点）を、令和 12（2030）年度の推定値とした。 

運輸 

部門 

自動車 走行量 

道路の将来交通需要推計に関する検討会の資料(※2)に基づ

き、今後緩やかに減少すると想定した。実績も減少傾向にある

ため、直近 6 年（平成 26（2014）年度-令和元（2019）年度）の実

績値(※1)の変化率を用いて推定した。 

鉄道 
乗降車 

人員 

交通政策審議会の資料(※3)に基づき、おおむね現状維持と想

定した。直近年度（令和元（2019）年度）の実績値(※１)を令

和 12（2030）年度の推定値とした。 

廃棄物部門 
焼却 

ごみ量 

東京二十三区清掃一部事務組合の資料(※4)に基づき、おおむ

ね現状維持と想定。直近年度（令和元（2019）年度）の実績値

(※1)を令和 12（2030）年度の推定値とした。 

※1 オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」算定値に基づく。 

※2 「道路の将来交通需要推計に関する検討会報告書」（平成 20 年 11 月） 

※3 「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について（答申）」（平成 28 年 4 月） 

※4 「一般廃棄物処理基本計画」（令和 3年 2月） 

 

続いて、令和元（2019）年度の活動量・焼却ごみ量の実績値から、上表で求めた令

和 12（2030）年度の推定値への変化率を求めたところ、次のとおりとなりました。 
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◆活動量・焼却ごみ量の変化率（ＢＡＵ想定） 

令和元（2019）
年度

令和12（2030）
年度

実績値
推計値
（ＢＡＵ）

農業
農家戸数
[戸]

95 78 ▲18%

建設業
新築着工床面積
[㎡]

390,037 432,890 11%

製造業
製造品出荷額
[万円]

1,988,664 1,876,489 ▲6%

業務用床面積
[㎡]

3,298,281 3,298,281 0%

人口
[人]

569,132 592,034 4%

自動車
走行量
[百万台km]

1,170 991 ▲15%

鉄道
乗降車人員
[千人]

277,290 277,290 0%

焼却ごみ量
[t]

122,290 122,290 0%

変化率

産業部門

運輸部門

廃棄物部門

業務部門

家庭部門

活動量等
[単位]

部門等

 

※ 令和元（2019）年度の実績値について、人口は「杉並区統計書」（令和 3(2021)年版）に

基づく。その他の活動量・焼却ごみ量は、オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・

温暖化防止プロジェクト」算定値に基づく。 

 

令和元（2019）年度の CO₂排出量の実績値に、上表の変化率を反映させることで、

令和 12（2030）年度の推計値（BAU 想定）を求めます。その結果は次のとおりです。

運輸部門の自動車起源の CO₂排出量は 33 千 t-CO₂減少見込みですが、家庭部門が 31

千 t-CO₂増加見込みのため、全体ではほぼ横ばいという推計です。 

 

◆令和 12（2030）年度の CO₂排出量推計（ＢＡＵ想定） 

※ 2019 年度の実績値は、オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジ

ェクト」算定値に基づく。ただし、農業起源の排出量は「農業・水産業」の算定値を使用し

た。 

 

令和元（2019）年
度実績値

令和12（2030）
年度推計値
（ＢＡＵ想定）

排出量
の増減

[千t-CO₂] [千t-CO₂] [千t-CO₂]

農業 ▲18% 1 1 ▲0

建設業 11% 24 27 3

製造業 ▲6% 7 7 ▲0

0% 340 340 0

4% 772 803 31

自動車 ▲15% 215 182 ▲33

鉄道 0% 34 34 0

0% 68 68 0

0% 1,461 1,461 0

変化率部門等

計

産業部門

運輸部門

廃棄物部門

業務部門

家庭部門
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 （3）CO₂排出量の将来推計（電力排出係数低減想定） 

第 4章で記述したとおり、電力排出係数は年度ごとに変動があります。都内への

電気の供給に伴う電力排出係数（全電源の係数）の経年変化を改めて示すと、下表

のとおり、近年、低減傾向が認められます。 
 

◆都内への電気供給に伴う全電源の電力排出係数の経年変化 

 
※ 平成 20 年度、平成 23 年度、平成 26 年度及び令和 3 年度の東京都環境局「東京

都エネルギー環境計画書等の公表について」に基づく。 

 

電力排出係数は今後も低減していくことが見込まれ、これに伴って CO₂排出量も

低減されることが期待されます。令和 3（2021）年 10 月 22 日に閣議決定された国

の地球温暖化対策計画では、「2030 年度におけるエネルギー需給の見通し」に基づ

き、全電源平均の電力排出係数（見込み）0.25kg-CO₂/kWh まで低減すると見込ん

でいます。この「電力排出係数の低減」見込みを BAU 想定に加味した場合（以下

「電力排出係数低減想定」という。）について、以下の手順で推計しました。 

 

始めに、各部門等について、令和元（2019）年度のエネルギー消費量における、

購入電力起源のエネルギー消費量の割合を算出します（この割合は一定と仮定し

ます。）。 

次いで、令和元（2019）年度の電力排出係数（0.464kg-CO₂/kWh）から、令和 12

（2030）年度（見込）の電力排出係数（0.25kg-CO₂/kWh）への変化率を求めます。

先の割合にこの変化率を乗じると、令和 12（2030）年度におけるエネルギー消費

量当たりの CO₂排出量の変化率（対令和元（2019）年度）が求められます。 

ここまでの手順を実際に計算すると、次のとおりです。 

  

0.382 0.374
0.345

0.428 0.419
0.389 0.378

0.46

0.518 0.522
0.498 0.492 0.478 0.471 0.464 0.448

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6
kg-CO₂/kWh

都内の電力排出係数
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令和12（2030）年度

CO₂排出量
購入電力

起源（内数）
kg-CO₂/kWh kg-CO₂/kWh

農業 1 0 0.448 0.250 ▲2%

建設業 24 9 0.448 0.250 ▲17%

製造業 7 6 0.448 0.250 ▲34%

業務 340 274 0.448 0.250 ▲36%

家庭 772 528 0.448 0.250 ▲30%

自動車 215 0 0.448 0.250 0%

鉄道 34 34 0.448 0.250 ▲44%

部門等

エネルギー
消費量当た
りCO₂排出
量の変化率

令和元（2019）年度

kt-CO₂

電力排出係数
電力排出係数

（見込）

 
※ 令和元（2019）年度の CO₂排出量はオール東京 62 市区町村共同事業みどり東京・

温暖化防止プロジェクト」算定値に基づく。ただし、農業起源の排出量は「農業・

水産業」の算定値を使用した。 

 

前節で算出したＢＡＵ想定による推計値に、上表の変化率を乗じ、令和 12（2030）

年度の電力排出係数低減想定の CO₂排出量の推計値が下表のとおり求められます。 

 

※ 廃棄物部門（非エネルギー起源）については、電力起源の CO₂排出量の算定対象外であるが、

比較・合計計算のため電力排出係数の低減に伴う増減無しとして、掲載した。 
 

杉並区内の温室効果ガス排出を考える際、「電力排出係数の低減」は外部要因と

しての性質が強いと考えられることから、次の温室効果ガス排出量の目標設定に

当たっては、電力排出係数低減想定を前提とします。 

◆電力排出係数低減に伴うエネルギー消費量当たりの CO₂排出量の変化率 

◆2030 年度の CO₂排出量推計（電力排出係数低減想定） 

 

令和12
（2030）
年度

推計値

令和12
（2030）
年度

推計値

排出量
の増減

[千t-CO₂] [千t-CO₂] [千t-CO₂] [千t-CO₂]

農業 1 -18% 1 ▲2% 1 ▲0

建設業 24 11% 27 ▲17% 22 ▲2

製造業 7 -6% 7 ▲34% 5 ▲3

340 0% 340 ▲36% 218 ▲121

772 4% 803 ▲30% 560 ▲212

自動車 215 -15% 182 0% 182 ▲33

鉄道 34 0% 34 ▲44% 19 ▲15

68 0% 68 68 0廃棄物部門

業務部門

家庭部門

部門等
活動量・焼
却ごみ量の

変化率

エネルギー
消費量当
たりCO₂排
出量の変

化率

令和元
（2019）
年度

実績値

BAU想定 電力排出係数低減想定

産業部門

運輸部門
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 （4）CO₂を除く温室効果ガスの将来推計 

CO₂を除く温室効果ガス 6ガス種（以下「６ガス種」という。）については、以下

のとおり、令和 12（2030）年度の推定値を設定しました。 

 
 

◆令和 12（2030）年度の 6 ガス種排出量推定（ＢＡＵ想定）の考え方 

ガス種 推定根拠 

ハイドロフルオロカーボン類 

東京都の資料(※1)に基づき、令和 12（2030）年度の

推計値は、平成 26（2014）年度の実績値(※2)から

84.6％増とした。 

ハイドロフルオロカーボン類を除

く 5ガス種 

過去実績より、ほぼ横ばいのため直近年度（令和元

（2019）年度）の実績値(※2)を令和 12（2030）年度

の推計値とした。 
※1 「ゼロエミッション東京戦略」（令和元年 12 月） 

※2 オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」算定値に基づく。 

 

この想定に基づく、令和 12（2030）年度の 6 ガス種の排出量は、以下のとおり

です。 
 

◆令和 12（2030）年度の 6 ガス種排出量推定の考え方 

令和元（2019）
年度

令和12（2030）
年度

（推計値）
増減

[千t-CO₂eq] [千t-CO₂eq] [千t-CO₂eq]

メタン CH₄ 2 2 0

一酸化二窒素 N₂O 6 6 0

ハイドロフルオロカーボン類 HFCs 135 161 27

パーフルオロカーボン類 PFCs 0 0 0

六ふっ化硫黄 SF₆ 1 1 0

三ふっ化窒素 NF₃ 0 0 0

144 170 276ガス種計

略号ガス種

 

※ 2019 年度の実績値は、オール東京 62 市区町村共同事業

「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」算定値に基づく。 
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（5）温室効果ガスの将来推計（まとめ）及び目標設定 

令和 12（2030）年度について、(3)で求めた CO₂排出量（電力排出係数低減想定）

と(4)で求めた 6ガス種の排出量をまとめて図示すると、以下のとおりです。 

 

◆令和 12（2030）年度の温室効果ガス排出量想定 

令和元（2019）年
度の排出量

令和12（2030）年
度の排出量

（電力排出係数
低減想定）

増減

[千t-CO₂eq] [千t-CO₂eq] [千t-CO₂eq]
農業 1 1 ▲0
建設業 24 22 ▲2
製造業 7 5 ▲3

340 218 ▲121
772 560 ▲212

自動車 215 182 ▲33
鉄道 34 19 ▲15

68 68 0
2 2 0
6 6 0

135 161 27
0 0 0
1 1 0
0 0 0

1,604 1,245 ▲359 

一酸化二窒素

ガス種 部門等

CO₂

産業部門

ハイドロフルオロカーボン類
パーフルオロカーボン類
六ふっ化硫黄
三ふっ化窒素

合計

業務部門
家庭部門

運輸部門

廃棄物部門
メタン
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「電力排出係数低減想定」による推計結果について、CO₂の排出量及びその他の

温室効果ガスの排出量のそれぞれを 100 とした各部門等の区分の構成比を計算し

ました。この構成比を維持したまま、令和 12（2030）年度における「杉並区総合計

画・杉並区実行計画」及び「杉並区環境基本計画」の目標値（温室効果ガス排出量

848 千 t-CO₂eq／CO₂排出量 827 千 t-CO₂）を達成すると想定し、目標を設定しまし

たので、以下に併せて図示します。 
 

◆令和 12（2030）年度の温室効果ガス排出量の将来推計及び目標値

排出量 構成比 排出量 必要削減量

[千t-CO₂eq] [％] [千t-CO₂eq] [千t-CO₂eq]

1,075 100% 827 ▲248

農業 1 0% 0 ▲0

建設業 22 2% 17 ▲5

製造業 5 0% 4 ▲1

218 20% 168 ▲50

560 52% 431 ▲129

自動車 182 17% 140 ▲42

鉄道 19 2% 15 ▲4

68 6% 52 ▲16

170 100% 21 ▲149

2 1% 0 ▲2

6 4% 1 ▲6

161 95% 20 ▲141

0 0% 0 ▲0

1 0% 0 ▲0

0 0% 0 ▲0

1,245 848 ▲397合計

CO₂

6ガス種

メタン

一酸化二窒素

ハイドロフルオロカーボン類

パーフルオロカーボン類

六ふっ化硫黄

三ふっ化窒素

廃棄物部門

電力排出係数低減想定 目標値

産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門

ガス種・部門等の別
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（6）エネルギー消費量の将来推計及び目標設定 

エネルギー起源の CO₂排出量の算定式は次式のとおりでした。 

CO₂排出量 

＝ エネルギー消費量当たりの CO₂排出量 × 活動量当たりのエネルギー消費量 

×活動量． 

この式の右辺のうち、「活動量当たりのエネルギー消費量×活動量」を計算する

と、エネルギー消費量が求められます。ＢＡＵ想定の場合、「活動量当たりのエネ

ルギー消費量」は一定です。この場合には「活動量」の変化がそのまま「エネルギ

ー消費量」の変化になります。そこで、本章（1）で想定した活動量の変化を用い

て、令和 12（2030）年度のエネルギー消費量想定を計算すると、以下のようにな

ります。 

◆令和 12（2030）年度のエネルギー消費量想定 

令和元（2019）年度実
績値

令和12（2030）年度推
計値（ＢＡＵ想定）

消費量
の増減

[TJ] [TJ] [TJ]

農業 ▲18% 11 9 ▲2

建設業 11% 288 319 32

製造業 ▲6% 77 73 ▲4

0% 3,500 3,500 0

4% 9,041 9,405 364

自動車 ▲15% 3,183 2,695 ▲488

鉄道 0% 277 277 0

16,376 16,277 ▲99

変化率部門等

計

産業部門

運輸部門

業務部門

家庭部門

 

※ 2019 年度の実績値は、オール東京 62 市区町村共同事業

「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」算定値に基づく。 

 

活動量の変化により、ＢＡＵ想定でもエネルギー消費量はわずかに減少する見込み

となっています。しかし、「杉並区環境基本計画」の目標値（全部門合計で 11,604TJ）

には達していません。ＢＡＵ想定の各部門の構成比を維持したまま、同計画の目標を

達成することを目指し、部門別目標を以下のように設定します。 
 

◆令和 12（2030）年度のエネルギー消費量の部門別目標設定 

推計値
（ＢＡＵ想定）

構成比 目標値 必要削減量

[TJ] [％] [TJ] [TJ]

農業 9 0% 6 ▲3

建設業 319 2% 228 ▲92

製造業 73 0% 52 ▲21

3,500 22% 2,495 ▲1,005

9,405 58% 6,705 ▲2,700

自動車 2,695 17% 1,921 ▲774

鉄道 277 2% 197 ▲80

16,277 100% 11,604 ▲4,673

令和12（2030）年度

計

産業部門

運輸部門

業務部門

家庭部門

部門等
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１章 計画策定の背景 

 

 （１） 世界の動向 

地球温暖化とは、二酸化炭素を始めとする温室効果ガス排出量の増加により、

地球全体の平均気温が上昇する現象であり、その影響は気候にも大きな変化を与

えています。近年では、海面水位の上昇、猛暑による干ばつや豪雨などの異常気

象、農作物や生態系への影響など、地球温暖化に伴う気候変動の様々な影響が懸

念されています。 

この現状に対して、平成 27（2015）年 12月にフランスのパリで開催された国

連気候変動枠組条約第 21回締結国会議（ＣＯＰ21）では、温室効果ガス削減の

ための新たな法的枠組となるパリ協定が採択されました。パリ協定では、気候変

動枠組条約に加盟するすべての国が合意し、世界共通の長期目標として、世界全

体の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、

1.5℃に抑える努力目標が掲げられました。 

さらに、パリ協定を受けて平成 30（2018）年 10月に国連の気候変動に関する

政府間パネル（ＩＰＣＣ）が公表した「1.5℃特別報告書」では、パリ協定の目

標を達成するためには、令和 32（2050）年前後には二酸化炭素排出量を実質的

にゼロにすることが必要とされています。この報告書を受け、世界各国では

2050年までのカーボンニュートラルを目標として掲げる動きが広まりました。 

 

 （２） 国・都の動向 

こうした世界的な動向を受け、国は、令和 2（2020）年 10月の内閣総理大臣

による所信表明演説において「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実

現を目指す」ことを宣言しました。続けて、令和 3（2021）年 10月には、パリ

協定を契機に平成 28（2016）年度に策定された「地球温暖化対策計画」の改定

が閣議決定され、温室効果ガスの削減目標（2030年 46％・2050年ゼロ（平成 25

（2013）年度比））の達成に向けて挑戦を続けることを表明しました。 

東京都は、令和元（2019）年 12月に「ゼロエミッション東京」を公表し、令

和 32年（2050）年に二酸化炭素排出実質ゼロという目標に向けて、具体的取組

とロードマップをまとめた「ゼロエミッション東京戦略」を策定しました。 

さらに、令和 3（2021）年 1月には、令和 12（2030）年までに、都内の温室効

果ガス排出量を 50％削減、再生可能エネルギー電力の利用割合を 50％程度まで

高めることを表明し、令和 3（2021）年 3月には、「ゼロエミッション東京戦略

2020 Update & Report」を策定しました。 
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（３） 区の動向 

区では、これまで平成 13（2001）年度に環境マネジメントシステムの国際規

格である ISO14001を取得し、環境配慮に取り組んできました。 

その後、「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（以下「省エネ法」とい

う。）や「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」（以下「東京都環境確

保条例」という。）の改正により、新たに区が区内の一事業者として、省エネル

ギー対策や温室効果ガス排出量の削減義務を負うことになったことを踏まえ、

2010年度から、区独自の環境マネジメントシステムである「杉並区環境・省エ

ネ対策実施プラン」（以下「実施プラン」という。）を策定しました。 

実施プランは、「杉並区環境基本計画」の下位計画であり、併せて、「地球温暖

化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」という。）第 21条の規定に基づく

「地方公共団体実行計画（事務事業編）」に相当する計画として、エネルギー使

用量や用紙の使用量及び廃棄物排出量の削減目標を定め、温室効果ガスの削減に

取り組んできました。 

そして、令和 3（2021）年 11月には、2050年までにゼロカーボンシティを目

指すことを表明し、区民や事業者と協力して、脱炭素の取組をより一層進めてい

く決意を示しました。 

 

    

  

杉並区ゼロカーボンシティ宣言（抜粋） 

今、世界では、地球温暖化の影響により、干ばつや豪雨、台風などが強大化

し、大規模な自然災害が発生しています。もはや「気候変動」ではなく、「気候

危機」とも言える事態になっており、これまで以上の取組が求められる喫緊の

課題となっています。 

そこで、杉並区は、2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにする

「2050 年ゼロカーボンシティ」を目指すことをここに表明し、区民や事業者

の皆様とともに脱炭素社会の実現に向けた取組を強力に進めます。温暖化の進

行を食い止め、良質な住宅都市として発展してきた杉並区の環境を将来世代に

引き継いでいくため、全力で取り組んでいきます。 

（令和 3年 11 月１日表明） 
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２章 計画策定の基本的事項 

 

 （１） 計画の目的 

杉並区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「本計画」という。）は、

区が区内の一事業者として、地球温暖化防止や環境への配慮について実施する取

組の目標や具体的な内容等を定め、省エネルギー、省資源、環境配慮行動につな

がる取組を率先的に行うことで、区民や区内事業者の模範となることを目指すも

のです。 

 

 （２） 計画の位置づけ 

    本計画は、平成 31（2019）年に改定した「実施プラン」を全面改定し、温対

法第 21条第 1項に基づき、区の事務事業に伴う温室効果ガス排出量の削減並び

に温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化に取り組むための計画として、杉並区

環境基本計画の下位計画として位置づけ、地球温暖化対策に関連する法律や条

例、区が策定する関連計画等との整合性を図り、策定するものです。 

なお、策定に当たっては、令和 3（2021）年 10月の国の地球温暖化対策計画

の見直しに伴い、数値目標や取組の具体的な内容を定めることとしました。 

  

 

（３） 計画の期間と見直し 

本計画の期間は、「杉並区総合計画」及び「杉並区環境基本計画」の終期と合

わせ、令和 5（2023）年度から令和 12（2030）年度までとします。 

なお、社会情勢や取組の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行いま

す。 
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３章 対象範囲 

 

（１） 計画の対象範囲 

エネルギー管理の対象範囲は、区が設置及び管理するすべての区有施設（以下

「区対象施設」という。）とします。 

なお、省エネ法により事業者単位（企業単位）のエネルギー管理が義務づけら

れており、区におけるエネルギー管理者は、法令の定め等により次表のとおりと

します。 

   

 

  

施設区分等 エネルギー管理者 法令の定め等 

１ 

本庁舎及び区有施設 

（指定管理者、委託又は協働事業等

により管理運営する施設を含む。） 

区 長 地方自治法 

２ 
行政委員会（教育委員会を除く。） 

監査委員・区議会 

３ 

学校その他の教育機関 

（指定管理者又は委託により管理運営

する施設を含む。） 

教 育 委 員 会 

地方教育行政の組織及び

運営に関する法律 

（第 21 条による。） 

４ 
ＰＦＩ（Private Finance Initiative） 

により管理運営する施設 

特定目的会社 

（ＳＰＣ） 
ＰＦＩ事業契約 



 

5 

 

（２） 対象とする温室効果ガス等の種類 

① 管理するエネルギーの種別 

管理するエネルギーの種別は、以下の 9種類です。 

 電 気  ガ ス  上下水道※  ガソリン  軽 油  重 油  灯 油 

ＬＰＧ（液化石油ガス）  ＣＮＧ（圧縮天然ガス）    

    ※上下水道は給排水時に、主に電気エネルギーを必要とするため、管理す

るエネルギーの一つとして扱う。 

 

② 排出量削減の対象とする温室効果ガス 

区が排出量削減の対象とする温室効果ガスは、温対法第 2条第 3項に掲げ

る以下の 7種類の物質のうち、排出量の多くを占めている二酸化炭素、メタ

ン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン類とします。 

 ガスの種類 用途・排出源 

対

象 

二酸化炭素 

（CO₂） 
石油や天然ガス等の化石燃料の燃焼など 

メタン 

（CH₄） 
自動車の走行など 

一酸化二窒素 

（N₂O） 
自動車の走行など 

ハイドロフルオロカーボン類 

（HFCs） 
カーエアコンの使用（冷媒ガス漏洩含）など 

対

象

外 

パーフルオロカーボン類 

（PFCs） 
半導体の製造工程など 

六ふっ化硫黄 

（SF₆） 
変電設備に封入される電気絶縁ガスなど 

三ふっ化窒素 

（NF₃） 
半導体の製造工程など 

 

③ 環境配慮行動における管理項目 

エネルギー使用量と温室効果ガス排出量削減の取組に加え、用紙類使用量

や一般廃棄物の削減、環境負荷の少ない物品を購入するグリーン購入の推進

等の環境配慮行動に努めていきます。 

環境配慮行動における管理項目は、以下の 3項目です。 

 ・用紙類  ・一般廃棄物  ・グリーン購入 
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４章 杉並区環境・省エネ対策実施プランの達成状況 

 

 令和 3（2021）年度の取組目標及びそれに対する令和 2年度までの取組状況は以下

のとおりです。 

（１） エネルギー使用量、二酸化炭素排出量及び環境配慮行動の取組目標 

 区分 目標年度 取組目標 

エネルギー使用量 

令和 3 

（2021） 

年度 

12％削減（平成 22（2010）年度比） 

二酸化炭素排出量 12％削減（平成 22（2010）年度比） 

環
境
配
慮
行
動 

用紙類 15％削減（平成 21（2009）年度比） 

一般廃棄物 10％削減（平成 21（2009）年度比） 

グリーン購入 ― 100％ 

    

（２） 令和 2（2020）年度までの取組状況 

① エネルギー使用量の推移（単位：kl）  

 令和 2年度末実績では、区対象施設で 19.5％の減少（平成 22（2010）年

度比）となっており、令和 3年度までの削減目標（▲12%）を達成していま

す。 

 

9,540 8,562 8,284 8,031

8,317

6,310 6,033 6,348

17,857

14,872 14,317 14,379

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

平成22年度

（基準年度）

30年度 令和元年度 2年度

教育委員会 区長部局

削減率

▲19.5％
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② 二酸化炭素排出量の推移（単位：t-CO₂） 

 本庁舎のＬＥＤ化や小中学校への太陽光発電設備設置等の省エネ・再エネ

機器導入などにより、令和 2年度末実績では、区対象施設で 20.5％の減少

（平成 22（2010）年度比）となっており、令和 3年度までの削減目標（▲

12%）を達成しています。 

 

   

  ③ 用紙類（単位：kg） 

     資料の電子化やコピー用紙の裏面利用の促進などにより、令和 2年度末

実績では、区対象施設で 18.3％の減少（平成 21（2009）年度比）となって

おり、令和 3年度までの削減目標（▲15%）を達成しています。 

     

 

 

14,590 13,153 12,657 12,105 

12,666 
9,581 9,231 9,571 

27,256 

22,734 21,888 21,676 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成22年度

（基準年度）

30年度 令和元年度 ２年度

教育委員会 区長部局

751,799
597,663 574,784

691,563
609,716

252,423

211,573 217,722

205,056 
210,846 

1,004,222

809,236 792,506

896,619

820,562

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

平成21年度

（基準年度）

29年度 30年度 令和元年度 ２年度

教育委員会 区長部局
削減率

▲18.3％

削減率 

▲20.5％ 
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【参考】区対象施設の二酸化炭素排出量内訳（令和 2年度） 

  
   区対象施設の二酸化炭素排出量の約 98％は、電気や都市ガスなどの燃料等

によるものです。このうち、約 35％は、都市ガスを主とする燃料及び熱に由

来するものですが、現段階では、カーボンニュートラル化したガスの普及が

進んでいないことから、電気に比べて二酸化炭素排出量を削減することが難

しくなっています。 

   そのため、後述する、温室効果ガス排出量の削減目標の達成には、再生可

能エネルギーの導入など、電気に由来する二酸化炭素排出量の削減に向けた

取組が重要となります。 

 

 

  

区長部局（本庁舎） 651

区長部局（本庁舎以外） 3,474

学校その他の教育機関 3,373

区長部局（本庁舎） 970

区長部局（本庁舎以外） 6,782

学校その他の教育機関 5,923

区長部局（本庁舎） 14

区長部局（本庁舎以外） 214

学校その他の教育機関 275

単位：t-CO2

二酸化炭素
排出量

21,676

燃料等
21,173

燃料及び熱
（主に都市ガス）

7,498

電気
13,675

水道等
503

ガスのカーボンニュートラル化について 

日本ガス協会は、2030 年に向けて、メタネーション（水素と二酸化炭素か

らのメタン合成）に関する技術課題の解決、国内での実証に重点的に取り組ん

でいくことに加え、脱炭素化に資する手立てを駆使し、ガスのカーボンニュー

トラル化率 5％以上を実現することを発表しています。 

 

 

出展：ガスのカーボンニュートラルの加速化にむけて（2021 年 6 月 1 日資源エネルギー庁） 
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④ 一般廃棄物（単位：kg） 

令和 2年度末実績では、区対象施設で 3.4％の減少（平成 21（2009）年度

比）にとどまっており、令和 3年度までの削減目標（▲10%）未達成となっ

ています。 

 

 

 

【参考】 

  

削減目標が未達成となった要因の一つとして、新型コロナウイルス感染症

の拡大に伴い臨時休業した施設が整理を行い、不要品をまとめて廃棄したこ

とが考えられます。 

そのため、今後は不要品の譲り合いや、物品を長く使用することなどがよ

り一層進むよう、啓発を通じて、廃棄物量の縮減を図っていく必要がありま

す。 

  

1,222,868 1,203,063 1,232,145 1,246,442

1,261,170 1,192,746 1,190,452 1,153,541

2,484,038
2,395,809 2,422,597 2,399,983

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

平成21年度

（基準年度）

30年度 令和元年度 ２年度

教育委員会 区長部局 削減率

▲3.4％

平成21年度
（基準年度）

30年度 令和元年度 2年度 平均

排出量(kg) 1,744,760 1,588,794 1,612,380 1,705,803 1,635,659

基準年度比(％) ― ▲8.9% ▲7.6% ▲2.2% ▲6.3%

排出量(kg) 201,273 207,583 227,079 198,917 211,193

基準年度比(％) ― 3.1% 12.8% ▲1.2% 4.9%

排出量(kg) 6,030 1,564 714 6,288 2,855

基準年度比(％) ― ▲74.1% ▲88.2% 4.3% ▲52.6%

排出量(kg) 531,975 597,868 582,424 488,976 556,423

基準年度比(％) ― 12.4% 9.5% ▲8.1% 4.6%

可燃

不燃

粗大

資源
※ビン、缶、

新聞紙等

区分
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⑤ グリーン購入 

  令和 2年度末実績では、区対象施設で 89％となっており、令和 3年度まで

の目標（100%）は未達成となっています。 

 目標未達成となった要因として、グリーン購入法非適合品の代替が進まず

継続購入しているほか、現在、古紙が市場に十分に行き渡らず、古紙配合の

印刷用紙の確保が困難な状況であるため、グリーン購入法適合品調達の適用

除外としていることがあげられます。なお、印刷用紙の取扱いについては、

国で見直しの検討を予定しています。 

 

 

  

  

100%

97%
96%

96%

100%

87%

84% 84%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

平成21年度

（基準年度）

30年度 令和元年度 ２年度

教育委員会 区長部局 購入率

89％

グリーン購入法とは 

グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮し

て、必要性をよく考え、環境への負荷ができるだけ少ないものを選ん

で購入することです。 

グリーン購入は、消費生活など購入者自身の活動を環境にやさしい

ものにするだけでなく、供給側の企業に環境負荷の少ない製品の開発

を促すことで、経済活動全体を変えていく可能性を持っています。 
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５章 温室効果ガス排出量の削減目標 

 

（１） 温室効果ガスの削減目標 

区では、「2050年ゼロカーボンシティ」を区域全体で実現するため、都の目標や

杉並区環境基本計画等を踏まえ、平成 12（2000）年度を基準として、「2030 年カ

ーボンハーフ」となる令和 12（2030）年度の目標を設定しています。 

そのため、区においても区内の一事業者として同様の目標を設定します。 

また、直近年度である令和 2（2020）年度の部局別の温室効果ガス排出量の構成

比を用いて目標値を案分し、部局別の目標とします。 

  

 

基準 
平成 12（2000）年度 

計画目標 
令和 12（2030）年度 

削減目標 
平成 12（2000）年度比 

24,841 12,421 50％ 

 

 
 

【参考】計画目標（部門別） 

     

  

24,841 
21,676 

12,421 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成12年度

2000年度

（基準）

令和2年度

2020年度

（直近）

令和12年度

2030年度

（計画目標）

令和32年度

2050年度

（最終目標）

最終目標

100％
削減

５０％ 
削減 

単位：t-CO2eq 

区長部局（本庁舎） 937

区長部局（本庁舎以外） 5,999

学校その他の教育機関 5,485

温室効果ガス
排出量

12,421

単位：t-CO2eq
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（２） エネルギー使用量の削減目標 

  温室効果ガス排出量の削減目標に合わせ、平成 12（2000）年度を基準として、

50％の削減となる、令和 12（2030）年度の目標を設定します。 

また、直近年度である令和 2（2020）年度の部局別のエネルギー使用量の構成比

を用いて目標値を案分し、部局別の目標とします。 

 
 

 基準 
平成 12（2000）年度 

計画目標 
令和 12（2030）年度 

削減目標 
平成 12（2000）年度比 

15,375 7,688 50% 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【参考】計画目標（部門目標） 

      

 

 

 

 

 

 

  

単位：ｋｌ 

15,375 
14,379 

7,688 

0

4,000

8,000

12,000

16,000

平成12年度

2000年度

（基準）

令和2年度

2020年度

（直近）

令和12年度

2030年度

（計画目標）

５０％
削減

区長部局（本庁舎） 582

区長部局（本庁舎以外） 3,712

学校その他の教育機関 3,394

単位：kl

エネルギー
使用量
7,688
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（３） 環境配慮行動における管理項目の取組目標 

   用紙類、グリーン購入においては、実施プランにおける取組目標を継続します。 

なお、一般廃棄物においては、「杉並区一般廃棄物処理基本計画（令和 4～12年

度（2022～2030年度））」の「ごみ・資源総排出量指数」の目標値に合わせ、令和

2（2020）年度を基準として、令和 12（2030）年度の目標を設定します。 

  
基準 

令和 2（2020）年度 

計画目標 

令和 12（2030）年度 

取組目標 

令和 2（2020）年度比 

用紙類 

（ｋｇ） 820,562 697,477 15％削減 

一般廃棄物 

（ｋｇ） 
2,399,983 2,039,985 15％削減 

グリーン購入 

（％） 
― 100％ 100％ 
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６章 取組 

 

（１） 取組の体系 

  

  

削減の方向性 取組概要

● エネルギーの削減

● 用紙類の削減

● 廃棄物の削減

● グリーン購入の推進

● 区役所本庁舎における施設維持管理の効率化

● 区立施設における維持管理の効率化

● 責任者によるエネルギー管理に対する取組方針の明確化

● 職務執行にあたっての環境法令の遵守等

● 部・課を単位とした確実な削減計画等の実施と課題の把握

● 区立施設の新築・改築時における、原則ZEB化
　 （「ZEB Oriented」相当以上）

● 建設、解体時等に排出される二酸化炭素（エンボディード・カーボン）
　 の見える化及び削減への取組検討

● 新築・改築時にZEB化が困難な区立施設及び既存の区立施設における、
   LED照明などの省エネルギー設備導入や建物の断熱性能向上の推進

● 遊休区有地等を活用した太陽光発電による、
　区立施設への再生可能エネルギー電力の導入拡大

● 区立施設における、太陽光発電や蓄電池等、可能な限りの
   再生可能エネルギー設備の導入拡大
      【新築・改築時の太陽光発電設備の設置目標】
      　　・ 学校　  　 ： 原則30kw以上を屋上に設置
       　 ・ 学校以外 ： 原則　5kw以上を屋上に設置
    既存施設における、設置可能性の調査・検討、導入拡大

● 区立施設の調達電力における、可能な限りの再生可能エネルギー
   への転換

● 広場、駐車場・歩道等に設置できる、太陽光発電舗装システム
   の試験導入の検討

● 庁有車の更新等における、電気自動車（EV）など、次世代自動車への
　 順次切替
　  令和12（2030）年度までに、庁有車の非ガソリン車化を目指す。

● 電気自動車の充電設備整備の推進

自治体連携による
カーボンオフセット事業の実施

● 森林環境譲与税を活用した、交流自治体が所有する森林整備及び
　 カーボンオフセット事業（区から排出される二酸化炭素の相殺）の実施
    体験型森林環境学習の実施に向けた取組の推進

基本的
取組

第1の柱　省エネ及び環境負荷の低減
　　　　　   に対する職員意識の徹底

第2の柱　省エネ技術、省エネ型設備
　　　　　　 機器類等の導入の検討

第3の柱　組織の主体性と責任ある取組

重点的
取組

区立施設の新築・改築時等における
省エネ化の推進

再生可能エネルギーの導入拡大

庁有車における
次世代自動車への切替推進
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（２） 基本的取組 

  ① 考え方 

    地球温暖化防止を目的に、事業者としての区がエネルギー使用量・二酸化炭

素排出量等を削減するためには、職員一人ひとりが省エネ及び環境負荷の低減

に対する意識を高め、積極的に取り組むことが大切です。 

また、本計画を実効性あるものとして運用していくためには、各部において、

部長の指揮と責任の下、主体性をもって取り組むものとします。 

エネルギー管理にあたっては、施設の実情（以下、ア～ウ）を踏まえ、長期的

に持続可能な取組として実施します。 

ア 施設規模や構造、経過年数、設備機器の技術水準、耐用年数、使用頻度 

イ 施設の稼動・供用日数 

ウ 施設の利用人数や配置職員数 など 

   

   ② エネルギー管理における考慮事項 

    施設改修や設備機器の更新は、費用対効果や優先度等を十分考慮し、自治体

経営全体の観点から判断します。 

 

    ③ 適切なエネルギー管理等に取り組む 3つの柱 

    基本的取組の考え方を踏まえ、以下のとおり 3 つの柱を設定し、目標達成に

向けて、エネルギー管理等に取り組むものとします。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

.. 

 

 

  

省エネ及び環境負荷

の低減に対する 

職員意識の徹底 

省エネ技術、省エ

ネ型設備機器類等

の導入の検討 

組織の主体性と 

責任ある取組 

第 1 の柱 

第２の柱 第３の柱 
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第 1の柱 省エネ及び環境負荷の低減に対する職員意識の徹底 
 
温室効果ガスの削減には、日常業務において職員一人ひとりが問題意識を持って省エネ行動

を実践していくことが必要です。 

● エネルギーの削減 

  照明 

① 空き室や不在時等の小まめな消灯を徹底する。 

② 事務室、会議室やトイレ、ロッカー室等は使用後の消灯を徹底する。 

③ 就業時間前、昼休みや残業時は、必要最小限の点灯にとどめる。 

④ 業務に支障がなく、健康に害が及ばない範囲で間引きをする。 

⑤ 日中の窓側照明は、自然光の活用により、可能な範囲での消灯に努める。 

⑥ 照明下の障害物を定期的に整理する。 

⑦ ランプ等の定期的な清掃・交換を行う。 

  空調  

① 室温は冷房時 28 ℃、暖房時 19 ℃を目安に、空調設備の適正運転に努める。 

② 空調効率を上げるため、業務に支障がない範囲で窓や扉等を閉める。 

③ クールビズ・ウォームビズを励行する。 

④ 扇風機、ブラインドやカーテン等を有効に利用し、冷暖房の効率を高める。 

⑤ 空調の吹き出し口に物を置かない。 

⑥ 空き室や不在時等は、空調を停止する。 

⑦ 温度計等を活用し、手動により小まめな稼働の調整を行う。 

⑧ 余冷・余熱利用により、終業時の早めの空調停止に努める。 

⑨ エアコンフィルター等の定期的な清掃や管理を行う。 

  ＯＡ機器類 

  ① パソコンは、節電待機モードを活用し、昼休みや会議などで長時間（60 分以上）使用しない

ときは電源を OFF にする。 

② コピー機やプリンタ等は、省エネモードを活用する。 

③ 退庁時は、電化製品等のコンセントを抜くことや、省エネ型タップ等を活用することで、待機

電力を省く。 

④ 各種電化製品の使用状況を把握することにより、適正配置等、台数の見直しを図る。 

  公用車 

   ① 水曜日はノーカーデーとし、自動車の使用を控える。 

   ② エコドライブ（急加速や急減速を行わない等環境に配慮した自動車の運転）を徹底する。 

③ 「相乗り運行」を励行する。 

④ 可能な限り、自転車や公共交通機関を利用する。 

  その他 

   ① エネルギー使用量を定期的に把握し、増減について自己分析を行う。 

   ② エレベーターの使用を出来るだけ控え、階段を積極的に利用する。 

   ③ ノー残業デーや一斉退庁に努め、電気使用量等を抑制する。 

   ④ 水の流し放しをせず、節水を心掛ける。 

   ⑤ 漏水、破損には迅速に対応し、水の浪費を抑える。 
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● 用紙類の削減 

  庁内向け 

   ① 業務における電子メールの利用、資料の電子化を進め、ペーパーレス化を図る。 

   ② 両面印刷、裏面印刷、縮小・集約印刷を行う。 

③ 印刷物は残部が出ないように必要数を見極める。 

④ 資料等は職員それぞれが保有することを控え、共有化を図る。 

⑤ 複数部印刷する際は、ミスコピーを防止するため、設定を確認のうえテスト印刷を行う。 

⑥ 研修、講習会、説明会等では、配付資料を少なくする工夫をする。 

⑦ 用紙購入量を定期的に把握し、適正な管理を行う。 

  対外向け 

   ① 刊行物は、適正部数を作成する。 

   ② 区民又は外部機関等に公表する資料等は、ホームページに掲載する等、冊子等の作成は

必要最小限とする。 

 

● 廃棄物の削減 

   ① 紙、ビン、缶、ペットボトル等、リサイクルが可能な資源は分別を徹底する。 

   ② ３Ｒ（リデュース（減らす）リユース（繰り返し使う）リサイクル（再資源化））を心がける。 

③ 購入前に必要かどうか考え、今ある品で代用、修理できるか検討する。 

④ 使い捨ての製品よりも、壊れにくく長く使えるものを選ぶ。 

⑤ 使い終えたとき、ごみが少ないものを選ぶ。 

⑥ 繰り返し使うことを前提とした品を選ぶ。 

⑦ 買う際は梱包、包装等をできるだけ少なくする。 

⑧ 使用していない備品等は、庁内通知サービスを利用し、他部署での再利用に努める。 

⑨ 用紙、事務用品は可能な限り再利用する。 

⑩ 使用済み封筒は、交換便等に活用する。 

⑪ 昼の弁当等の空き容器は、購入した店舗に返す。 

⑫ 買い物には、マイバッグを持参し、不要なレジ袋、ストローなどの使い捨てプラスチック製品 

をもらわない。 

⑬ 水筒、マイカップ、マイ箸等を利用する。 

 

● グリーン購入の推進 

   ① 急な発注にならないよう、余裕をもって計画的な物品購入を行う。 

② カタログやインターネットで、グリーン購入適合品を選ぶ。 

③ コピー用紙や封筒等は、古紙配合率の高い再生紙を優先して選ぶ。 

④ 紙類は、再生紙を原料とした製品を優先して選ぶ。 

⑤ 事務用品等は、再生原料を利用した製品を優先して選ぶ。 

⑥ エコマーク、省エネマーク等、環境ラベリングを参考に購入する。 
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出典：バイオエネルギー(株)ＨＰ 

ワンウェイプラスチック削減の取組 

マイバッグの普及啓発 

 昼休み時間帯の買い物

などに利用してもらうた

め、職員用シェアマイバ

ッグコーナーを設置しま

した。 

 

マイボトルの普及啓発 

区役所を訪れる人や区

職員に向け、環境に対す

る意識啓発事業の一環と

して区役所本庁舎に、ボ

トル（水筒）対応型給水

機を設置しています。 

 

 

食品廃棄物の資源化の取組 

 区施設から回収した

食品廃棄物（給食室等

の調理施設で発生する

食品残渣、区施設での

弁当の食べ残し等）を

利用して、メタン発酵

によるバイオガスで発

電した電力を売電して

います。 
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第 2の柱 省エネ技術、省エネ型設備機器類等の導入の検討 
 

エネルギーを効率よく使い、使用量を削減するためには、既存の施設設備について、保守

点検等の適正な管理を行い、可能な限り長期に継続して使用できるようにしていかなければ

なりません。また、機器等の更新等にあたっては、省エネ型の設備機器類の導入や拡大、電

力受給契約での新電力の活用を検討することが必要です。 
 

● 区役所本庁舎における施設維持管理の効率化 

   ① コージェネレーション（熱電併給）システムの効率的な運用 

② 省エネルギー化に向けた総合的な維持管理方法のあり方の検討 

③ 電力受給契約における、再生可能エネルギーの導入 

④ 庁有車の電気自動車への切替推進 
 

● 区立施設における維持管理の効率化 

① 太陽光発電機器の設置及び省エネルギー型の空調設備の導入 

② 照明器具の LED 化 

③ 高効率機器、照明制御システムなどの導入及び検討 

④ 建物外壁等における断熱効果の高い素材の使用や改善策の検討 

⑤ 計画的なＺＥＢ化の推進 

⑥ 電力受給契約における、特定規模電気事業者（新電力）活用の検討 
 

第 3の柱 組織の主体性と責任ある取組 
 

適正なエネルギー管理を推進していくため、実施部門である部・課組織において、職員の

意識を徹底するとともに、省エネに向けた取組方針の明確化、取組成果や課題の共有化など、

効率的で持続可能なエネルギーの管理体制の構築に努めるものとします。 
 

● 責任者によるエネルギー管理に対する取組方針の明確化 

① 組織目標の設定及び削減計画の策定及び実践 

② 職員研修の実施等 

③ 組織横断的な推進体制の整備 
 

● 職務執行にあたっての環境法令の遵守等 

① グリーン購入の推進 

② 法令で定める基準の遵守及び適正手続きの徹底 

ア フロン類、PCB (ポリ塩化ビフェニル)、その他の化学物質等の適正な管理・保管 

イ 可燃・不燃ごみ、医療系廃棄物、汚泥、PCB その他の化学物質等の適正な廃棄 

ウ 送風機等による騒音の測定及び発生の抑制 

エ 重油、ガソリン等の適切な管理・保管 

③ 重油、フロン類、PCB、灯油に関する緊急事態への体制等の整備 
 

● 部・課を単位とした確実な削減計画等の実施と課題の把握 

① ＰＤＣＡサイクルによる継続的な検証の実施 

② 適切な自己点検の実施 

③ 実施に伴う課題や問題点の把握・分析と対応策の検討 
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（３） 重点的取組 
  

区立施設の新築・改築時等における省エネ化の推進 

 

 取 組 内 容 

● 区立施設の新築・改築時については、原則 ZEB 化

（「ZEB Oriented」相当以上とする。）を図ります。 

 
 
【参考】ZEB 化 

 ・国： 今後予定する新築事業について原則「ZEB Oriented」相当以上とし、2030 年

度までに新築建築物の平均で「ZEB Ready」相当となることを目指す。 

 ・都： 新築・改築や大規模改修時には、エネルギー消費量を建築物の用途、特性

等を踏まえ、原則として 30～50％（「ZEB Ready」や規模・用途によっては「ZEB 

Oriented」となる水準相当）以上削減することを目指す。 
 

 

● 建設、解体時等に排出される二酸化炭素（エンボディ

ード・カーボン）の見える化及び削減への取組について
検討します。 

 

  

出典：環境省  ZEB PORTAL 
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関連用語 

ＺＥB（ゼブ） 

 快適な室内環境を実現しながら、省エネ・創エネにより、建物のエネルギ

ー消費量を正味（ネット）でゼロとすることを目指した建築物のこと。 
 

種 

類 

ZEB 省エネ（50％以上）＋創エネにより正味 100％以上削減 

Nearly ZEB 省エネ（50％以上）＋創エネにより正味 75％以上削減 

ZEB Ready 省エネ（50％以上）により正味 50％以上削減 

ZEB Oriented 省エネ（30～40％以上）＋未評価技術の導入 

 

出典：環境省  ZEB PORTAL 

出典：環境省  ZEB PORTAL 
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 取 組 内 容 

● 新築・改築時に ZEB 化が困難な区立施設や既存の区

立施設については、LED 照明などの省エネルギー設備
（照明、空調・換気、給湯等）の導入や建物の断熱性能

向上を計画的に推進します。 

※令和 4 年度当初：本庁舎 LED 導入率 100％ 

 【参考】LED 照明の導入 

 ・国： 既存施設を含めた政府全体の LED 照明の導入割合を 2030 年度までに

100％とする。 

 ・都： 新築・改築や大規模改修時には、LED 照明の導入に取り組む。 

【参考】断熱性能向上 

 ・国： 複層ガラスや樹脂サッシ等の導入などにより、建築物の断熱性の向上に努め

る。また、増改築のみならず、大規模改修時においても建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律に定める、省エネ基準に適合する省エネ性能向

上のための措置を講ずる。 

 ・都： 建築物の形状・配置の工夫、外壁・屋根の高断熱化などによる建築物の熱負

荷の低減に取り組む。 

 

  

 

建築物省エネ法と省エネ基準 

建築物省エネ法（※）改正 

現行法では、床面積 300 ㎡以上の中規模・大規模建築物（非住宅）に省

エネ基準適合が義務付けられていますが、2025年度以降は、全ての新築住

宅・非住宅が省エネ基準への適合義務対象となります。 

※ 正式名称：建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

省エネ基準 以下の 2つの基準により評価 

  ・ 一次エネルギー消費量基準 

  「一次エネルギー」：化石燃料、原子力燃料、水力、太陽光など自然から

得られるエネルギーのこと。 

 ・ 外皮（外壁・窓等）の熱性能基準 

出典：国土交通省 住宅局 
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再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 拡 大 

 

 取 組 内 容 

● 遊休区有地等を活用した太陽光発電設備等の整備に

よる再生可能エネルギー発電事業を実施し、区立施設へ
の再生可能エネルギー電力の導入拡大を図ります。 

● 
 
区立施設において、可能な限り太陽光発電や蓄電池

等の再生可能エネルギー設備の導入拡大を進めます。 

新築・改築時の太陽光発電設備の設置目標は以下の

とおりとし、施設規模に応じて発電容量の拡大を図り
ます。 

学校  ：原則 30kw 以上を屋上に設置 

学校以外：原則 5kw 以上を屋上に設置 
既存の施設についても、設置の可能性を調査・検討

し、可能なところから導入の拡大をしていきます。 
※令和 4 年度当初：学校 36 校（６４校中）の他、本庁舎や一部区立施設に設置済 

 【参考】太陽光発電 

 ・国： 2030 年度には設置可能な建築物（敷地含む）の 50％以上に太陽光発電設

備を設置することを目指す。 

 ・都： 都有施設の新築・改築に当たっては、施設の特性、立地状況等に応じ、太陽

光発電設備を原則として導入していくとともに、 地中熱など多様な再生可能エ

ネルギーの利用も推進していく。 

● 
 
区立施設が調達する電力について、可能な限り再生

可能エネルギーへの転換を図ります。 
※令和 4 年度当初：学校30 校、区立施設 30 施設に導入済 

 【参考】再生可能エネルギー 

 ・国： 2030 年度までに各府省庁で調達する電力の 60％以上を再生可能エネルギ

ー電力とする。 

 ・都： 2030 年に都有施設使用電力の再エネ 100％化（2024 年度は 4 割程度）を目

指す。 

● 
 
既存の広場、駐車場・歩道等に設置できる、太陽光

発電舗装システムの試験導入を検討します。 
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遊休区有地等 杉並区役所

本庁舎

区立施設

発電 電力購入使用

送電

小売

事業者 販売

遊休区有地等 杉並区役所

本庁舎

区立施設

発電 電力使用

送電

送電ネットワーク

 

遊休区有地等における太陽光発電設備の導入方法 

自己託送 

 電力使用者が保有する遊休地等に、発電事業者又は電力使用者が太陽

光発電設備を設置し、発電された電力を、送電ネットワークを通じて、

電力使用者の事業所に供給し、消費する仕組みのこと。 

PPA 

 電力使用者が保有する遊休地等を借り受けた発電事業者が太陽光発

電設備を設置し、発電された電力を、電力使用者が小売事業者から購入

して、消費する仕組みのこと。 

※上記は一例であり、他にも複数の事業手法があります。 

区立施設に設置した太陽光発電設備 
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庁有車における次世代自動車への切替推進 

 

取 組 内 容 

● 
 
庁有車を新規導入・更新する際には、電気自動車（EV）

を始めとする ZEV などの次世代自動車へ順次切り替え

を進め、令和 12（2030）年度までには、全ての庁有車

の非ガソリン車化を目指します。 
※災害時等に使用が想定される一部の車を除く。 

※令和 4 年度当初：庁有車等内訳  

 

 【参考】電動車・ＺＥＶ 

 ・国： 令和 12（2030）年度までに、原則、全て電動車とする。 

 ・都： 令和 6（2024）年度までに、原則、全てＺＥＶ等非ガソリン車とすることを目標。 

● 
 
非ガソリン車への切り替えと併せて、電気自動車の充

電設備の整備を進めます。 
※令和 4 年度当初：普通充電設備３台（本庁舎、高井戸地域区民センター） 

  

燃料 台数 用途 台数
常用等 2
貨物 1
常用等 8
安全パトロールカー 2
広報車 1
清掃車 52
貨物 48
常用等 26
緊急車両 8
安全パトロールカー 4
広報車 4
道路作業車 3
常用等 1
起震車 1

計 161 計 161

軽油 5

電気 3

ＨＶ 11

ガソリン 142

関連用語 

ＺＥＶ（ゼロエミッション・ビークル） 

  走行時に二酸化炭素等の排出ガスを出さない、電気自動車（ＥＶ）、燃料

電池自動車（ＦＣＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）のこと。 

電動車 

  電力を動力源とする、ＺＥＶ、ハイブリッド自動車（ＨＶ）のこと。 

次世代自動車 

  大気汚染物質の排出が少ない、または全く排出しないなど環境負荷の小

さい、電動車、天然ガス自動車、水素自動車等のこと。 
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自治体連携によるカーボンオフセット事業の実施 

 

取 組 内 容 

● 
 
森林環境譲与税を活用して、交流自治体が所有する森

林の整備を行い、区から排出される二酸化炭素を相殺す
るカーボンオフセット事業を実施します。 

また、対象となる森林を活用した、区民参加による体

験型森林環境学習の実施に向けた取組を進めます。 

 【参考】森林の整備・保全の推進 

 ・国： 対象となる森林について、健全な森林の整備や適切な管理・保全等を図り、

二酸化炭素吸収源としての機能を維持・向上させる。 

 

 

関連用語 

カーボンオフセット 

 森林整備などを通じた二酸化炭素排出量削減・吸収プロジェクトを実施し

て、排出削減・吸収に資する価値を創出し、自治体や企業などの温室効果ガ

ス排出量の埋め合わせに提供する取組のこと。 

森林環境譲与税 

 国が徴収した特定の税目の税収を一定の基準により地方自治体に譲与す

る地方譲与税の一種。区市町村による森林整備の財源として、令和元

(2019)年度から譲与されている。 

出典：農林水産省ＨＰ 

※事業スキームイメージ 

【参考】年間の二酸化炭素吸収量の目安 

     ： 1ha 当たり 10t 

森林整備

埋め合わせ
（オフセット）

排出削減・吸収価値

杉並区
削減努力をして

もどうしても減

らせない排出量

交流自治体
杉並区外での

排出削減・吸収量
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７章 推進体制 

 

 （１） 推進組織 

エネルギー管理等を適正かつ効果的に推進し目標を達成するため、区長の下に

「杉並区環境・省エネ対策推進本部会」を設置するとともに、法令に基づく必要

な要員等を確保するなど、実施体制の整備を図ります。 

 

   ① 推進本部会 

推進本部会は、エネルギー管理等の実施状況や成果の検証等を含めた進行管

理を行うほか、エネルギー使用量削減及び温室効果ガス排出量削減並びに環境

配慮行動の取組状況等について、区長に報告し、区民に公表します。 

 

   ② 実施体制の整備 

意思決定者 所 掌 事 務 

  区  長 
エネルギー管理等に関する最終的な方針決定を

行う。 

推進本部会      所 掌 事 務 

 

管理統括者 
所管する組織のエネルギー管理等の総括及び

実施の進行管理を行う。 

管理責任者 

管理統括者の指導の下、エネルギー管理等の

実施等（自己点検を含む。）を管理推進者に指

示する。 

管理企画推進者 

管理統括者及び管理責任者を補佐し、区のエネ

ルギー管理等に関する運用状況の把握及び調

整を担当する。 

エネルギー管理員 本庁舎の総合的なエネルギー管理を担当する。 

   管理推進者 
管理責任者の下、エネルギー管理等に関し、削

減計画の策定、実施等を担当する。 

副管理推進者 
管理推進者の下、エネルギー管理等に関して、

各課各施設の実質的な管理を担当する。 

環境検査員 
エネルギー使用量や環境配慮行動などの検査

を担当する。 
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③ エネルギー管理等の実施体制の概要図 

      

        

 

  

区 長

意思決定 意見の申出

管理企画推進者による補佐

推進本部会

管理責任者

管理統括者

エネルギー管理員

管理推進者

職員 ・ 環境検査員

推進本部会事務局

情報提供・支援

副管理推進者
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 （２） 事務局と主管部門との連携 

 本計画の運用にあたり、推進本部会事務局は実施に関する総括的な事務等を所

掌するものとし、主管部門は、具体的な削減計画の策定及び実施に関する事務を

所掌するものとします。推進本部会事務局と主管部門は相互に協力・連携してエ

ネルギー管理等の効果的な推進を図ります。 

主な事務分担は、次のとおりとします。 

    
推進本部会事務局 主管部門（各部・課） 

計 

画
（ 

Ｐ 

） 

○事務説明会の開催 

○様式、書式等の資料提供 

○エネルギー使用量等削減計画や

実施状況等の取りまとめ 

○本部会への付議資料等の作成 

○国、都への提出書類等の作成 

○所管施設ごとの前年度エネルギー使用量等の把

握・集計 

○各課各施設によるエネルギー使用量等削減計

画の策定 

○法令による施設（エネルギー使用量原油換算

30kℓ以上１,500kℓ未満）については、地球温暖

化対策報告書を作成 

○副管理推進者、環境検査員の推薦 

○本庁舎のエネルギー使用量等の集計及び削減

計画の策定等 

実 
行
（ 

Ｄ 

） 

○管理統括者の補佐 

○環境・省エネ関連情報の提供と主

管部門に対する支援 

○区民意見等の受理・取りまとめ 

○計画の実行と進行管理 

○事業実施にあたっての環境保全への配慮、 

法令遵守 

①法的要求事項の自主管理の徹底 

②化学物質の管理徹底と常時保管する量の削減 

③緊急事態に対応した体制等の整備 

○研修の実施 

○区民意見等の受理等 

○本庁舎におけるエネルギーの総合的な管理 

点 

検
（ 

Ｃ 

） 

○エネルギー使用量等及び自己点

検結果等の取りまとめ 

○改善計画や見直しへの指導・助言 

 

○部・課を単位とした自己点検の実施 

○目標達成が困難な場合等における原因の調査、

改善策等の検討 

○エネルギー使用量等の事務局への状況報告 

○本庁舎のエネルギー使用量の集計等 

見
直
し
（ 

Ａ 

） 

○事務事業編の実施状況に関する区

民への公表と区民意見の集約・計

画への反映 

○省エネ対策に関する積極的な検討、改善 

○本庁舎の省エネ対策の検討及び維持管理方法

の改善 
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８章 点検・評価及び公表 

  

（１） 主管部門による自己点検 

主管部門においては、「環境検査員」を選任し、エネルギーの管理状況や環境配

慮行動、環境法令の遵守状況を自己点検します。 

 

（２） 推進本部会による検証 

  推進本部会において、本計画の適正な進行管理とＰＤＣＡサイクルに基づき、自

己点検の結果による検証を行います。 

 

（３） 外部組織等による評価、公表 

  本計画の運用状況は、区公式ホームページの掲載等により、年 1回公表するほか、

杉並区環境清掃審議会に報告し、評価を受けます。 

 

 

  

 

・エネルギー使用状況の把握 

・削減計画の策定・改定 

・省エネ・省資源の徹底 

・事業実施に当たっての環境保全 

への配慮、環境法令の遵守 

CHECK 点検 

・部課を単位とした自己点検の実施 

・本部会によるエネルギー管理等の実施 

状況や成果等の検証 

・外部組織等による評価 

・区公式ホームページの掲載等による公表 

・自己検査点検や本部会による検 

証及び削減計画や目標の見直し 

・区民等意見の反映 

PLAN 計画 

 

ACTION 見直し 

 

DO 実行 

し 
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資料３ 

■ 温室効果ガスの削減目標 

24,841 21,676 

12,421 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成12年度

2000年度

（基準）

令和2年度

2020年度

（直近）

令和12年度

2030年度

（計画目標）

令和32年度

2050年度

（最終目標）

最終目標

100％削減

50％削減

令和５年度～令和 12 年度 
（2023 年度～2030 年度） 

2050 年ゼロカーボンシティの実現に向けて、令和12（2030）年度の温室効果ガス削減量を、

対平成12（2000）年度比で 50％削減するカーボンハーフを目標に設定する。 

本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、区内から排出される温室効果ガス排出量の

削減等に杉並区全体で取り組むための計画（区域施策編）及び、区が事業者として温室効果ガス排出量の

削減等に取り組むための計画（事務事業編）で構成する計画であり、「杉並区環境基本計画」の下位計画と

して位置づけ、地球温暖化対策に関連する法律や条例、区が策定する関連計画等との整合を図る。 

■ 計画の位置づけ  

【参考】区対象施設の二酸化炭素排出量内訳（令和 2年度） 

区対象施設の二酸化炭素排出量の約 98％は、電気や都市ガスなどの燃料等によるものです。この

うち、約 35％は、都市ガスを主とする燃料及び熱に由来するものですが、現段階では、カーボンニ

ュートラル化したガスの普及が進んでいないことから、電気に比べて二酸化炭素排出量を削減する

ことが難しくなっています。 

そのため、温室効果ガス排出量の削減目標の達成には、再生可能エネルギーの導入など、電気に

由来する二酸化炭素排出量の削減に向けた取組が重要となります。 

【区域施策編】 

【事務事業編】 

必要削減量：令和 12（2030）年度の本計画目標と現状すう勢の差異   

※ 現状すう勢とは、直近の令和元（2019）年度の実績値に、追加的な対策を行わないと仮定し、人口や経

済活動量等の変化及び再生可能エネルギーの普及等（国が示す令和 12（2030）年度全電源平均の電力排

出係数）による想定を反映して算出した令和 12（2030）年度想定値のこと。 

必要削減量
対現状すう勢

1,654 1,461 1,075 827 ▲248 

産業部門 58 32 27 21 ▲6 

業務部門 322 340 218 168 ▲50 

家庭部門 679 772 560 431 ▲129 

運輸部門 570 250 201 155 ▲46 

廃棄物部門 25 68 68 52 ▲16 

43 144 170 21 ▲149 

ハイドロフルオロカーボン類 21 135 161 20 ▲141 

その他 22 9 9 1 ▲8 

1,696 1,604 1,245 848 ▲397 

CO₂

民生部門

その他6ガス種

合計

ガス種・部門等の別
平成12年度
2000年度
（基準）

令和元年度
2019年度
（直近）

令和12年度
2030年度

(現状すう勢)

令和12年度
2030年度
（計画目標）

単位：千 t-CO2eq ※表中の数値は小数点以下を四捨五入している。 

基準 計画目標 削減目標
平成12（2000）年度 令和12（2030）年度 平成12（2000）年度比

24,841 12,421 50%

単位：t-CO2eq 

区長部局（本庁舎） 651

区長部局（本庁舎以外） 3,474

学校その他の教育機関 3,373

区長部局（本庁舎） 970

区長部局（本庁舎以外） 6,782

学校その他の教育機関 5,923

区長部局（本庁舎） 14

区長部局（本庁舎以外） 214

学校その他の教育機関 275

二酸化炭素
排出量

21,676

燃料等
21,173

燃料及び熱
（主に都市ガス）

7,498

電気
13,675

水道等
503

単位：t-CO2eq 
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■ 施策の体系と取組  

温室効果ガスの削減目標を達成するため、必要削減量の大きい民生部門、運輸部門（自動車）、廃棄物部門及

びハイドロフルオロカーボン類に関する主な取組例並びに削減効果の試算は以下のとおり。 

なお、これらについては、区民・事業者・区が一体となって取り組むことが重要です。  

給湯器をエネルギー 

消費効率が優れた 

製品に代替  

⇒約▲３２ 
※国の資料に基づく試算 

 

民生部門 

日々の省エネ行動 

⇒約▲151  
※5 章に引用する「◎ご家庭での

省エネのポイント」の取組を、区

内の事業所・世帯の 7 割が新

たに実施する想定で試算 

商業系建物・住宅の屋根への 

太陽光発電システム設置 

⇒約▲１３ 
※都の目標に基づく試算 

運輸部門 

廃棄物部門 ハイドロフルオロカーボン類 

次世代自動車の普及、 

燃費改善等 

⇒約▲28 ※国の資料に基づく試算 

 
カーシェアリングの実施 

⇒約▲2 ※国の資料に基づく試算 

エコドライブの実施 
（乗用車、自家用貨物車） 

⇒約▲7 ※国の資料に基づく試算 

可燃ごみの分別徹底 

⇒約▲16 
※令和元（2019）年度（新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前）の調査

結果から、可燃ごみ中の「プラスチック製容器包装（リサイクル可）」の量を推

計、その全量を資源化すると想定 

都の取組と連動した削減量 
（フロン類の漏えい防止、回収・適正処理等） 

⇒約▲134  
※都の資料「東京都環境基本計画のあり方について（中間のまとめ）」に基づく試算 

エネルギー消費効率が 

優れた製品に代替 
（給湯器・照明機器除く。） 

⇒約▲28※国の資料に基づく試算 

新築・改築に 

伴う省エネ化 

⇒約▲48 
※国の資料に基づく 

試算 

【参考】温室効果ガスの削減イメージ  

資料３ 

令和５年度～令和 12 年度 
（2023 年度～2030 年度） 

【区域施策編】 

単位：千 t-CO2eq 

【事務事業編】 

◆基本的取組 

第１の柱 省エネ及び環境負荷の低減に対する職員意識の徹底 

● エネルギーの削減 ● 用紙類の削減  ● 廃棄物の削減  ● グリーン購入の推進 
 

第２の柱 省エネ技術、省エネ型設備機器類等の導入の検討 

● 区役所本庁舎における施設維持管理の効率化 

● 区立施設における維持管理の効率化 
 

第３の柱 組織の主体性と責任ある取組 

● 責任者によるエネルギー管理に対する取組方針の明確化 

● 職務執行にあたっての環境法令の遵守等 

● 部・課を単位とした確実な削減計画等の実施と課題の把握 

◆重点的取組 

区立施設の新築・改築時等における省エネ化の推進 

● 区立施設の新築・改築時における、原則 ZEB 化（「ZEB Oriented」相当以上） 

● 建設、解体時等に排出される二酸化炭素（エンボディード・カーボン）の見える化 

及び削減への取組検討 

● 新築・改築時に ZEB 化が困難な区立施設及び既存の区立施設における、 

LED 照明などの省エネルギー設備導入や建物の断熱性能向上の推進 
 

再生可能エネルギーの導入拡大 

● 遊休区有地等を活用した太陽光発電事業による、区立施設への再生可能エネルギー電力 

の導入拡大 

● 区立施設における、太陽光発電や蓄電池等、可能な限りの再生可能エネルギー設備 

の導入拡大 

【新築・改築時の太陽光発電設備の設置目標】 

・学校   ： 原則 30KW 以上を屋上に設置 
・学校以外 ： 原則 5KW 以上を屋上に設置 

     既存施設における、設置可能性の調査・検討、導入拡大 

● 区立施設の調達電力における、可能な限りの再生可能エネルギーへの転換 

● 広場、駐車場・歩道等に設置できる、太陽光発電舗装システムの試験導入の検討 
 

庁有車における次世代自動車への切替推進 

● 庁有車の更新等における、電気自動車（EV）など、次世代自動車への順次切替 

   令和 12（2030）年度までに、庁有車の非ガソリン車化を目指す。 

● 電気自動車の充電設備整備の推進 
 

自治体連携によるカーボンオフセット事業の実施 

● 森林環境譲与税を活用した、交流自治体が所有する森林整備及びカーボンオフセット事業 

（区から排出される二酸化炭素の相殺）の実施 

体験型森林環境学習の実施に向けた取組の推進 

計約▲459 千 t-CO2eq 

策 削減の方向性 取組

Ⅰ－ⅰ　再生可能エネルギーの利用推進

Ⅰ－ⅱ　省エネルギー対策の推進

Ⅰ－ⅲ　環境配慮行動の促進

Ⅱ－ⅰ　環境負荷軽減に配慮した自動車等の利用

Ⅱ－ⅱ　交通環境の整備

Ⅲ－ⅰ　緑化の推進

Ⅲ－ⅱ　緑の保全の推進

Ⅳ－ⅰ　ごみの減量

Ⅳ－ⅱ　リサイクルの促進

Ⅴ－ⅰ　環境教育・学習の促進

Ⅴ－ⅱ　協働による環境活動の促進

Ⅵ　（仮称）気候区民会議に
　　　関連した取組

（仮称）気候区民会議の実施に向けた調査研究

Ⅰ　雨水浸透・貯留施設の設置推進等による水害対策

Ⅱ　「みどりのベルト」づくり等によるヒートアイランド現象対策

Ⅲ　熱中症対策

Ⅳ　蚊等の生物が媒介する感染症予防

適応策 （杉並区気候変動適応計画）

緩和策

Ⅰ　区民・事業者・区による
　　 エネルギー利用の最適化

Ⅱ　交通対策の推進

Ⅲ　緑化と緑の保全の推進

Ⅳ　循環型社会形成の推進

Ⅴ　環境教育・学習、
     環境活動の推進
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